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Ⅰ 「みやぎ発展税」（法人事業税の超過課税）の概要 
 
 「みやぎ発展税」は、厳しい財政状況の中で、「宮城の将来ビジョン」（平成１９年度～令和２年度）

に掲げた政策推進の基本方向である「富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～」と「人と自

然が調和した美しく安全な県土づくり」に向けた取組を充実・加速させるため、平成２０年３月に課税

期間を５年間として導入したものです。 

「みやぎ発展税」を財源として、県内総生産１０兆円の達成を目指す産業振興施策（「産業振興パッ

ケージ」）と震災時における被害を最小化させる施策（「震災対策パッケージ」）に鋭意取り組んでき

た結果、自動車関連産業や高度電子機械産業などを中心に企業集積が進んだほか、耐震強化を行っ

た橋梁は、東日本大震災においても落橋することなく緊急輸送道路として機能するなど、多くの成

果を生み出すことができました。 

平成２３年３月の東日本大震災発生以降、本県が「迅速な震災復興」と並行して、「宮城の将来ビジ

ョン」の実現を図るには、震災からの復旧・復興の取組とともに、将来的にも安定した経済基盤の構

築と震災の教訓を踏まえた真に災害に強い県土づくりを引き続き推進していく必要があったため、

「みやぎ発展税」の課税期間を平成２５年３月から５年間延長しました。 

「宮城の将来ビジョン」において引き続き目標に掲げた県内総生産１０兆円の達成に加え、中小企

業・小規模事業者の持続的発展のほか、人手不足への対応など、様々な環境変化により生じる新た

な課題の解決に積極的に取り組んでいく必要があったことから、平成２９年に「みやぎ発展税」の課

税期間を平成３０年３月から５年間延長しました。 

令和４年には、この延長後の課税期間が令和５年２月までとなっていることを踏まえ、これまでの活

用事業の実績や成果、県内の経済情勢や県政を取り巻く環境等を総合的に検証しながら、今後のあ

り方を検討しました。この結果、「新・宮城の将来ビジョン」（令和３年度～令和１２年度）の実現や、

デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）、激甚化する自然災害などの新たな課題に積極的に対

応していく必要があったことから、「みやぎ発展税」の課税期間を令和５年３月から５年間延長したと

ころです。 

こうした中、令和７年度には、「インドネシア人材みやぎジョブフェア」を開催したほか、「大崎市

立おおさき日本語学校」で初めて卒業式が執り行われるなど外国人材受入の促進や、県内に研究開

発拠点を新設するスタートアップ企業への支援など、本県産業を担う人材の育成と先進的な企業誘

致を一体的に推進する取組を進めました。 

（１） 課税期間 

課税期間 

平成２０年３月１日から令和１０年２月２９日まで 

第１期：平成２０年３月１日から平成２５年２月２８日まで（５年間） 

第２期：平成２５年３月１日から平成３０年２月２８日まで（５年間） 

第３期：平成３０年３月１日から令和 ５年２月２８日まで（５年間） 

第４期：令和 ５年３月１日から令和１０年２月２９日まで（５年間） 

※ この期間内に終了する事業年度分の法人事業税及びこの期間内の解散に係る

清算所得に対する法人事業税が対象 

（２） 超過税率 

○ 「みやぎ発展税」導入時の宮城県県税条例（昭和２５年宮城県条例第４２号）第４１条（法人事業

税）に定める税率（＝標準税率）の５％相当額 

 

（３） 適用法人等 

○ 資本金又は出資金の額が１億円を超える法人、若しくは所得が年４千万円（収入金額の場合、年

３億２千万円）を超える法人等 
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（４） 活用の基本的な考え方 

○ 「みやぎ発展税」は、「宮城の将来ビジョン」の実現に向け、県経済の成長を図るための産業振

興に関する施策としての「産業振興パッケージ」と大規模な地震による被害の最小化に関する施

策としての「震災対策パッケージ」に活用してきました。 

○ 近年、地震以外の自然災害により大きな被害が発生していることから、第４期からは多様化・

激甚化する大規模地震以外の自然災害にも幅広く対応することができるよう、「震災対策パッケ

ージ」を「災害対策パッケージ」に改め、着実に取組を進めることになりました。なお、第４期

の所要額は、約４１３億円を想定しています。 

 

 

 

 

（１） 企業集積促進

（２） 技術高度化支援

（３） 中小企業・小規模事業者活性化

（４） 人材育成促進

（１） 災害に対応する産業活動基盤の強化

（２） 防災体制の整備

（５） 人材確保支援

（６） 地域産業振興促進

【第４期】【第３期】

（１） 企業集積促進

（２） 技術高度化支援

（３） 中小企業・小規模事業者活性化

（４） 人材育成促進

（１） 災害に対応する産業活動基盤の強化

（２） 防災体制の整備

（５） 人材確保支援

（６） 地域産業振興促進

１ 産業振興パッケージ １ 産業振興パッケージ

２ 震災対策パッケージ ２ 災害対策パッケージ改

Ⅰ 産業振興ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 【398億円】※

１ 企業集積促進 【278億円】※

企業の工場新増設等を促進する「みやぎ企業立地奨励
金」、半導体・情報関連産業の集積促進、産業基盤整備等

２ 技術高度化支援 【30億円】
産学官連携等による県内企業の技術力向上と新規参入、

マッチング、競争力強化の支援等

Ⅱ 災害対策ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 【15億円】

１ 災害に対応する産業活動基盤の強化 【10億円】
指定避難所などとして利用する施設等の機能強化や輸送

路の強靭化など、大規模災害におけるリスク軽減を加速

２ 防災体制の整備 【5億円】
人口減少社会を見据えた地域の防災力の維持・向上のた

めの体制整備・人材育成等

６ 地域産業振興促進 【30億円】
商業の振興や農林水産業の競争力強化など、地域産業

振興に資する施策等の機動的な展開

【参考】 今後のあり方検討時点で想定した第４期における各項目の所要額 【413億円】※

４ 人材育成促進 【15億円】
産業界から大学、高校等まで一体となった産業人材育成

体制の強化、即戦力となる優秀な人材の育成

５ 人材確保支援 【15億円】
専門知識を有する人材等の県内企業への環流促進や企

業の人材確保に向けた雇用環境の整備支援等

３ 中小企業・小規模事業者活性化 【30億円】
中小企業・小規模事業者支援施策の総合的な推進、創

業・第二創業の促進、デジタル化支援等

改

※ みやぎ企業立地奨励金において、令和４年度までに指定し、令和５年度以降に交付する見込額を含む

◆ 毎年度均等配分ではなく、その時々に対応
すべき課題に応じて税収内で柔軟に予算化
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Ⅱ 「富県宮城推進基金」の概要 

 

（１） 「富県宮城推進基金」の設置 

○ 「みやぎ発展税」は、その税収及び使途を明確にするため、富県宮城推進基金条例（平成２０年

宮城県条例第２８号）に基づき「富県宮城推進基金」（以下「基金」という。）を平成２０年４月１日

から設置し、運用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第 3 期までは震災対策  

（２） 基金の活用額の推移について 

○ 基金の各年度の積立額及び活用額の推移は次のとおりです。 

 

 

○ 令和８年３月３１日現在の基金残高･･･１７，２８９，１３０千円 

※ 令和８年３月３１日現在の基金残高１７，２８９，１３０千円は、令和８年度への繰越額を基金残高に含んでいるなどの理由により、上記

の表中令和７年度（Ｃ）の累計１６，９９１，３５７千円とは一致しない。 

 

（単位：千円）

平成20年度 21 22 23 24 25 26 27 28 29

基金積立額（Ａ） 4,373,780 2,516,044 2,577,657 2,637,010 3,669,694 3,715,355 4,714,472 4,461,752 5,162,472 4,758,471

基金活用額（Ｂ） 832,662 866,517 767,246 1,325,687 2,667,987 3,153,171 2,829,464 2,545,014 3,683,534 4,051,986

（Ａ）－（Ｂ）:（Ｃ） 3,541,119 1,649,527 1,810,411 1,311,322 1,001,707 562,184 1,885,008 1,916,738 1,478,938 706,485

（Ｃ）の累計 3,541,119 5,190,645 7,001,056 8,312,378 9,314,085 9,876,269 11,761,277 13,678,015 15,156,953 15,863,439

30 令和元年度 2 3 4 5 6 7 合　計

基金積立額（Ａ） 4,728,640 5,094,519 4,959,214 5,097,521 5,297,395 5,423,426 5,661,055 6,782,917 81,631,395

基金活用額（Ｂ） 3,168,725 6,114,987 3,710,470 5,353,570 5,081,702 5,157,414 6,940,422 6,389,479 64,640,038

（Ａ）－（Ｂ）:（Ｃ） 1,559,915 ▲ 1,020,468 1,248,745 ▲ 256,049 215,693 266,012 ▲ 1,279,367 393,438 16,991,357

（Ｃ）の累計 17,423,353 16,402,885 17,651,630 17,395,581 17,611,274 17,877,287 16,597,919 16,991,357

※ 各項目ごとに千円未満を四捨五入しているため，合計額とは一致しない場合があります。

※ 令和７年度の基金活用額（Ｂ）には、翌年度への繰越額を含みます。

災害対策※ 

みやぎ 

発展税 

産業振興 
富県宮城推進基金 

 活用  積立 
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Ⅲ 県内総生産の推移等 

○ 「みやぎ発展税」を導入した平成２０年以降、リーマン・ショックを契機とした海外景気の失速、

株価下落、長期にわたるデフレ経済や円高基調など、大変厳しい経済状況が続き、平成２３年３月

に発生した東日本大震災の影響により、本県の経済及び社会基盤は、大きな打撃を受けました。 

○ 平成２４年度以降は、復興の進展に伴う経済活動の活性化に加えて、企業誘致や地元企業の取引

拡大などの効果もあり、平成３０年度には、県内総生産（名目）が１０兆円に達しました。直近の

実績値である令和５年度の県内総生産は、新型コロナウイルス感染症からの正常化等を背景に、

名目で１０兆５０９億円（対前年度比５.０％増）と平成３０年度以来５年ぶりに１０兆円台へと回復し、

実質で９兆６，５８５億円（同１.７％増）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円，％）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

　県内総生産
　（名目）

81,587 86,714 89,495 93,367 98,707 99,129 99,837 100,184 98,211 94,740 96,131 95,766 100,509

　県内総生産
　（実質） 83,563 89,286 92,393 94,516 98,756 98,691 99,246 99,515 96,985 92,576 94,208 95,003 96,585

　宮城県・成長率
　（名目）

－ 6.3% 3.2% 4.3% 5.7% 0.4% 0.7% 0.3% ▲2.0% ▲3.5% 1.5% ▲0.4% 5.0%

　宮城県・成長率
　（実質）

－ 6.8% 3.5% 2.3% 4.5% ▲0.1% 0.6% 0.3% ▲2.5% ▲4.5% 1.8% 0.8% 1.7%

＜参考＞
　国・成長率（名目） - ▲0.1% 2.7% 2.1% 3.3% 0.8% 2.0% 0.2% 0.0% ▲3.2% 2.9% 2.3% 4.9%

＜参考＞
　国・成長率（実質） - 0.6% 2.7% ▲0.4% 1.7% 0.8% 1.8% 0.2% ▲0.8% ▲3.9% 3.0% 1.4% 0.7%

 
 出典：令和5年度宮城県民経済計算
         2024年度国民経済計算推計（内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部）
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○ 本県においては、「みやぎ発展税」を活用した施策をはじめとした様々な取組により、平成２０

年度以降、自動車関連産業や高度電子機械産業を中心として世界トップクラスの企業が県内に

立地するなど製造業の集積が着実に進み、県内総生産に占める製造業の割合は、東日本大震災

の影響により平成２３年度以降、一貫して上昇してきました。直近の実績値である令和５年度

は、名目では製造業の割合は前年度と同水準の横ばいで推移したものの、実質では石油・石炭

製造業の中間投入の影響などにより、過去最高となった前年度を下回る結果となりました。 

 

 

○ 県内の製造品出荷額等は、東日本大震災の影響により、平成２３年に大きく落ち込んだ後、着実

に回復を続け、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により再度減少したものの、高度

電子機械産業が大きく伸びたことなどにより順調な伸びを見せ、令和５年は、５兆４，６９３億円と

過去最高額を記録した前年度と同水準を維持しており、発展税導入以降の製造品出荷額等の伸

び率は５４％で、都道府県の中で最も高い値となっています。（全国平均：１１％） 

 

 

 

※１ 実質値は平成２７暦年を参照年とする連鎖方式で推計されており、 連鎖方式による実質値には加法整合性がないため、総数と内訳の和は一致しない。 
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Ⅳ パッケージごとの実績と成果 

 「みやぎ発展税」を活用した事業についてパッケージごとに事業実績と成果を紹介します。 
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【事業費・基金活用額一覧】 （単位：千円）

企業集積
促進

技術高度化
支援

（～H29：

旧中小企業

技術高度化

支援）

中小企業・

小規模事業者
活性化

人材育成促進
（～H29：

旧人づくり支援

人材確保支援
地域産業
振興促進

小計

災害に
対応する
産業活動

基盤の強化

防災体制
の整備

小計

4,249,282 1,018,812 215,613 90,004 68,162 240,871 5,882,743 11,836 30,268 42,104 5,924,847

うち基金

活用額
4,244,571 459,022 211,766 89,257 68,162 238,689 5,311,466 11,836 30,268 42,104 5,353,570

3,667,691 432,281 585,728 274,873 251,321 1,205,341 6,417,234 155,266 93,409 248,674 6,665,908

(70,043) (62,344) (132,059) (140,571) (405,017) (102,343) (102,343) (507,360)

3,621,069 381,897 536,656 121,327 136,942 1,177,817 5,975,708 28,852 87,146 115,998 6,091,706

(70,043) (31,172) (66,029) (120,286) (287,530) (10,243) (10,243) (297,773)

49,621,404 4,955,064 2,421,965 2,100,869 1,029,161 8,439,215 68,567,677 4,611,784 1,400,931 6,012,715 74,580,392

うち基金

活用額
46,208,228 4,131,589 2,351,427 1,488,766 809,030 6,763,466 61,752,506 1,770,848 1,116,684 2,887,532 64,640,038

※１ 令和７年度は令和８年度への繰越額を外数として（かっこ書き）で記載。なお、合計には、令和８年度への繰越額を含みます。

※２ 項目ごとに千円未満を四捨五入しているため、合計額とは合致しない場合があります。

災害対策パッケージ
（震災対策パッケージ）

合計

102,690 6,940,4223,936,555 504,452 464,096 382,396 142,843 1,407,391 6,837,732 28,551 74,140

464,096 500,624 163,519 2,483,750 8,303,321 182,251 74,155 256,405 8,559,726

令

和

５

年

度

事業費

うち基金
活用額

合
　
計

事業費

56,549

56,560 151,832 5,545,122

74,521 5,157,414

令

和

７

年

度

事業費

うち基金
活用額

4,171,916 519,415

307,979

5,023,702 14,513 43,488 58,001 5,081,702

14,513 43,489 58,002 5,311,6885,253,686

令

和

３

年

度

事業費

令

和

４

年

度

事業費 4,069,179

うち基金

活用額
3,848,065

活用項目

産業振興パッケージ

419,170 302,067 103,263 45,813

422,520 304,357 103,839 45,813

305,323

令

和

６

年

度

事業費

うち基金

活用額

4,032,074 408,488 385,843 126,796 102,176 337,912 5,393,289 95,273

3,843,052 403,722 384,160 38,202 83,130 330,627 5,082,893 17,973

【参考】
（単位：千円）

企業集積

促進

技術高度化

支援
（～H29：

旧中小企業

技術高度化

支援）

中小企業・
小規模事業者

活性化

人材育成促進
（～H29：

旧人づくり支援

人材確保支援
地域産業

振興促進
小計

災害に
対応する

産業活動
基盤の強化

防災体制

の整備
小計

6,991,509 398,140 288,325 908,043 8,586,016 2,927,933 533,832 3,461,765 12,047,781

うち基金

活用額
4,406,938 395,646 137,663 599,974 5,540,221 536,510 383,368 919,879 6,460,100

13,007,605 894,317 379,475 1,965,840 16,247,237 101,412 348,804 450,216 16,697,453

うち基金
活用額

12,903,339 880,748 315,325 1,812,167 15,911,580 101,412 250,177 351,589 16,263,168

17,680,566 2,302,423 986,298 468,432 380,086 1,397,758 23,215,563 1,047,307 294,171 1,341,479 24,557,042

うち基金
活用額

17,427,232 1,565,122 966,515 462,681 380,086 1,315,205 22,116,842 1,047,307 265,305 1,312,612 23,429,454

11,941,724 1,360,184 1,435,667 964,637 649,075 4,167,573 20,518,861 535,132 224,123 759,255 21,278,116

うち基金
活用額

11,470,719 1,290,071 1,384,911 573,097 428,944 3,036,120 18,183,863 85,618 217,834 303,452 18,487,316

49,621,404 4,955,064 2,421,965 2,100,869 1,029,161 8,439,215 68,567,677 4,611,784 1,400,931 6,012,715 74,580,392

うち基金

活用額
46,208,228 4,131,589 2,351,427 1,488,766 809,030 6,763,466 61,752,506 1,770,848 1,116,684 2,887,532 64,640,038

※１ 第４期計には、令和８年度への繰越額を含みます。

※２ 項目ごとに千円未満を四捨五入しているため，合計額とは合致しない場合があります。

第
４
期

計

事業費

合

　
計

事業費

第
2

期
計

事業費

第
３
期
計

事業費

活用項目

産業振興パッケージ
災害対策パッケージ

（震災対策パッケージ）

合計

第
1
期
計

事業費
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平成２０～令和７年度事業費 ６８，５６８百万円（基金活用額 ６１，７５３百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費    ８，５８６百万円（基金活用額  ５，５４０百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費   １６，２４７百万円（基金活用額 １５，９１２百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費    ２３，２１６百万円（基金活用額 ２２，１１７百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）    事業費    ２０，５１９百万円（基金活用額 １８，１８４百万円）］ 

「産業振興パッケージ」では、企業誘致策の強化や技術高度化などによる県内中小企業等の競争

力強化、産業振興の基礎である産業人材の育成・確保により、高度電子機械産業や自動車関連産業

を中心とした製造業の集積促進に向けた取組を進めてまいりました。また、「富県宮城の実現」の

成果を県内各地域で享受できるように、魅力ある地域資源を活用した観光産業、農林水産業、食品

製造業等の付加価値向上に取り組みました。 
 

 

 

平成２０～令和７年度事業費 ４９，６２２百万円（基金活用額 ４６，２０８百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費    ６，９９２百万円（基金活用額  ４，４０７百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費   １３，００８百万円（基金活用額 １２，９０３百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費    １７，６８１百万円（基金活用額 １７，４２７百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）    事業費   １１，９４２百万円（基金活用額 １１，４７１百万円）］ 

企業立地奨励金をはじめとする積極的な企業誘致施策を展開し、新たな立地や地元企業の工場

の増設等が進捗しました。 

 

（１）みやぎ企業立地奨励金事業 

○ 平成２１～令和７年度事業費 ３７，２１４，０２４千円（基金活用額 ３７，２１４，０２４千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費    ３，４６２，３９４千円（基金活用額  ３，４６２，３９４千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費   １１，１６８，８８０千円（基金活用額 １１，１６８，８８０千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 １２，７８９，５４０千円（基金活用額 １２，７８９，５４０千円）］ 

［第４期（令和５～７年度） 事業費    ９，７９３，２１０千円（基金活用額 ９，７９３，２１０千円）］ 

○ 県内に工場等を新設又は増設する企業に対し、企業立地奨励金を交付。 

 

① 事業の実績 

年度 交付件数  交付額 

平成２１年度 ２件  ４，４３７千円 

平成２２年度 ９件  １１２，８０７千円 

平成２３年度 １３件  １，０７７，２６０千円 

平成２４年度 ２０件  ２，２６７，８９０千円 

平成２５年度 ２１件  ２，６７９，３６０千円 

平成２６年度 ２３件  １，９１０，９７０千円 

１-１  企業集積促進 
 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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年度 交付件数  交付額 

平成２７年度 １７件  １，５７４，１５０千円 

平成２８年度 ２４件  ２，３５６，４２０千円 

平成２９年度 ３２件  ２，６４７，９８０千円 

平成３０年度 １８件  １，３６７，５５０千円 

令和元年度 ２６件  １，５６７，７２０千円 

令和２年度 ２５件  １，９２９，５３０千円 

令和３年度 ３２件  ４，２０２，４５０千円 

令和４年度 ２６件  ３，７２２，２９０千円 

令和５年度 １６件  ３，７０７，８４０千円 

令和６年度 １８件  ３，０４４，１７０千円 

令和７年度 ２０件  ３，０４１，２００千円 

第１期通算 ４４件  ３，４６２，３９４千円 

第２期通算 １１７件  １１，１６８，８８０千円 

第３期通算 １２７件  １２，７８９，５４０千円 

第４期通算 ５４件  ９，７９３，２１０千円 

通算 ３４２件 （２５１社） ３７，２１４，０２４千円 
※ 奨励金を複数年度に分割して交付した場合、年度ごとに１件と数えている。（注１） 

（注 1）奨励金は、企業の立地決定後、まず工事着手前に奨励金対象工場として指定したのち、操業を開始した翌年度

以降に交付します。 

  なお、１年度あたり５億円を超える場合は、複数年度に分割して交付することとしています。 

 

② 事業の成果 

  ・ 立地件数 

  令和７年度までの企業立地件数のうち、「みやぎ企業立地奨励金」の交付企業は２５１社になり

ます（注２）。 

（注 2）経済産業省の「工場立地動向調査」によれば、平成２０年から令和７年までの１８年間で、４４２件（電気業を除

く。）の企業立地がありました。 

  なお、工場立地動向調査の対象は、製造業の企業が１，０００㎡以上の用地を取得又は借地した場合であり、「みやぎ 

 企業立地奨励金」の対象企業とは、対象・時点が一致していないことから件数は同一にはなりません。 

 

・ 雇用創出数 

奨励金交付対象工場等のうち、すでに操業し、令和７年度までに奨励金を交付した工場等 

（２５１社うち操業中止１０社）の雇用者数（令和８年４月１日現在）は、３０，１９５人（うち正社

員１９，０４２人）となっており、令和８年度以降に交付予定の雇用見込数も合わせると３１，７２０

人となります。 

  東京エレクトロン宮城株式会社（大和町） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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主 な 立 地 企 業 

年度 企   業   名 産 業 分 野 立地市町村 

平成２０年度 セントラル自動車(株) 

（現トヨタ自動車東日本(株)） 
自動車関連産業 大衡村 

パナソニックＥＶエナジー(株) 

（現プライムアースＥＶエナジー(株)） 
自動車関連産業 大和町 

アイシン高丘東北(株) 自動車関連産業 大衡村 

(株)金沢村田製作所 高度電子機械産業 仙台市泉区 

白石食品工業(株) 食品関連産業 大和町 

山田水産(株) 食品関連産業 石巻市 

平成２１年度 トヨタ紡織東北(株) 自動車関連産業 大衡村 

東京エレクトロン宮城(株) 高度電子機械産業 大和町 

平成２２年度 トヨテツ東北(株) 自動車関連産業 登米市 

(株)ジャムコ 航空宇宙関連産業 名取市 

(株)東北フジパン 食品関連産業 岩沼市 

(株)高政 食品関連産業 女川町 

平成２３年度 フクダ電子(株) 高度電子機械産業 大和町 

セコム工業(株) 高度電子機械産業 白石市 

レンゴー(株) 木材関連産業 大和町 

平成２４年度 中央精機東北(株) 自動車関連産業 大衡村 

ポラテック東北(株) 木材関連産業 加美町 

(株)読売新聞東京本社 印刷業 大和町 

平成２５年度 舞台アグリイノベーション(株) 食品関連産業 亘理町 

(株)コバヤシ 食品関連産業 大和町 

平成２６年度 (株)スタンレー宮城製作所 自動車関連産業 登米市 

豊田合成東日本(株) 自動車関連産業 栗原市 

メルコジャパン(株) 航空宇宙関連産業 山元町 

スギ製菓(株) 食品関連産業 塩竈市 

平成２７年度 丸電プレス工業(株) 自動車関連産業 栗原市 

タツタ電線(株) 高度電子機械産業 大和町 

マルハニチロ(株) 食品関連産業 石巻市 

(株)コスメティック・アイーダ 化粧品製造業 亘理町 

(株)ＴＢＭ 土石製品製造業 多賀城市 

平成２８年度 アルプス電気（株） 

（現アルプスアルパイン(株)） 
高度電子機械産業 大崎市 

（株）ハイレックスコーポレーション 自動車関連産業 栗原市 

（株）イノアックコーポレーション 自動車関連産業 栗原市 

平成２９年度 ＣＫＤ(株) 高度電子機械産業 大衡村 

日本積層造形(株) 高度電子機械産業 多賀城市 

(株)ワイ・デー・ケー 高度電子機械産業 大和町 

(株)ヤヨイサンフーズ 食品関連産業 気仙沼市 

平成３０年度 エスファクトリー東北（株） 食品関連産業 登米市 

トライデントオサベフーズ（株） 食品関連産業 登米市 

(株)Ⅰ.Ｄ.Ｆ 高度電子機械産業 石巻市 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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令和元年度 (株)ケーヒン 
（現日立Ａｓｔｅｍо (株)） 

自動車関連産業 村田町 

スターゼン(株) 食品関連産業 多賀城市 

（株）ニッケ機械製作所 生産用機械器具製造業 登米市 

牧野精工（株） 高度電子機械産業 登米市 

令和２年度 (株)イズミテクノ 高度電子機械産業 大衡村 

(株)旭洋工業製作所 自動車関連産業 登米市 

(株)ウェルファムフーズ 食品関連産業 涌谷町 

豊田合成東日本(株) 自動車関連産業 大衡村 

令和３年度 アルプスアルパイン（株） 高度電子機械産業 大崎市 

（株）サワ 生産用機械器具製造業 東松島市 

ＪＡ全農ラドファ（株） 食品関連産業 色麻町 

令和４年度 日本ファインセラミックス（株） 高度電子機械産業 富谷市 

（株）ＮＴＫセラテック 高度電子機械産業 富谷市 

宮城製粉（株） 食品関連産業 亘理町 

令和５年度 (株)小糸製作所 自動車関連産業 名取市 

(株)ライト製作所 高度電子機械関連産業 大和町 

(株)ニューテック 高度電子機械関連産業 大衡村  

令和６年度 (株)ＫＯＤ ＴＥＣ 高度電子機械関連産業 栗原市 

令和７年度 （株）土橋製作所 高度電子機械関連産業 大和町 

東北電子工業(株) 自動車関連産業 登米市 

（注１）社名は報道等公表時点のもの。各企業の立地決定（立地表明など）をした年度毎に表示している。 

（注２）「産業分野」欄は、県の企業誘致重点戦略の最重点及び重点の８分野に位置付けられている産業名を

基本としています。 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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（２）工場立地基盤整備事業貸付金 

○ 平成２０～令和７年度事業費 ４，１６４，０４０千円（基金活用額 ３，４９４，１０１千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）  事業費     ５５０，０００千円（基金活用額   ５５０，０００千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）  事業費   １，６０４，８００千円（基金活用額 １，６０４，８００千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費     ２８８，８００千円（基金活用額    ７２，５００千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費   １，７２０，４４０千円（基金活用額 １，２６６，８０１千円）］ 

○ 市町村が行う企業誘致を促進するため、工場用地整備に必要な資金を無利子貸付。 

 

① 事業の実績 

年度 貸付件数 開発面積 

平成２０年度 １件 １.８㏊ 

平成２１年度 １件 １１.６㏊ 

平成２６年度 １件 ２２.５㏊ 

平成２７年度 １件 ５.０㏊ 

平成２８年度 １件 ３.２㏊ 

平成２９年度 ２件 ２３.７㏊ 

令和元年度 １件 ０㏊ 

令和４年度 １件 １.５㏊ 

令和５年度 １件 ０㏊ 

令和６年度 １件 ９.６㏊ 

令和７年度 ２件 １５.２㏊ 

第１期通算 ２件 １３.４㏊ 

第２期通算 ５件 ５４.４㏊ 

第３期通算 ２件 １.５㏊ 

第４期通算 ４件 ２４.８㏊ 

通算 １３件 ９４.１㏊ 

    ※令和元年度は平成 29 年度貸付分の追加貸付のため、開発面積は０ha となっている。 

※令和５年度は令和４年度貸付分の追加貸付のため、開発面積は０ha となっている。 

 

 ② 事業の成果 

・ 本貸付金により造成した工業団地等に、令和７年度までに１９社が立地しています。 

 

    

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 

貸付金を活用して造成した工業用地 

（愛島西部工業団地） 
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（３）産業用地整備設計等事業補助金 

○ 令和６～７年度事業費 １２０，３０８千円（基金活用額 １２０，３０８千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 １２０，３０８千円（基金活用額 １２０，３０８千円）］ 

○ 産業用地造成事業の実施にあたって、市町村等が行う設計等事業（基本構想、基本計画、基本

設計、実施設計）や、安定的な工業用水の供給体制を確保するために県企業局が行う調査等事業

に対して補助金を交付。 

 

① 事業の実績  

年度 交付件数 交付額 

令和６年度 ２件  ２０，０００千円 

令和７年度 ４件  １００，３０８千円 

  

② 事業の成果 

・ ４市町において設計等事業が行われ、県内産業用地の分譲可能面積（見込み含む）が増加し

たとともに、立地企業へ提供できる情報が充実したことにより、誘致活動の円滑化が図られま

した。 

 

（４）テック系スタートアップ企業立地促進奨励金 

○ 令和７年度事業費 １７，８０３千円（基金活用額 １７，８０３千円） 

［第４期（令和７年度）事業費 １７，８０３千円（基金活用額 １７，８０３千円）］ 

○ 初期投資が大きな負担となっているスタートアップの研究開発拠点や工場等の新設に係る費

用に対して補助金を交付。 

 

① 事業の実績 

年度 企業名 

令和７年度 株式会社 ElevationSpace 

 

② 事業の成果 

・ 当補助金による支援を受けたスタートアップ企業１社が県内に研究開発拠点を新設し、それ

に伴う１３人の新規雇用が創出されました。 

   

 

 

 

 

 

 

                              ©ElevationSpace Inc. 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 



 
15 

（５）情報通信関連企業立地促進奨励事業 

○ 平成２０～令和７年度事業費 ４３３，２７９千円（基金活用額 ４３３，２７９千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費   １３６，０００千円（基金活用額 １３６，０００千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費    １６，８４５千円（基金活用額  １６，８４５千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費    １５４，５３５千円（基金活用額 １５４，５３５千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）    事業費    １２５，９００千円（基金活用額 １２５，９００千円）］ 

○ 雇用拡大や地域経済の活性化を図るため、製造業等のソフトウェア設計・開発部門及び開発型

IT 企業に対して、初期投資軽減及び新規雇用促進のための奨励金を交付し、戦略的な企業誘致

を展開。 

 

① 事業の実績 

年度 交付件数  交付額      

平成２０年度 １件  ５０，０００千円 

平成２１年度 １件  ３７，１００千円 

平成２２年度 １件  ４８，９００千円 

平成２５年度 １件  ３，０８１千円 

平成２７年度 １件  ９００千円 

平成２９年度 ３件  １２，８６４千円 

平成３０年度 ８件  ２１，１７８千円 

令和元年度 １１件  ２５，２６７千円 

令和２年度 １３件  ４５，６３５千円 

令和３年度 ６件  １７，３４５千円 

令和４年度 ９件  ４５，０６０千円 

令和５年度 ７件  ２５，７８５千円 

令和６年度 １３件  ４６，９１８千円 

令和７年度 １２件  ４７，０３７千円 

第１期通算 ３件  １３６，０００千円 

第２期通算 ５件  １６，８４５千円 

第３期通算 ４７件  １５４，４８５千円 

第４期通算 ３２件  １１９，７４０千円 

通算 ８７件 （４５社） ４２７，０７０千円 
※ 奨励金を複数年度に分割して交付した場合、年度ごとに１件と数えている。 
 

② 事業の成果 

  ・ コールセンター（平成２０～２２年度まで）及び開発系ＩＴ企業の立地により、 

新規雇用１，０１８人分が創出されました。  

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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その他の企業集積促進に関する事業 

 

 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

中京地区において、自動車関連産業を中心に
企業誘致活動を強化

平成20～令和7年度
204,655

（204,555）

平成20～令和7年度にかけ、延べ7,962件の企業
訪問を実施

自動車関連産業を中心に28社の県内立地に
貢献

効果的な企業誘致を行うため、県内の市場調
査・分析、情報収集を実施するほか、学生等に
対し半導体産業を学ぶ機会を創出するもの

令和5～7年度
79,992

（79,992）

半導体をはじめとする成長産業の誘致・集積に
向けた業界・市場動向に関する調査や先進地域
の現状や課題に関する調査等を実施したほか、
半導体「業界研究」オープンセミナーの開催、み
やぎ県民公式アプリを活用したインセンティブ付
与による半導体オンデマンド講座の受講促進等
の取組を展開

各産業に関する情報収集・分析結果を戦略的
な企業誘致活動に繋げたほか、半導体産業の
誘致・集積等に関する県の基本的な方針とし
て策定した『みやぎ半導体産業振興ビジョン』
に基づく取組の展開による立地優位性の向上

工業団地関連の交通信号機等を整備
平成20～令和7年度

298,214
（76,080）

工業団地関連の信号機51基を整備
工業団地内の交通の安全と物流の円滑化に
貢献

1-1 企業集積促進

名古屋産業立地センター運営事業

企業誘致活動強化事業

企業立地型交通安全施設整備事業

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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グリーンイノベーションシンポジウム 開催状況 

 

 

平成２０～令和７年度事業費 ４，９５４百万円（基金活用額 ４，１３０百万円）※平成 20～29 年度：旧中小企業技術高度化支援 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費   ３９７百万円（基金活用額   ３９４百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費   ８９４百万円（基金活用額   ８８１百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ２，３０２百万円（基金活用額 １，５６５百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）    事業費 １，３６０百万円（基金活用額 １，２９０百万円）］ 

【参考】第４期（令和５～７年度）企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ５５，０５８千円 

県内中小企業の競争力強化のため、技術力や研究開発力、営業力等の向上を支援し、取引の創

出・拡大につなげました。 

 

（１）産学官連携素材技術活用支援事業 

○ 令和５～７年度事業費 ２５，５５１千円（基金活用額 ２５，５５１千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ２５，５５１千円（基金活用額 ２５，５５１千円）］ 

○ 材料・分析分野において、産学官連携を通じた県内事業者の技術開発力・競争力向上を図り、

県内企業が有する課題の解決に向けた技術開発を推進。 

 

① 事業の実績 

・ セミナー及びポスター発表会を開催し、県内企業に対し、大学の研究成果や企業の取組事例

等の情報を発信しました。 

・ 産学連携を通じた県内事業者の技術開発力・競争力向上を図ることを目的に、情報収集及び

課題解決支援を行いました。 

年度 実績等 

令和５年度 セミナー開催（３件、３１８人）、ポスター発表会（１件、１０４人）、課題解決支援の実績

（７件） 

令和６年度 

 

セミナー開催（２件、２０１人）、セミナー等出席５件、新規学術機関訪問４件、課題解

決支援の実績（６件） 

令和７年度 

 

セミナー開催（２件、２１８人）、セミナー等出席８件、新規学術機関訪問４件、課題解

決支援の実績（８件） 

 ② 事業の成果 

・ セミナー等の開催により、産学連携のきっかけづくり及び成果の水平展開を図っています。 

・ 会場とオンラインとのハイブリッド方式で開催することにより、多くの参加者を得ています。 

   

 

 

 

 

 

 

１-２  技術高度化支援 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 

プラスチック再生材使いこなしセミナー 開催状況 
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（２）富県宮城技術支援拠点整備拡充事業 

○ 平成２０～２２・２５～令和７年度事業費 １，５９６，８２４千円（基金活用額 １，５９６，８２４千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費 ２５１，６１２千円（基金活用額 ２５１，６１２千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ３５５，６０４千円（基金活用額 ３５５，６０４千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ５４８，９４６千円（基金活用額 ５４８，９４６千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ４４０，６６２千円（基金活用額 ４４０，６６２千円）］ 

○ 地域企業が単独で保有することの難しい機器を宮城県産業技術総合センターに整備し、新製品 

開発支援や技術高度化支援を実施。 

 

① 事業の実績 

・ 自動車関連産業や高度電子機械産業等における技術高度化に向けた基盤を整備するため、 地

域企業が単独で保有することが難しい以下の５１機器を産業技術総合センターに設置しました。 

 年度 設置機器 

平成２０年度 大型連続式放電プラズマ焼結装置（ＳＰＳ） 

平成２１年度 車載機器用ＥＭＣ試験装置 

平成２２年度 味・香り評価装置 

平成２５年度 複合環境試験装置、切削・研削評価装置、クリープ試験機 

平成２６年度 高速引張試験機 

平成２７年度 高機能マテリアル３Ｄプリンターシステム、 
ポータブル３Ｄデジタイザ、非接触三次元表面粗さ測定機 

平成２８年度 走査型電子顕微鏡ＦＥ－ＳＥＭ、高速液体クロマトグラフ 
平成２９年度 化合物分析システム、回転式動的粘弾性測定装置、ヘッドスペースガス

クロマトグラフ、磁場中熱処理装置、温度可変振動試料型磁力計 
平成３０年度 食品分析評価支援装置、三次元モデル設計システム、高品位グラフィッ

ク処理システム、難加工性材切削評価システム、紫外可視近赤外分光光

度計、電源ノイズアナライザ、リアルタイムスペクトラムアナライザ 
令和元年度 酒造関連支援設備（超低温フリーザー（微生物用）、オートクレーブ、

サーマルタンク、クリーンベンチ）、エンジニアリングプラスチック造

形システム 
令和２年度 真空凍結乾燥装置、大容量冷却遠心分離機 
令和３年度 真空ホットプレス、高精度３次元形状検査システム、ＣＡＥシステム、ガ

スクロマトグラフ質量分析装置、Ｘ線光電子分光装置、エネルギー分散

型蛍光Ｘ線分析装置 

令和４年度 電波暗室測定システム、超低温恒温恒湿槽、電界放出型電子プローブ

マイクロアナライザー、超高速液体クロマトグラフ質量分析システム 

令和５年度 

 

シールドボックス、静電気放電イミュニティ試験装置、味評価装置、

テクスチャー評価装置、加工特性評価システム、ＢＣＩ試験機、耐電

圧試験機 

令和６年度 

 

三次元座標測定機、万能試験機 

令和７年度 

 

誘導結合プラズマ発光分光分析装置、高精度３次元ＣＡＤシステム、

表面粗さ計、卓上低真空ＳＥＭ 

     

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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②  事業の成果 

・ 自動車部品の新製品開発の評価や新素材の開発など、導入した機器を活用した県内中小企業

等への技術支援を９,１８０件（平成２０～令和７年度）実施しています。 

設置機器 機器概要等 
シールドボックス 地域企業の製品評価に効率よく対応することが可能となりました。 

静電気放電 
イミュニティ試験装置 

最新の国際規格に準拠した、電子機器製品の静電気放電イミュニティ試
験が可能となりました。 

味評価装置 食品に含まれる成分をセンサーで取得することにより、官能評価の数値
化を行うことが可能となりました。 

テクスチャー評価装置 食品の食感等の定量的評価、工業製品の微小応力測定、食品・化粧品等
生活用品の滑り・塗布性評価等が可能となりました。 

加工特性評価システム プラスチックをはじめとする高分子材料を溶かし混ぜ合わせ、形作る加
工設備であり、同時に溶けたときの特性も評価することが可能となりま
した。 

ＢＣＩ試験機 最新の国際規格に準拠した、車載用電子機器製品への試験（ノイズ耐性
評価）が可能となりました。 

耐電圧試験機 電気用品安全法や薬機法に準拠した、耐電圧試験および絶縁抵抗試験等
が可能となりました。 

三次元座標測定機 自動車や建設機器、半導体関連の大型部品の精度検査が可能となりまし
た。 

万能試験機 金属やプラスチック、種々の複合材料等、各種材料及び様々な製品、部
品の試験を効率よく正確に実施することが可能となりました。 

誘導結合プラズマ発光
分光分析装置 

金属等に含まれる無機元素の分析や溶液中に含まれる微量元素の分析
が可能となりました。 

表面粗さ計 精密加工金属製品やプラスチック成形品などの表面粗さや断面形状の
精度を評価することが可能となりました。 

高精度３次元ＣＡＤシ
ステム 

３次元ＣＡＤやＡＩなど最新のデジタルエンジニアリング手法を提供
することが可能となりました。 

卓上低真空ＳＥＭ 水分や油分を含む食品試料などを前処理なし、または簡単な前処理のみ
で観察や分析を行うことが可能となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 

プラズマ発光分光分析装置 表面粗さ計 
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（３）デジタルエンジニアリング高度化支援事業 

○ 平成２８～令和７年度事業費 １５１，９３６千円（基金活用額 １２５，１２２千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ２７，９１８千円（基金活用額 ２６，０７２千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ５８，３４２千円（基金活用額 ５６，７５７千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ６５，６７６千円（基金活用額 ４２，２９４千円）］ 

（うち企業版ふるさと納税寄付金活用額 事業費 ２２，０８４千円）） 

○ 産業技術総合センターに設置した「みやぎデジタルエンジニアリングセンター」において、ク

リエイティブなデジタルエンジニアの育成、県内企業への技術の普及啓発。 

 

① 事業の実績 

・ ３Ｄプリンターや３ＤＣＡＤを高度に活用し、自ら課題解決に取り組むデジタルエンジニア育

成を行う研修事業、セミナー、複数の研究会を実施しました。また、個別のデジタルエンジ

ニアリングの技術課題に取り組む企業に対し、課題解決支援を実施しました。 

年度 実績等 

平成２８年度 
産業技術総合センターに「みやぎデジタルエンジニアリングセンター」を設置。 
技術セミナー（１回３６人参加）、研究会（７回延べ１０３人参加）、研修（６コース延べ３０
人参加）を実施 

平成２９年度 
セミナー（６回延べ６４人参加）、研究会（１０回延べ１３０人参加）、研修（７コース延べ２
３人参加）を実施 

平成３０年度 
セミナー（９回延べ２４２人参加）、研究会（５回延べ１２５人参加）、研修（５コース延べ２
８人参加）を実施 

令和元年度 
セミナー（９回延べ３２０人参加）、研究会（３回延べ９１人参加）、研修（２コース延べ１４
人参加） 

令和２年度 
セミナー（３回延べ７９人参加）、研究会（４回延べ１０１人参加）、研修（２コース延べ１４
人参加） 

令和３年度 
セミナー（２回延べ１７２人参加）、研究会（３回延べ１０６人参加）、研修（２コース延べ１
９人参加） 

令和４年度 
セミナー（２回延べ１２６人参加）、研究会（３回延べ１４２人参加）、研修（３コース延べ１
０人参加） 

令和５年度 
セミナー（４回延べ１０６人参加）、研究会（３回延べ９１人参加）、研修（４コース延べ２１
人参加） 

令和６年度 
セミナー（５回延べ８５人参加）、研究会（３回延べ９９人参加）、研修（３コース延べ１２
人参加） 

令和７年度 
セミナー（４回延べ６１人参加）、研究会（３回延べ１１２人参加）、研修（２コース延べ１２
人参加） 

第２期通算 
セミナー等（７回延べ１００人参加）、研究会（１７回延べ２３３人参加）、研修（延べ５３人
参加） 

第３期通算 
セミナー（２５回延べ９３９人参加）、研究会（１８回延べ５６５人参加）、研修（延べ 
8５人参加）を実施 

第４期通算 
セミナー（１３回延べ２５２人参加）、研究会（９回延べ３０２人参加）、研修（延べ４５人参
加）を実施 

通算 
セミナー等（４５回延べ１２９１人参加）、研究会（４４回延べ１１００人参加）、研修（延べ
１８３人参加）を実施 
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② 事業の成果 

・ 参画企業が金属粉末造形サービス提供企業を設立し、また世界最大級の金属３Ｄプリンター

を国内で最初に導入したことにより、３Ｄプリンターによる県内製造業の活性化が期待されま

す。 

・ 既存の加工技術を３Ｄプリンター造形品に応用する技術開発に、企業と共同で取り組みまし

た。 

・ 本事業の製品実用化促進事業を活用し、県内企業２社が自動車メーカーの自動走行ロボット

「cocomo」のサスペンションアームの試作（金属粉末 3D プリンター、切削加工）を行いまし

た。 

 

 

 

 

  

  

金属粉末３Ｄプリンター造形品 ３ＤＣＡＤ高度活用研修 
自動車メーカーの AM 活用と 

デザイン思考セミナー 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 

デジタルエンジニアリング製品実用化促進事業活用例 
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（４）高度電子機械産業集積促進事業（人材育成センターを除く） 

○ 平成２０～令和７年度事業費 ６８７，６２６千円（基金活用額 ６４７，６７１千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）  事業費  ２７，０６０千円（基金活用額  ２４，５６７千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）  事業費 ２０８，２５２千円（基金活用額 １９６，５３０千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ２７２，７６７千円（基金活用額 ２６０，６９４千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １７９，５４７千円（基金活用額 １６５，８８０千円）］ 

○ 県内企業や関係機関で構成する「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」を運営し、高度電子機

械産業の市場や技術に関するセミナーの開催、展示会出展支援を通じ、県内企業の取引の創出・

拡大を促進。 

 

 ① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２０年度 １１月に「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」を設立し、先進企業等での技術内
覧会を開催 

平成２１年度 発注企業との商談会等の開催や、「半導体等製造装置」「医療・健康機器」「エネルギ
ー・デバイス」「航空機」市場の各研究会活動を実施 

平成２２年度 ４研究会活動の運営、市場技術セミナー、ビジネスマッチングの開催、企業の展示会
への出展支援 

平成２３年度 ４研究会活動の運営、講演会、市場技術セミナーの開催、企業の展示会への出展支
援 

平成２４年度 ４研究会活動の運営、市場技術セミナーの開催（６回３９６人）、展示会への出展支援
（８回）、川下企業への技術プレゼンテーション（１回９社）、工場見学会（１回）の開催 

平成２５年度 市場技術セミナーの開催（７回５０９人）、展示会への出展支援（９回延べ４２社）、川下
企業への技術プレゼンテーション（３回２３社）、工場見学会（１回）の開催、プロジェク
ト支援事業の推進 

平成２６年度 市場技術セミナーの開催（１７回１,２７０人）、展示会への出展支援（１１回延べ５２
社）、川下企業への技術プレゼンテーション等（２４回６９社）、工場見学会（３回）の開
催、国際認証取得奨励金の交付（１件）、プロジェクト支援事業の推進 

平成２７年度 市場技術セミナーの開催（１５回９４５人）、展示会への出展支援（１０回延べ５７社）、
川下企業への技術プレゼンテーション等（４４回１６５社）、工場見学会（２回）の開催、
国際認証取得奨励金の交付（３件）、医療分野参入促進補助金の交付（５件）、プロ
ジェクト支援事業の推進 

平成２８年度 市場技術セミナーの開催（１６回８１２人）、展示会への出展支援（９回延べ４４社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（５０回１６４社）、工場見学会（１回）の開催、国
際認証取得奨励金の指定（１件）、医療分野参入促進補助金の交付（４件）、プロジェ
クト支援事業の推進 

平成２９年度 市場技術セミナーの開催（１２回７１０人）、展示会への出展支援（１０回延べ５２社）、
川下企業への技術プレゼンテーション等（５９回１１０社）、国際認証取得奨励金の指
定（１件）・交付（１件）、医療分野参入促進補助金の交付（４件）、プロジェクト支援事
業の推進 

平成３０年度 市場技術セミナーの開催（１３回９３９人）、展示会への出展支援（８回延べ３９社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（５２回１０８社）、国際認証取得奨励金の交付
（１件）、医療分野参入促進補助金の交付（５件）、プロジェクト支援事業の推進 

 
 
 
 
 
 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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年度 実績等 

令和元年度 市場技術セミナーの開催（９回６４５人）、展示会への出展支援（５回延べ１９社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（５４回６８社）、国際認証取得奨励金の交付
（１件）、医療分野参入促進補助金の交付（５件）、プロジェクト支援事業の推進 

令和２年度 市場技術セミナーの開催（７回６５５人）、展示会への出展支援（５回延べ１４社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（１９回２６社）、国際認証取得奨励金の交付
（１件）、医療分野参入促進補助金の交付（３件）、プロジェクト支援事業の推進 

令和３年度 市場技術セミナーの開催（１０回５４０人）、展示会への出展支援（４回延べ１６社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（４７回５７社）、国際認証取得奨励金の交付
（２件）、医療分野参入促進補助金の交付（３件）、プロジェクト支援事業の推進 

令和４年度 市場技術セミナーの開催（１２回７４７人）、展示会への出展支援（５回延べ２６社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（４４回５６社）、国際認証取得奨励金の交付
（２件）、医療分野参入促進補助金の交付（３件）、プロジェクト支援事業の推進 

令和５年度 市場技術セミナーの開催（１１回６５１人）、展示会への出展支援（５回延べ３１社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（４２回４５社）、国際認証取得奨励金の交付
（１件）、医療分野参入促進補助金の交付（４件）、プロジェクト支援事業の推進 

令和６年度 市場技術セミナーの開催（１６回８７７人）、展示会への出展支援（５回延べ３５社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（４２回８２社）、国際認証取得奨励金の交付
（１件）、医療分野参入促進補助金の交付（４件）、プロジェクト支援事業の推進 

令和７年度 市場技術セミナーの開催（１６回７６３人）、展示会への出展支援（５回延べ２９社）、川
下企業への技術プレゼンテーション等（８３回７２社）、医療分野参入促進補助金の交
付（５件）、プロジェクト支援事業の推進 

 

② 事業の成果 

・ 今後成長が見込まれる「半導体・エネルギー」、「医療・健康機器」、「航空宇宙」分野の

セミナー開催や展示会への出展支援のほか、川下企業への技術プレゼンテーションや県内企

業紹介等を通じて、６４５件（平成２０～令和７年度）の商談が成立しました。 
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（５）ものづくり中小企業”生産性向上実現”DX 戦略推進事業 

○ 令和６～７年度事業費 ８６，９０１千円（基金活用額 ８６，９０１千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ８６，９０１千円（基金活用額 ８６，９０１千円）］ 

○ 県内中小企業の DXの推進、生産現場の生産性向上等を図るため、DXの機運を醸成するととも 

に、AI・IoT 等先進技術の導入や活用による生産性向上等の取組を支援。 

 

① 事業の実績     

年度 実績等 

令和６年度 DX・デジタル化の機運醸成イベント（講演会・展示会）の開催（１回９５人） 

DX・デジタル化関連のワークショップの開催（２回３０人） 

ものづくり中核企業 AI・IoT 先進技術導入補助金を交付（４件） 

身の丈 DXラボの見学（１７７社、３３４人） 

AI・IoT 体験会の開催（３回７３人） 

AI・IoT の活用等に関する技術相談（２９５件） 

AI・IoT の活用等に関する伴走支援（１７件） 

令和７年度 DX・デジタル化の機運醸成イベント（講演会・展示会）の開催（１回１１４人） 

DX・デジタル化関連のワークショップの開催（２回４４人） 

ものづくり中核企業 AI・IoT 先進技術導入補助金を交付（４件） 

身の丈 DXラボの見学（１６２社、３０１人） 

AI・IoT 体験会の開催（７回９４人） 

AI・IoT の活用等に関する技術相談（２８５件） 

AI・IoT の活用等に関する伴走支援（１３件） 

 

 ② 事業の成果 

・ DX・デジタル化を推進するためのイベント（講演会・展示会）及びワークショップの開催に

よりものづくり中小企業による DX、デジタル化の機運を醸成しました。 

・ 地域経済を牽引していくものづくり中核企業による AI・IoT 等の先進技術の導入経費の補助

金の交付や、身の丈 DXラボ、AI・IoT 体験会、AI・IoT の活用等に関する技術相談・伴走支援

等により、生産現場における生産性の向上等の取組が加速化しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 

DX・デジタル化の機運醸成イベント（講演会） AI・IoT 等先進技術の導入事例 
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（６）新規参入・新産業創出等支援事業 

○ 平成２６～令和７年度事業費 ５７１，６０６千円（基金活用額 ５７１，６０６千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 １０６，３３５千円（基金活用額 １０６，３３５千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ２９６，００２千円（基金活用額 ２９６，００２千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １６９，２６９千円（基金活用額 １６９，２６９千円）］ 

○ 高度電子機械産業分野等での新事業、新産業創出を目指して、産学官連携による技術高度化等

に必要な技術・製品開発費用の一部を支援するとともに、川下企業等への新規参入を目指して、

試作開発等に取り組む県内企業に対し、その費用の一部を支援。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２６年度 試作開発支援事業費補助金６件を交付 

平成２７年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型３件、 

成長分野参入支援型８件）を交付 

平成２８年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型３件、 

成長分野参入支援型６件）を交付 

平成２９年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

成長分野参入支援型９件）を交付 

平成３０年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

グループ開発型１件、成長分野参入支援型８件）を交付 

令和元年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

グループ開発型２件、成長分野参入支援型８件）を交付 

令和２年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

グループ開発型３件、成長分野参入支援型９件）を交付 

令和３年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

グループ開発型３件、成長分野参入支援型６件）を交付 

令和４年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

グループ開発型３件、成長分野参入支援型６件）を交付 

令和５年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

グループ開発型３件、成長分野参入支援型４件）を交付 

令和６年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

グループ開発型３件、成長分野参入支援型５件）を交付 

令和７年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件、 

グループ開発型３件、成長分野参入支援型４件）を交付 

第２期通算 試作開発支援事業費補助金６件、新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地

域イノベーション創出型１０件、成長分野参入支援型２３件）を交付 

第３期通算 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型２０件、

グループ開発型１２件、成長分野参入支援型３７件）を交付 

第４期通算 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型１２件、

グループ開発型９件、成長分野参入支援型１３件）を交付 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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年度 実績等 

通算 試作開発支援事業費補助金６件、新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地

域イノベーション創出型４２件、グループ開発型２１件、成長分野参入支援型７３件）

を交付 

  

② 事業の成果 

・ 採択企業が、高度電子機械産業や医療分野において新たな製品を開発・販売しました。 

・ 本事業により、地域企業の産学官連携による新技術、新製品の開発体制が構築され、地域イノ

ベーション開発型及びグループ開発型に採択された案件のうち、平成２７年度から令和６年度に

おいて１２件が商品化または実用化されており、６件が引き続き商品化または実用化に向けて取

り組んでいます。 

・ 成長分野参入支援型に採択された企業が、電子部品用複合型プラスチックリールの試作開発を

行い、川下企業へ提案しました。 

なお、平成２７年度から令和７年度の採択案件による参入件数は１３件となっております。 

    

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）自動車関連技術支援事業 

 ※平成２０年度「自動車関連産業 OB 活用事業」、平成２１年度～令和５年度「自動車関連産業特別支援事業」を含む 

○ 平成２０～令和７年度事業費 ４８１，６７３千円（基金活用額 ４４８，５８９千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費  ７９，６８７千円（基金活用額  ７９，６８７千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 １４１，０６０千円（基金活用額 １４１，０６０千円）］ 

［第３期（平成３０～令和２年度）事業費 １７９，０００千円（基金活用額 １７８，９３０千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費   ８１，９２７千円（基金活用額 ４８，９１３千円）］ 

（うち企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ３２，９２４千円） 

○ 自動車関連産業の集積を目指し、県単独による展示商談会開催や自動車関連企業ＯＢ等による

生産現場改善支援によって県内企業の受注獲得を支援するとともに、研修参加等の経費補助や

セミナー開催による情報提供により人材育成を支援。加えて、企業の新技術・新工法の開発・提

案に向けた共同研究や部品分析、個別プロジェクト検討等技術開発を支援。 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 

地域イノベーション創出型を活用した 

産学官連携による試作開発例 
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① 事業の実績 

 

年度 実績等 

平成２０年度 生産現場改善指導を３社に対し実施、自動車産業特別支援コーディネーター（企業

ＯＢ）の配置、先進企業等での技術内覧会等を開催 

平成２１年度 アドバイザーによる生産現場改善指導（３５社）、新規参入セミナー（３１７社       

５５９人参加） 

平成２２年度 展示商談会（２７社参加）、非常勤職員による県内企業指導（２０社）、アドバイザー

による生産現場改善指導（１１社） 

平成２３年度 展示商談会（３８社参加）、非常勤職員による県内企業訪問、アドバイザーによる生

産現場改善指導（８社） 

平成２４年度 展示商談会（２８社参加）、非常勤職員による県内企業訪問、アドバイザーによる生

産現場改善指導（１０社） 

平成２５年度 展示商談会（８社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企

業訪問、アドバイザーによる生産現場改善指導（集合研修６回２社・個別支援１０

社）、自動車関連産業セミナー(４回延べ計４１２人参加)及び新技術・新工法研究開

発促進（支援企業数２社） 

平成２６年度 展示商談会（５社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企

業訪問、アドバイザーによる生産現場改善指導（集合研修５回４４社・個別支援８

社）、人材育成補助金交付（３社）、自動車関連産業セミナー（３回延べ計２０１人参

加）及び新技術・新工法研究開発促進（支援企業数４社） 

平成２７年度 展示商談会（１７社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内

企業訪問及び生産現場改善指導（集合研修７回５５社・個別支援９社）、人材育成補

助金交付（７社）、自動車関連産業セミナー（４回延べ計１４０人参加）及び新技術・

新工法研究開発促進（支援企業数４社） 

平成２８年度 展示商談会（４社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企

業訪問及び生産現場改善指導（集合研修６回８４社・個別支援７社）、人材育成補助

金交付（５社）、自動車関連産業セミナー（４回延べ計２６９人参加）及び新技術・新

工法研究開発促進（支援企業数５社）、ベンチマーク支援（展示棟建設、ベンチマ

ーク用車両調達、部品分析委託等） 

 

平成２９年度 展示商談会（３９社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内

企業訪問及び生産現場改善指導（集合研修６回８９社・個別支援７社）、人材育成補

助金交付（６社）、自動車関連産業セミナー（５回延べ計２８８人参加）及び新技術・

新工法研究開発促進（支援企業数４社）、ベンチマーク支援（専任非常勤職員配置、

セミナー開催、部品分析委託、個別プロジェクト支援（２件）等） 

平成３０年度 展示商談会（１６社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内

企業訪問及び生産現場改善指導（集合研修５回４８社・個別支援６社）、人材育成補

助金交付（６社）、自動車関連産業セミナー（４回延べ計１３０人参加）、新技術・新

工法研究開発促進（支援企業数４社）、ベンチマーク支援（専任非常勤職員配置、

セミナー開催、部品分析委託、個別プロジェクト支援（５件）等） 

令和元年度 展示商談会（９社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企

業訪問及び生産現場改善指導（集合研修９回７６社・個別支援７社）、人材育成補助

金交付（６社）、自動車関連産業セミナー（３回延べ計１１０人参加）、新技術・新工

法研究開発促進（支援企業数８社）、ベンチマーク支援（専任非常勤職員配置、セ

ミナー開催、部品分析委託、個別プロジェクト支援（７件）等） 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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年度 実績等 

令和２年度 商談会（２３社、１大学参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県

内企業訪問及び生産現場改善指導（集合研修６回６０社・個別支援５社）、人材育成

補助金交付（１社）、自動車関連産業セミナー（１回２６人参加）、新技術・新工法研

究開発促進（支援企業数６社）、ベンチマーク支援（会計年度任用職員配置、セミ

ナー開催、部品分析委託、個別プロジェクト支援（４件）等） 

令和３年度 商談会（５社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企業訪

問及び生産現場改善指導（集合研修６回３９社・個別支援４社）、人材育成補助金交

付（４社）、自動車関連産業セミナー（２回９２人参加）、新技術・新工法研究開発促

進（支援企業数６社）、ベンチマーク支援（会計年度任用職員配置、セミナー開催、

部品分析委託、個別プロジェクト支援（４件）等） 

令和４年度 商談会（６社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企業訪

問及び生産現場改善指導（集合研修５回２８社・個別支援７社）、人材育成補助金交

付（８社）、自動車関連産業セミナー（２回９２人参加）、新技術・新工法研究開発促

進（支援企業数６社）、ベンチマーク支援（会計年度任用職員配置、セミナー開催、

部品分析委託、個別プロジェクト支援（６件）等） 

令和５年度 商談会（２６社参加）、非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企業

訪問及び生産現場改善指導（集合研修７回３８社・個別支援５社）、人材育成補助金

交付（９社）、自動車関連産業セミナー（１回８人参加）、新技術・新工法研究

開発促進（支援企業数６社）、ベンチマーク支援（会計年度任用職員配置、セミ

ナー開催、部品分析委託、個別プロジェクト支援（延べ１９件）等） 

令和６年度 非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企業訪問及び生産現場改善

指 導 （ 集 合 研 修 ７ 回 ４ ４ 社 ・ 個 別 支 援 ６ 社 ）、 新 技 術 ・ 新 工 法 研 究

開発促進（支援企業数３社）、ベンチマーク支援（会計年度任用職員配置、セミ

ナー開催、部品分析委託、個別プロジェクト支援（延べ１７件）等） 

令和７年度 非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企業訪問及び生産現場改善

指導（集合研修５回２８社・個別支援６社）、新技術・新工法研究開発促進（支援企

業数７社）、ベンチマーク支援（会計年度任用職員配置、セミナー開催、部品分析

委託、個別プロジェクト支援（延べ１２件）等）、生産現場 AI 活用支援（３件） 

  

② 事業の成果 

・ 県内企業の自動車関連産業への新規参入や取引拡大を図るため、受注獲得、人材育成、技術 

開発のそれぞれの分野で各種支援を継続してきた結果、８３６件（平成２３～令和６年度）の商談 

が成立しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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（８）自動車関連産業におけるカーボンニュートラル推進支援事業 

○ 令和５～７年度事業費 １１０，６５３千円（基金活用額 １１０，６５３千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 １１０，６５３千円（基金活用額 １１０，６５３千円）］ 

○ 脱炭素に向けた動きが世界中で広がる中、自動車関連産業においてもカーボンニュートラル化 

の推進が求められていることから、県内自動車関連企業のカーボンニュートラル化の支援を実 

施。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和５年度 カーボンニュートラルセミナーの開催（４回、１５７人受講）、エネルギーの使用状況

等の調査・診断の実施（５社）、カーボンニュートラル化実現のための設備更新等

省エネルギーのための方策・実施手順に関する計画策定等の支援（４社）、脱

炭素化促進計画等に従って導入する設備の整備費用について補助金を交付   

（２件）、オンライン相談窓口の設置、県内企業の課題把握（調査・分析）、ポータル

サイトの開設 

令和６年度 カーボンニュートラルセミナーの開催（１回、３８人受講）、エネルギーの使用状況等

の調査・診断の実施（８社）、カーボンニュートラル化実現のための設備更新等省

エネルギーのための方策・実施手順に関する計画策定等の支援（７社）、脱炭

素化促進計画等に従って導入する設備の整備費用について補助金を交付（２件）、

オンライン相談窓口の設置、県内企業の課題把握（調査・分析）、ポータルサイトの

開設 

令和７年度 カーボンニュートラルセミナーの開催（２回、６９人受講）、エネルギーの使用状況等

の調査・診断及びカーボンニュートラル化実現のための設備更新等省エネルギ

ーのための方策・実施手順に関する計画策定等の支援（７社）、脱炭素化促進

計画等に従って導入する設備の整備費用について補助金を交付（３件）、オンライ

ン相談窓口の設置、県内企業の課題把握（調査・分析）、ポータルサイトの開設 

 

 ② 事業の成果 

・ セミナー等を通じたカーボンニュートラル化に関する理解促進や脱炭素化促進計画の策定支

援等、県内自動車関連企業のカーボンニュートラル化推進に寄与しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 

エネルギー診断 カーボンニュートラルセミナー 
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（９）自動車産業ものづくり DX 普及促進事業 

○ 令和７年度事業費 １３，８２８千円（基金活用額 １３，８２８千円） 

［第４期（令和７年度）事業費 １３，８２８千円（基金活用額 １３，８２８千円）］ 

○ 県内企業における自動車関連部品設計のデジタル化対応による競争力の強化を図るため、最新

電動車を活用したリバース・エンジニアリングに取り組むとともに、デジタル設計やコンピュ

ータ上でのシミュレーション技術等の普及を図る。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和７年度 最新電動車の走行中データや部品の機能・構造等に係るデータ収集等を実施、 

デジタル技術による設計・開発に係るセミナーの開催（１回）、県内企業への伴走支

援の実施（２６件） 

 

② 事業の成果 

・ 最新電動車リバースエンジニアリングやセミナーの開催、企業への伴走支援を通して、デジ

タル設計・開発技術等の普及を推進しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の技術高度化支援に関する事業 

 

 

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

「半導体・エネルギー」「医療・健康機器」「航空宇
宙」の重点３分野及び高度電子機械産業の振興
を図るため、BM専門員（推進員）を配置し、県内
企業の取引創出・拡大に向けた事業を実施

令和6～7年度
29,331

（29,331）

BM推進員による首都圏の大手川下企業のニー
ズ調査、BM専門員による県内企業の技術シーズ
の把握等を通じた、個別商談会、個別あっせん等
のビジネスマッチングの実施

県内企業の取引創出・拡大に貢献

県内中小企業等が技術開発等のツールとして有
効な国補助事業「戦略的基盤技術高度化支援
事業」（サポイン）を活用するため、（公財）みや
ぎ産業振興機構の体制整備強化を実施

令和元～7年度
64,276

（64,226）

（公財）みやぎ産業振興機構に専門員を4人配置
し、県内中小企業等を支援

県内企業の技術開発に貢献

放射光施設ナノテラスの利用促進及び同施設を
核として研究機関等が集積するリサーチコンプ
レックスの形成実現に向けた取組を実施

平成30～令和7年度
97,062

（97,062）

東北放射光施設推進協議会（5回)や、同協議会
を発展改組した「NanoTerasu利用推進協議会」主
催の講演会（5回）、放射光利用技術研究会（14
回）を開催したほか、県内企業の利用促進のた
め既存放射光施設やナノテラスでの利用実地研
修（15件）、学校教育の一環でのナノテラス利用
（13校）を実施。

ナノテラスの普及啓発と県内企業の技術開
発、企業や教育機関など様々な主体による施
設の活用に貢献

産業技術総合センターが主体となり研究開発、
技術移転を支援

平成20～令和7年度
149,493

（149,493）

研究開発した技術（延べ13テーマ）を県内企業へ
移転

県内企業の高付加価値製品の開発や実用化
を支援し競争力を強化に貢献

自動車関連産業の集積を目指し、県内企業の
新規参入や取引拡大に向けた事業を総合的に
展開

令和6～7年度
10,951

（10,951）
県単独商談会（6回、県内企業44社） 県内企業の取引拡大に貢献

1-2 技術高度化支援

放射光施設利用促進事業

地域企業競争力強化支援事業

高度電子機械産業集積促進事業
（ビジネスマッチング強化促進事業）

ものづくり基盤技術高度化支援事業

自動車関連産業参入支援事業

最新電動車リバースエンジニアリング MBD セミナー 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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平成３０～令和７年度事業費 ２，４２２百万円（基金活用額 ２，３５１百万円） 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費   ９８６百万円（基金活用額   ９６７百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １，４３６百万円（基金活用額 １，３８５百万円）］ 

【参考】第４期（令和５～７年度）企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ４９，０７２千円 

中小企業・小規模事業者の持続的発展・成長に向けて、生産性の改善等に向けた取組に加え、

後継者の確保等事業承継に関する支援や起業のための拠点の確保、人的ネットワーク構築の機会

の提供など創業・第二創業の加速化に向けた取組を推進しました。 

 

（１）テック系スタートアップ成長支援事業 

○ 令和５～７年度事業費 ４８，６６１千円（基金活用額 ２４，５９０千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ４８，６６１千円（基金活用額 ２４，５９０千円）］ 

（うち企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ２４，０７１千円） 

○ テック系スタートアップ・サポートコンソーシアム宮城（略称：テクスタ宮城）の運営、東北 

大学発等テック系スタートアップ企業と支援機関のマッチングやスタートアップ関連イベント 

の開催を通じて、スタートアップ企業の成長支援や地元定着を推進。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和５年度 テクスタ宮城の設置・運営、支援機関と東北大学発等スタートアップとの個別マッチン

グ（３８件）やマッチングのきっかけとなる主催イベント（４回）、共催イベント（８回）を開

催 

令和６年度 テクスタ宮城の運営、支援機関と東北大学発等スタートアップとの個別マッチング（５８

件）やマッチングのきっかけとなる主催イベント（５回）、共催イベント（８回）を開催、令

和６年１０月アーバンネット仙台中央ビル「YUI NOS」内にスタートアップ支援拠点を設

置 

令和７年度 テクスタ宮城の運営、支援機関と東北大学発等スタートアップとの個別マッチング（６４

件）やマッチングのきっかけとなる主催イベント（４回）、共催イベント（１５回）を開催 

 

② 事業の実績 

・ 令和５年５月の設立以降、テクスタ宮城の運営と、支援機関とのマッチングやスタートアップ

関連イベントの開催を通じて、宮城県内のスタートアップへの成長支援と定着支援を行った

結果、支援対象スタートアップ数及びテクスタ宮城の構成員数が、設立当初と比較し１２６者増

加し、２０７者となり、宮城県内におけるスタートアップエコシステムの形成に貢献しました。 

 

 

 

１-３  中小企業・小規模事業者活性化 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 
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（２）スタートアップ加速化支援事業 ※平成２９年度：地域産業振興促進、平成３０年度から令和２年度：創業加速化支援事業  

○ 平成２９～令和７年度事業費 ４３８，８４７千円（基金活用額 ４３８，８４７千円） 

［第２期（平成２９年度）       事業費   １８，０６８千円（基金活用額  １８，０６８千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ２４３，０９０千円（基金活用額 ２４３，０９０千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １７７，６８９千円（基金活用額 １７７，６８９千円）］ 

○ 県内において創業又は第二創業する方にスタートアップ資金を補助。 

 

① 事業の実績 

年度 補助件数 補助金額 

平成２９年度 １５件（うち継続   ０件、新規  １５件） １３，０６８千円 

平成３０年度 ３０件（うち継続  １５件、新規  １５件） ２３，６３３千円 

令和元年度 ３０件（うち継続  １５件、新規  １５件） ２８，５７５千円 

令和２年度 ４０件（うち継続  １５件、新規  ２５件） ４４，９１３千円 

令和３年度 ４４件（うち継続  ２３件、新規  ２１件） ５４，００６千円 

令和４年度 ４２件（うち継続  ２１件、新規  ２１件） ５２，７１４千円 

令和５年度 ４１件（うち継続  ２１件、新規  ２０件） ４５，９８２千円 

令和６年度 ４１件（うち継続  １９件、新規  ２２件） ４４，８４０千円 

令和７年度 ４３件（うち継続  ２２件、新規  ２１件） ４７，５９１千円 

第２期通算 １５件（うち継続   ０件、新規  １５件） １３，０６８千円 

第３期通算 １８６件（うち継続  ８９件、新規  ９７件） ２０３，８４０千円 

第４期通算 １２５件（うち継続  ６２件、新規  ６３件） １３８，４１３千円 

通算 ３２６件（うち継続 １５１件、新規 １７５件） ３５５，３２１千円 

※事業費は補助金額に事務費を加えたもの。 

※補助件数は通算３２６件であるが、２か年事業のため支援者数は１７５者。 

 

 ② 事業の成果 

・ 平成２９～令和７年度で、１７５者の創業を支援することにより、雇用の創出や地域産業の再生

に寄与しています。 

X-Tech イベントの様ワークショップの様子 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 
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（３）生産現場改善強化支援事業 

○ 平成３０～令和７年度事業費 ３００，４８７千円（基金活用額 ３００，４８７千円） 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 １７９，３７６千円（基金活用額 １７９，３７６千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １２１，１１１千円（基金活用額 １２１，１１１千円）］ 

○ 県内ものづくり企業の生産現場における生産性改善等の取組に対する支援及び人員配置の適

正化等による経営の安定化の促進。 

 

① 事業の実績 

・ 生産現場改善支援（専門家派遣）及び生産性向上設備導入等支援を実施し、県内中小企業・

小規模事業者の生産性改善の取組を支援しました。 

・ 現場改善セミナーを開催し、生産現場の改善に対する意識啓発、改善の成果の発信や取組の

水平展開を図りました。 

年度 生産現場改善支援 

（専門家派遣） 

生産性向上設備 

導入等支援 

現場改善セミナー 

の開催 

平成３０年度 １２社 ７社 ６回 １８１人 

令和元年度 １８社 ７社 ４回  ６９人 

令和２年度 １３社 １０社 １回   ７人 

令和３年度 １１社 １０社 ２回  １３人 

令和４年度 １３社 １０社 ２回  ２１人 

令和５年度 １４社 １１社 ３回  ４６人 

令和６年度 １７社 ９社 ３回  ６８人 

令和７年度 １９社 １０社 ２回  ６７人 

通算 １１７社 ７４社 ２３回 ４７２人 

 

 ② 事業の成果 

・ 不適格品の減少や労働生産性の向上、配置人員の削減など、企業の生産性の向上に貢献して

います。 

 

 

民泊を通じて空き家保有者と観光客をコネク

トする事業の創業（R6 採択） 
伝統こけし及び創作こけしの製造・販売をする事業の

創業（R7 採択） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 
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（４）事業承継支援体制強化事業 

○ 平成３０～令和７年度事業費 １１２，２８１千円（基金活用額 １１２，２８１千円） 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ６７，５６２千円（基金活用額 ６７，５６２千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ４４，７１９千円（基金活用額 ４４，７１９千円）］ 

○ 県内中小企業・小規模事業経営者に事業承継の必要性を喚起するとともに、円滑な事業承継 

を支援。 

 

① 事業の実績 

・ 県内中小企業の事業承継ニーズを掘り起こすため、「宮城県事業承継・引継ぎ支援センター」

に事業承継専門員（２人）を配置し、金融機関や商工会・商工会議所等の支援機関と連携し、

事業承継診断の実施等について支援を行いました。 

・ 事業承継支援の重点地区を設定し、重点地区においては、事業者向けセミナーを開催するな

ど、重点的に支援しました。 

・ 事業承継ネットワークのポータルサイトを運営し、広く事業承継の重要性をＰＲするととも

に、支援機関向けに事業承継の事例を掲載しました。 

年度 事業承継診断件数 

平成３０年度 １，５２６件 

令和元年度 ２，００４件 

令和２年度 ２，４７２件 

令和３年度 ４，１５１件 

令和４年度 ５，０２６件 

令和５年度 ３，５５７件 

令和６年度 ３，１９１件 

令和７年度 ２，９６２件 

通算 ２４，８８９件 

 

② 事業の成果 

・ 令和７年度は金融機関等の地域の支援機関から２３８社の相談が宮城県事業承継・引継ぎ支援

センターに引き継がれ、事業承継の実現に向けてより具体的な支援の段階に進んでいます。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 

現場改善セミナーの様子 生産現場改善支援の様子 
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・ また、同センター全体では、令和７年度に４００件の相談に対応し、このうち５９件が事業承継

の成約に至りました。 

・ さらに、地域の商工会、商工会議所等による無料相談会が開催されるなど、中小企業者の事

業承継を支援し、持続的経営、地域産業の再生を支援するネットワークの拡大につながりま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）中小企業等デジタル化支援事業 

○ 令和４～７年度事業費 ６７３，４０６千円（基金活用額 ６７３，４０６千円） 

［第３期（令和４年度）   事業費   ９９，８７６千円（基金活用額  ９９，８７６千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ５７３，５３０千円（基金活用額 ５７３，５３０千円）］ 

○ デジタル技術活用に向けたセミナー等の開催や相談助言を行うアドバイザーの派遣、デジタル

技術を活用したサービス等導入に係る経費の補助を実施。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和４年度 中小企業経営者向けデジタル化推進セミナー（１回１０９人）、宿泊事業者向けデ

ジタル化推進セミナー（１回６２人）の開催、アドバイザーの派遣（１０９回）、 

中小企業等デジタル化支援事業補助金の交付（６２件） 

令和５年度 中小企業経営者向けデジタル化推進セミナー（１回６９人）、建設業向けデジタ

ル化推進セミナー（１回３３人）、宿泊事業者向けデジタル化推進セミナー（１

回４４人）の開催、アドバイザーの派遣（５２７回）、中小企業等デジタル化支援事

業補助金の交付（９８件、１３７，５４５千円） 

令和６年度 アドバイザーの派遣（５７１回）、中小企業等デジタル化支援事業補助金の交付（１

１２件、１８７，６４７千円） 

令和７年度 アドバイザーの派遣（４４５回）、中小企業等デジタル化支援事業補助金の交付（９

２件、１５３，４５７千円） 

 

ポータルサイト 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 

事業者向けチラシ 
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 ② 事業の成果 

・ 生産性向上等を目的として中小企業等のデジタル化の取組についてアドバイザー派遣及び導

入経費の補助を実施し、県内中小企業等のデジタル化・ＤＸを推進しました。 

 

  

              

 

 

 

 

 

 

（６）中小企業等共同化チャレンジ事業 

○ 令和６～７年度事業費 １２，８２３千円（基金活用額 １２，８２３千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 １２，８２３千円（基金活用額 １２，８２３千円）］ 

○ 人口減少社会における中小・小規模事業者の課題解決に向けて、複数事業者が共同・連携し 

て実施する「経営の効率化」や、「新事業展開」等の新たなチャレンジへの取組を支援。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和６年度 中小企業が共同で行う経営効率化の取組に対する補助：２件 

令和７年度 中小企業が共同で行う経営効率化の取組に対する補助：４件 

 

② 事業の成果 

  イ イベント・観光・防災等地域情報の一元化によるデジタル配信事業 

・ 地域の新聞社と観光協会、まちづくり会社が連携し、地域住民と観光客に向け、信頼性の

高い地域情報を一元的に発信するための Web サイトを構築しました。 

ロ 水産加工業における生成 AI 活用推進プロジェクト 

   ・ 水産加工事業者の経営効率化・生産性向上を図るため、生成 AI の導入に向けた勉強会や

業務ツールの開発、コミュニティ間での進捗共有会等を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 

令和 7 年度中小企業等デジタル化支援事業補助金チラシ 

イ  新たに構築した Web サイト ロ 生成 AI 活用に関する社内勉強会の様子 
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（７）小規模事業者伴走型支援体制強化事業 ※平成 28～29 年度：地域産業振興促進 

○ 平成２８～令和７年度事業費 １１９，５９５千円（基金活用額 ９８，１２８千円） 

［第２期（平成２８～２９年度）   事業費 ２４，０１８千円（基金活用額 ２４，０１８千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ７３，５４９千円（基金活用額 ５３，７６７千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ２２，０２７千円（基金活用額 ２０，３４３千円）］ 

○ 小規模事業者の経営計画の策定や販路拡大を支援するために、商工会や商工会議所が実施する

伴走型支援の取組の強化。 

 

① 事業の実績 

・ 小規模事業者の経営計画等の策定を支援するため、専門家を招いた経営計画等作成セミナー

の開催や個別指導を実施しました。 

・ また、小規模事業者の販路拡大を支援するため、小規模事業者の商談会出展支援や商工会・

商工会議所職員の商談会への同行による指導を実施しました。 

 

年度 セミナーの開催 個別指導の実施 出展補助 同行支援 

平成２８年度  ５１回   ３８９件 － － 

平成２９年度  ５６回   ２８９件 － － 

平成３０年度  ４０回   ５４２件 ４２回 １０回 

令和元年度  ７４回   ５３３件 ３６回  ８回 

令和２年度  ８０回   ４７０件 － － 

令和３年度  ４１回   ２７５件  １回 － 

令和４年度  ２６回   １７１件  ９回  １回 

令和５年度  ２８回   １１２件  １１回  ２回 

令和６年度  １８回   １０７件  １３回  ３回 

令和７年度  ２１回   １２７件  ３０回  ３回 

第２期通算 １０７回   ６７８件 － － 

第３期通算 ２６１回 １，９９１件 ８８回 １９回 

第４期通算  ６７回   ３４６件 ５４回  ８回 

通算 ４３５回 ３，０１５件 １４２回 ２７回 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 

経営計画等作成セミナーの様子（商工会） 経営計画等作成セミナーの様子（商工会議所） 
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② 事業の成果 

・ 平成２８～令和７年度で、１，８８８件の経営計画等が策定されるとともに、７６２件の小規模事業

者持続化補助金の採択に結びつくなど、小規模事業者の持続的経営に寄与しています。 

・ 平成３０～令和７年度で、１４２社に対し、商談会の出展を補助し、小規模事業者の販路拡大、

新たな販路の開拓に寄与しています。 

 

 

（８）中小企業等オフィス改革推進支援事業 

○ 令和７年度事業費 ２５，０００千円 

［第４期（令和７年度）事業費 ２５，０００千円（全額企業版ふるさと納税寄附金を活用）］ 

○ 宮城県内において、東京圏への人口流出や人材確保、離職防止が喫緊の課題となっていること

から、県内中小企業の従業員定着や満足度向上に資する、機能的で働きやすいオフィス環境の

整備を支援。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和７年度 従業員の定着や満足度向上に資するオフィス整備の取組に対する支援：７件 

 

② 事業の成果 

イ 旅館におけるオフィス環境の改善の取組 

・ ２４時間稼働する職場において、子育て世帯や愛犬家の従業員からの要望に対応するため、

子連れ・ペット同伴勤務が可能なオフィス環境を整備。多様な働き方に対応し、従業員満足度

や定着率の向上を図りました。 

ロ 従業員アンケートを活用した職場環境改善の取組         

・ 従業員アンケートを実施し、職場環境に関する課題や要望を把握した上で、緊急度や改善効

果を分析しながら優先順位を整理。その結果、室内の温度ムラや空調効率の改善ニーズが高か

ったことから、事務所内各所にハイブリッドファンを設置し、快適で働きやすい職場環境の整

備を行いました。                             

       

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 

オフィス環境を整備 ハイブリッドファンを設置 
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その他の中小企業・小規模事業者活性化に関する事業 

 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

ものづくり産業の振興に資する研究開発を行う
ベンチャー企業等に対して、県内のインキュベー
ト施設やオフィス等に入居する場合の賃料を支
援

平成30～令和7年度
30,816

（30,816）

県内の中小企業者延べ84社に対して、民間賃貸
オフィス等に係る賃料の一部を補助

県内中小企業の事業展開に貢献

自動車関連産業・高度電子産業等に取り組む企
業の負担軽減による融資利活用の促進を図る
ため、県信用保証協会の基本保証料より引き下
げた県制度保証料を設定

平成20～令和7年度
20,930

（20,930）

信用保証協会に対して49社の信用保証料軽減に
係る補助を実施

自動車関連産業及び高度電子産業等に取り
組む企業の資金融通円滑化に貢献

地域企業の底上げを図るため、地域を牽引し、
地域への波及効果が期待される認定企業に対
し、設備導入や研究開発、販路開拓等を支援

令和3～7年度
78,597

（78,597）

ステージアップに取り組む認定企業10社が目標
達成に必要な設備導入等に要する経費の一部を
補助

県内中小企業の地域産業の活性化に貢献

持続的に成長できる水産加工企業群を形成す
るため、徹底した伴走型支援による経営課題の
解決と中核人材の育成を通じて、企業競争力を
強化するとともに、企業間連携の取組を促進

令和3～7年度
124,923

（124,923）

専門家派遣（113社492回）、生産性改善支援（37
社）、グループ経営研究等支援（13グループ：R4
で終了)、新戦略導入支援（8社：R5～）を実施

水産加工会社の生産性の改善や企業力強化
に貢献

本県での創業を志向するUIJターン希望者への
創業環境等の情報提供

平成29～令和7年度
84,164

（84,164）

創業情報提供(459回)や創業セミナー(50回)、み
やぎ訪問ツアー（2回）、オンライン起業塾(1回)を
開催したほか、県内において創業相談(844件)、
市町村創業支援ネットワーク会議（20回）、創業コ
ンテストを実施

本県での創業を志向するUIJターン希望者へ
の支援体制の構築に貢献

「地域中小企業応援ファンド事業」と連携し、地
域資源等を活用した新商品・新サービス提供の
ための研究開発等を支援

平成30～令和7年度
97,562

（97,562）

地域資源等を活用して新商品の開発等を行う
107社に補助

県内企業の新商品開発等に貢献

販路開拓を進めるため、伴走型支援を県内全域
で展開し、ものづくり中小企業等の受注獲得を
支援

平成30～令和7年度
133,625

（133,625）

商談会等(42回)の開催や、営業活動強化支援事
業(501件)、ＷＥＢ開設支援事業(97件：R3で終
了)、WEB営業活動強化支援事業（41社：R5で終
了）を実施

商談会や県外発注企業へのアフターフォロー
を実施し、県内中小企業等の受注獲得に貢献

物価高騰に伴う買い控えや燃料費・仕入価格の
上昇、令和7年米国の関税措置の影響により厳
しい経営状況におかれている中小企業・小規模
事業者等が早期の再起を図るために行う販路
開拓、生産性向上等に係る新たな取組を支援

令和7年度
105,627

（105,627）

県内の中小企業者等（314者）に対して、新たな
取組に要した経費を補助

新たな取組による売上高の増加等といった再
起に貢献

食のマーケットの多様化の影響等により、経営
が悪化している食品製造事業者等の経営改善
を図るため、専門家の派遣等により課題の洗い
出しから事業の再構築に向けた取組までの一連
の過程を支援する。

令和6～7年度
41,077

（41,077）

専門家派遣と専門家からのアドバイスに基づき
実践する経営改善活動の一部を補助し、あわせ
て県内食品製造事業者を対象としたフードビジネ
ス塾を開催した。

・支援対象事業者が今後の中長期的目標を立
てそれを達成するためのアクションプランを作
成し、経営改善に向けた取組の一歩を踏み出
した。
・受講者が自社の現状把握、課題整理をする
ことで経営を改めて考える機会を創出できた。

ステージアップ支援事業

水産加工業企業力強化支援事業

みやぎ創業推進支援事業

新事業創出支援事業

1-3 中小企業・小規模事業者活性化

ものづくり産業起業家等育成支援事業

富県宮城資金等円滑化支援事業

食品製造業経営力強化サポート事業

取引拡大チャレンジ支援事業

中小企業等再起支援事業

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 
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平成２０～令和７年度事業費 ２，１０１百万円（基金活用額 １，４８９百万円）※平成 20～29 年度：旧人づくり支援 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費 ２８８百万円（基金活用額 １３８百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ３７９百万円（基金活用額 ３１５百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ４６８百万円（基金活用額 ４６３百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ９６５百万円（基金活用額 ５７３百万円）］ 

【参考】第４期（令和５～７年度）企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ３２３百万円 

技術力や生産性の向上等を支える人材を育成・確保し、本格化した企業集積の成果を地元雇用

に結びつけるため、産業界から大学、高校まで一体となり、実践的な研修やものづくり産業等の認

知度の向上などの取組を実施し、即戦力となる人材等を育成しました。 

 

（１）半導体人材育成・産学連携推進事業 

○ 令和６～７年度事業費 ３８，０２８千円（基金活用額 ３８，０２８千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ３８，０２８千円（基金活用額 ３８，０２８千円）］ 

○ 直接的な人材育成策に加え、育成した人材の地域への定着・確保に向けて、保護者等、地域全

体で半導体関連産業を支える機運を醸成するもの。 

 

① 事業の実績 

・ 若年層に向けて、半導体産業に対する興味関心を喚起し、人材確保につなげる取組を行いま

した。 

・ 東北大学が半導体に関する教育プラットフォームを開発するための費用を補助しました。 

・ 大学や高等専門学校、東北経済局との情報共有や意見交換を目的に会議を開催しました。 

・ 高校教員向けに半導体に関する理解促進のための研修会を開催しました。 

年度 実績等 

令和６年度 ・半導体ＰＲ冊子の作成及び配布 

・むすび丸半導体バージョンの作成 

・小中学生向けイベントの開催（１回、参加８８１人） 

・首都圏ＵＩＪターン希望者向けイベント（１回、参加２３人） 

・半導体人材育成プラットフォーム基盤構築・整備事業費補助金（東北大学） 

・半導体人材育成関係機関連絡調整会議（１回） 

・高校教員向け半導体研修会（１回、参加２３人） 

令和７年度 ・半導体ＰＲ冊子の作成及び配布 

・小中学生向けイベントの開催（１０回、参加２３７人） 

・高校生向け企業見学会の開催（３回、参加１０８人） 

・首都圏学生向け UIJ ターンイベントの開催（１回、参加３８人） 

・東北大学「半導体人材育成プラットフォーム」の開発支援 

・半導体人材育成関係機関連絡調整会議（１回） 

１-４  人材育成促進 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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 ② 事業の成果 

・ ＰＲ冊子やイベント等を通して、主に若年層の半導体産業に対する興味関心を喚起しました。 

・ 東北大学における半導体教育プラットフォームを整備しました。 

・ 学術機関等との会議で得られた情報や意見を、次年度以降の取組に反映させていきます。 

・ 研修会で得られた知識等を、高校生の進路指導に活かしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現地人材サポート体制構築事業 

○ 令和６～７年度事業費 １７７，８９０千円（基金活用額 １１８，２７３千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 １７７，８９０千円（基金活用額 １１８，２７３千円）］ 

○ 台湾、ベトナム、インドネシアにおいて、本県への就職を希望する人材や留学希望者の母集団

形成を推進 

 

① 事業の実績 

・ 台湾、ベトナム、インドネシアの２か国１地域に相談窓口を継続して設置・運営し、外国人

材及び現地教育機関等を対象としたセミナーやフェアなどを開催したほか、特設ホームペー

ジや SNS 等による情報発信等を実施しました。 

 

年度 実績等 

令和６年度 ・人材サポートセンター開設：３ヵ所 

・セミナー・フェア等の実施回数：４３回 

令和７年度 ・留学相談件数：４５２件 

・おおさき日本語学校への留学者数：２５名 

・セミナー・フェア等の実施・参加回数：６１回 

・就職相談件数：１０４件 

 

② 事業の成果 

・ 外国人材の県内企業等への就職または留学希望者等の留学に関する相談や問い合わせへの対 

応を行いました。 

・ 外国人材と県内企業等とのマッチングに向けた支援を行ったほか、留学希望者等の母集団形成 

及び留学生募集等の支援を行いました。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 

半導体ＰＲ冊子 むすび丸半導体バージョン 小中学生向けイベント 
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（３）外国人材受入体制モデル構築事業 

○ 令和６～７年度事業費 ２９５，０００千円（基金活用額 ２９５，０００千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ２９５，０００千円（基金活用額 ２９５，０００千円）］ 

○ 外国人材の受け入れ体制の構築に取り組もうとする地域をモデル地域として選定し、財政支援

を行うことで将来的に同様の取組が県内複数地域で展開されることを誘引。 

 

① 事業の実績 

・ 令和７年度は、モデル地域である大崎市に対し、外国人材の受入れ及び定着を目的とした日

本語学校運営に係る財政支援に関する補助金である「令和７年度外国人材受入体制モデル構

築補助金」を交付した。 

年度 実績 

令和６年度 令和６年度外国人材受入体制モデル構築奨励金：１件 ２７０，０００千円（大崎市） 

令和７年度 令和７年度外国人材受入体制モデル構築補助金：１件  ２５，０００千円（大崎市） 

 

 ② 事業の成果 

・ 補助金の交付を通じて、モデル地域における外国人材受入体制の構築を図ることで、外国人

材の受け入れ及び定着を促進し、地域産業の活性化及び地域活力の維持・向上に貢献しまし

た。 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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（４）デジタル人材採用・育成支援事業 

○ 平成３０年度～令和７年度事業費 １９０，４７２千円（基金活用額 １９０，４７２千円） 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費  ８５，１３２千円（基金活用額 ８５，１３２千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １０５，３４０千円（基金活用額 １０５，３４０千円）］ 

○ IT 企業等が教育機関等と連携して行う取組の支援や研修機会の提供より、県内 IT 企業等にお

ける人材確保及び人材育成を支援。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

平成３０年度 みやぎ IT 産業認知度向上支援事業補助金の交付（１件）、新卒者等未経験者向け

研修（受講者数１０人）、高度 IT 技術者向け研修（受講者数４９人） 

令和元年度 みやぎ IT 産業認知度向上支援事業補助金の交付（１件）、新卒者等未経験者向け

研修（受講者数１５人）、高度 IT 技術者向け研修（受講者数５３人） 

令和２年度 みやぎ IT 産業認知度向上支援事業補助金の交付（１件）、新卒者等未経験者向け

研修（受講者数１７人）、高度 IT 技術者向け研修（受講者数４３人） 

令和３年度 みやぎ IT 産業認知度向上支援事業補助金の交付（１件）、新卒者等未経験者向け

研修（受講者数１３人）、高度 IT 技術者向け研修（受講者数７８人） 

令和４年度 みやぎ IT 産業認知度向上支援事業補助金の交付（１件）、新卒者等未経験者向け

研修（受講者数２１人）、中堅層 IT 技術者向け研修（受講者数４８人）、高度 IT 技術

者向け研修（受講者数６９人） 

令和５年度 みやぎ IT 産業認知度向上支援事業補助金の交付（２件）、新卒者等未経験者向け

研修（受講者数２０人）、中堅層 IT 技術者向け研修（受講者数４３人）、高度 IT 技術

者向け研修（受講者数７３人） 

令和６年度 みやぎ IT 産業認知度向上支援事業補助金の交付（３件）、新卒者等未経験者向け

研修（受講者数３０人）、中堅層 IT 技術者向け研修（受講者数３２人）、高度 IT 技術

者向け研修（受講者数６８人） 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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年度 実績等 

令和７年度 みやぎ IT 産業認知度向上支援事業補助金の交付（３件）、新卒者等未経験者向け

研修（受講者数２３人）、中堅層 IT 技術者向け研修（受講者数８４人）、高度 IT 技術

者向け研修（受講者数１２６人） 

  

② 事業の成果  

・ 県内 IT 産業の認知度向上に資する取組を支援したほか、県内 IT企業へ採用された未経験者

等を対象とした研修や、中堅層及び高度 IT 技術者を対象とした研修を実施したことにより、

県内 IT 企業の競争力向上等が期待されます。 

 

 

（５）高度産業人材育成センター運営事業  

○ 平成２４～令和７年度事業費 １２８，５６６千円（基金活用額 １１１，７２８千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費  ５，０２７千円（基金活用額  ５，０２７千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ６６，２８５千円（基金活用額 ６６，２８５千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ４０，３４６千円（基金活用額 ４０，３４６千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １６，９０９千円 （基金活用額      ７０千円）］ 

（うち企業版ふるさと納税寄付金活用額 事業費 １６，８３９千円） 

○ 「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」において、新潟県を含む東北７県の大学、

高等専門学校、専門学校生等を対象に人材育成研修を実施。 

○「みやぎ高度電子機械人材育成センター」において、県内又は県出身の工学系の大学３年生、高

等専門学校生を対象に人材育成研修を実施。 

 

① 事業の実績 

・ 「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」では、自動車の開発・設計に携わるメー

カーの現役技術者等による実践的な実習、講義、工場見学等から構成される人材育成研修を実

施しました。 

年度 実績等 

平成２４年度 計１６日間の研修を実施し、１００人が研修を修了。 

平成２５年度 計１６日間の研修を実施し、６９人が研修を修了。 

平成２６年度 計１５日間の研修を実施し、５７人が研修を修了。 

平成２７年度 計１３日間の研修を実施し、９０人が研修を修了。 

平成２８年度 計１３日間の研修を実施し、６３人が研修を修了。 

平成２９年度 計１３日間の研修を実施し、５７人が研修を修了。 

平成３０年度 計１７日間の研修を実施し、４２人が研修を修了。 

令和元年度 計１６日間の研修を実施し、５７人が研修を修了。 

令和２年度 計８日間の研修を実施（一部オンライン実施）し、９０人が研修を修了。 

令和３年度 計１３日間の研修を実施し、９６人が研修を修了。 

令和４年度 計１３日間の研修を実施し、１０２人が研修を修了。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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年度 実績等 

令和５年度 計１３日間の研修を実施し、７２人が研修を修了。 

令和６年度 計１1 日間の研修を実施し、１０８人が研修を修了。 

令和７年度 計１１日間の研修を実施し、６２人が研修を修了。 

第１期通算 １００人が研修を修了。 

第２期通算 ３３６人が研修を修了。 

第３期通算 ３８７人が研修を修了。 

第４期通算 ２４２人が研修を修了。 

通算 １，０６５人が研修を修了。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「みやぎ高度電子機械人材育成センター」では、大学教授や企業技術者等による実践的な実

習、講義、企業見学等から構成される人材育成研修を実施しました。 

年度 実績等 

平成２６年度 
計１５日間の研修を実施し、電子計測制御コース１２人、機械制御コース１５人が研修
を修了。 

平成２７年度 
計１５日間の研修を実施し、電子計測制御コース１３人、機械制御コース１４人が研修
を修了。 

平成２８年度 
計１５日間の研修を実施し、電子計測制御コース１２人、機械制御コース１３人が研修
を修了。 

平成２９年度 
計１５日間の研修を実施し、電子計測制御コース１２人、機械制御コース９人が研修を
修了。 
 

平成３０年度 
計１５日間の研修を実施し、エレクトロニクス（旧電子計測制御）コース７人、 
メカトロニクス（旧機械制御）コース１３人が研修を修了。 

令和元年度 
計１５日間の研修を実施し、エレクトロニクス（旧電子計測制御）コース６人、 
メカトロニクス（旧機械制御）コース７人が研修を修了。 

令和２年度 
計５日間の研修を企画したが、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を踏まえ中止。
代替事業として先輩エンジニアとのリモート交流会を実施（参加者２１名）。 

令和３年度 計５日間の研修を実施し３５人が研修を修了。 

令和４年度 計５日間の研修を実施し２０人が研修を修了。 

令和５年度 計５日間の研修を実施し２５人が研修を修了。 

令和６年度 計５日間の研修を実施し３３人が研修を修了。 

みやぎカーインテリジェント 

人材育成センター研修風景 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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年度 実績等 

令和７年度 計５日間の研修を実施し１７人が研修を修了。 

第２期通算 電子計測制御コース４９人、機械制御コース５１人が研修を修了。 

第３期通算 

エレクトロニクス（旧電子計測制御）コース１３人、メカトロニクス（旧機械制御）
コース２０人が研修を修了。研修期間見直し後の令和３・４年度では５５人が研修を修
了。 

第４期通算 ７５人が研修を修了。 

通算 
エレクトロニクス（旧電子計測制御）コース６２人、メカトロニクス（旧機械制御）
コース７１人が研修を修了。研修期間見直し後の令和３～７年度では１３０人が研修を
修了。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

②  事業の成果 

・ 令和６年度の「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」の修了者１０８人中の就職該 

当年次者６０人のうち、３１人が自動車関連企業に就職しており、自動車づくりを担う人材の育 

成につながっています。 

・ 令和６年度の「みやぎ高度電子機械人材育成センター」の修了者３３人中の就職該当年次者 

３０人のうち、２人が高度電子機械関連企業に就職し、高度電子機械産業を担う人材の育成につ

ながっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みやぎエンジニア夏期セミナー研修 

（学術施設見学の様子） 

みやぎエンジニア夏期セミナー研修 

（体験実習の様子） 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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（６）ものづくり産業技能向上・人材育成支援事業 

○ 令和７年度事業費 ５，５０４千円 

［第４期（令和７年度）事業費 ５，５０４千円（全額企業版ふるさと納税寄附金を活用）］ 

○ ものづくり企業が技能者の優れた取組事例を学ぶ場等を設けることで、企業価値を高めるため

の技能向上及び人材育成を支援。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和７年度 ・ 県内ものづくり産業分野に関連する企業の経営者、現場責任者、教育・研修担

当者 、若年技能者向けに、技能継承の手法や仕事の教わり方等をテーマとし

たセミナー（計３回、延べ２８社６０名が参加）を開催。 

・ 前年度セミナーの参加企業（９社）にヒアリングを行い、効果検証及びフォローア

ップを実施。 

 

    

   

 

 

② 事業の成果 

・ 参加者の約９３％がセミナーを受講してよかったと回答しており、セミナー内容は実際に企業

の現場で活用され、ものづくり産業の技能向上・人材育成に寄与しました。 

 

 

（７）ものづくり人材育成確保対策事業 

○ 平成２０～令和７年度事業費 ３６９，３２３千円（基金活用額 ２６２，１８９千円）  

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費  ２１，４９８千円（基金活用額  ２１，４９８千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 １０９，５０１千円（基金活用額 １０６，６０１千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 １３９，５５３千円（基金活用額 １３４，０９０千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費   ９８，７７１千円（全額企業版ふるさと納税寄附金を活用）］ 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 

技能の吸収力がアップする「仕事の学び方」 

実践セミナーの様子 

技能を上手に伝えるための「教え方」 

実践セミナーの様子 
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○ ものづくり産業の人材確保に向けた認知度向上の取組のほか、製造業への就職の拡大や早期離

職の防止等を図るためにキャリアカウンセラーの高校等への派遣を実施。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２０年度 企業向け人材確保セミナー、高校生向けものづくり企業見学会、隣県大学等での県内

企業セミナー等を実施 

平成２１年度 企業向け採用力向上セミナー、高校生向け入社準備セミナー等を開催。高校等延べ２

６校にキャリアカウンセラーを派遣 

平成２２年度 企業向け採用力向上セミナー、高校生向け工場見学会等を開催。高校等延べ４１校に

キャリアカウンセラーを派遣 

平成２３年度 企業向け採用力向上セミナー、高校生向け工場見学会等を開催。高校等延べ３０校に

キャリアカウンセラーを派遣 

平成２４年度 企業向け採用力・育成力向上セミナー、高校生向け工場見学会、県内外理工系大学生

向けセミナー等を開催。高校等延べ３１校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナ

ーを実施 

平成２５年度 企業向け採用力向上セミナー（６回、６７事業所）、高校生・大学生・若年求職者

向け工場見学会（１３回、４０８人）、県内外理工系大学生等向けセミナー（４回、２５

７人）。高校等延べ３０校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施 

平成２６年度 企業向け採用力向上セミナー（４回、４７事業所）、高校生・大学生・若年求職者向け

工場見学会（１５回、４９３人）、県内外理工系大学生等向けセミナー（２回、７８人）。高

校等延べ２９校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施。主に高校生を対

象としたものづくり産業広報誌を発行 

平成２７年度 

 

 

企業向け採用力向上セミナー（４回、１０８事業所）、高校生・大学生向け工場見学会（４

２回、１，０７４人）、県内外理工系大学生等向けセミナー（５回、１２９人）。高校等延べ

２４校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施。主に高校生を対象とした

ものづくり産業広報誌を発行。ものづくり人材育成コーディネーターを配置。 

平成２８年度 

 

企業向け採用力向上セミナー（４回、１１０事業所）、高校生・大学生向け工場見学会（３

５回、１，４０３人）、県内外理工系大学生等向けセミナー（５回、８５人）。高校等延べ３

０校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施。主に高校生を対象としたも

のづくり産業広報誌を発行。ものづくり人材育成コーディネーターを配置 

 

平成２９年度 

 

企業向け採用力向上セミナー（４回、１６９事業所）、高校生・大学生向け工場見学会（１

３回、７３５人）、県内外理工系大学生等向けセミナー（５回、５９人）。高校等延べ２８校

でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施。主に高校生を対象としたもの

づくり産業広報誌を発行。ものづくり人材育成コーディネーターを配置。 

 

平成３０年度 

 

企業向け採用力向上セミナー（４回、９２事業所）、高校生・大学生向け工場見学会（２

４回、１，３５６人）、県内外理工系大学生等向けセミナー（５回、７９人）。高校等 

へのキャリアカウンセラー派遣によるセミナー（延べ２９校）。高校生等を対象とした

ものづくり産業広報誌発行。ものづくり人材育成コーディネーター配置。 

 

令和元年度 企業向け採用力向上セミナー（３回、７２事業所）、高校生や教員等向け工場見学会（２

３回、１，０７１人）、ものづくり企業セミナー（仙南地域 参加企業４８社、参加学生数

約５００人）。高校等へのキャリアカウンセラー派遣によるセミナー（延べ 

２９校）。高校生等を対象としたものづくり産業広報誌発行。ものづくり人材育成コー

ディネーター配置。 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 



 
49 

年度 実績等 

令和２年度 高校生向け工場見学会（１３回、６５３人）、高校等へのキャリアカウンセラー派遣によ

るセミナー（延べ３１校、１，０６０人）。高校生等を対象としたものづくり産業広報誌発

行。ものづくり人材育成コーディネーター配置。 

令和３年度 高校生や教員等向け工場見学会（１６回、６２６人）、高校等へのキャリアカウンセラー

派遣によるセミナー（延べ２９校、９７７人）。高校生等を対象としたものづくり産業広

報誌発行。ものづくり人材育成コーディネーター配置。 

令和４年度 高校生や教員等向け工場見学会（１７回、６６４人）、高校等へのキャリアカウンセラー

派遣によるセミナー（延べ２２校、８０６人）。高校生等を対象としたものづくり産業広

報誌発行。ものづくり人材育成コーディネーター配置。 

令和５年度 高校生や教員等向け工場見学会（３５回、１,２０２人）、高校等へのキャリアカウンセラ

ー派遣によるセミナー（延べ２１校、３９３人）。高校生等を対象としたものづくり産業

広報誌発行。ものづくり人材育成コーディネーター配置。 

令和６年度 高校生や教員等向け工場見学会（２５回、９７０人）、高校等へのキャリアカウンセラー

派遣によるセミナー（延べ２４校、４６１人）。高校生等を対象としたものづくり産業広

報誌発行。ものづくり人材育成コーディネーター配置。 

令和７年度 高校生や教員等向け工場見学会（２２回、８７８人）、高校等へのキャリアカウンセラー

派遣によるセミナー（延べ２５校、５１６人）。高校生等を対象としたものづくり産業広

報誌発行。ものづくり人材育成コーディネーター配置。 

 

 ② 事業の成果 

 ・ 平成１９年度から平成２２年度にかけ、県全体の高校生の就職内定率は低下しましたが、工業学

科は横ばい又は微減に留まっていました。東日本大震災後は、関係機関が連携した就職支援や

雇用状況の改善により就職内定率は高い水準で推移しており、工業学科においても高い内定率

に達しています。 

 

 

・ また、製造業に就職した工業高校生の割合は、近年概ね５０パーセント前後の割合で推移し 

ています。 

・ 本事業及び後述の「みやぎクラフトマン２１事業」を通じた高校生への製造業の認知度向上、実

践的な指導による技能向上により、本県の次代を担うものづくり産業の人材育成に取り組んで

います。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 



50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）小中学生へのキャリア形成支援事業 

○ 令和７年度事業費 ９，９２３千円 

［第４期（令和７年度）事業費 ９，９２３千円］ 

（うち企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ４，９６１千円） 

○ 県内の児童・生徒を対象にものづくり体験を通した社会人との対話プログラムにより、明確な

勤労観や職業観を持った人材を育成するほか、対話プログラムへの参加を通じて、社会人自身

の勤労観や職業観の形成も促すとともに、地域内企業の社員同士の交流の機会を提供する。ま

た、キャリア教育推進会議を開催し、持続可能な実施体制構築に向けたキャリア教育事例につ

いて情報共有、意見交換を実施。 

 

① 事業の実績 

・ 県内を７つに地域に分け、地域の特色に合わせた事業を小中学校２１校、児童・生徒１，０５４

人に対して実施しました。 

 

② 事業の成果 

・ 小中学校２１校（小学校：１４校・中学校：７校）へ訪問し、児童・生徒１，０５４人（小学生： 

５３２人・中学生：５２２人）に対して対話プログラムを実施しました。 

・ 参加した小中学生の約８５．８％から「ものづくりの仕事に対する興味関心」が、「高まった  

とても高まった」との回答がありました。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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（９）産業人材養成教員研修事業 

 ○ 平成２０～令和７年度事業費 １３，５１３千円（基金活用額 １３，５１３千円）  

［第１期（平成２０～２４年度）  事業費  ４，７２６千円（基金活用額 ４，７２６千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）  事業費  ２，６７６千円（基金活用額 ２，６７６千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ３，１０４千円（基金活用額 ３，１０４千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ３，００７千円（基金活用額 ３，００７千円）］ 

○ 県立の工業・農業・水産高等学校及び同様の専門学科又はコース（類型）を置く県立高等学校 

及び県立特別支援学校に在籍する専門教科担当教員を対象とし、県内外の企業等に派遣しての 

研修や高度技術者等を講師に招聘しての研修等を行うことで、各産業分野の最先端の技術・技 

能を習得させることにより実践的指導力を向上させ、専門高校等において産業人材の養成を図

るとともに、専門高校等と産業界との連携を深める。 

 

① 事業の実績 

・ これまでに、最先端の技術・技能を有する専門学校及び企業に、延べ２７９人の工業等を担

当する教諭、実習助手を派遣するとともに、企業から招聘型の研修には延べ１９８人の教諭等

が参加し、産業分野での最新技術を習得することで、教職員の指導力の向上を図りました。 

  （令和７年度実績 派遣研修：１４団体に１９人派遣  招聘型研修：４人参加） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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計測器具の実技講習 

 ② 事業の成果 

・ 建築図面作成のため専用 CAD の操作方法や図面作成技術を教員自身が身に付けることで、

これまでの指導内容を見直すとともに新たな情報や技術を踏まえた指導方法を模索すること

で、生徒の学習活動に大いに役立てられています。 
・ また、切削加工における技術を経験豊富な指導者から学ぶことにより、実際に作業を進める

うえでのポイント実感することで、生徒に対して的確な指導を行うことにつながっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）みやぎクラフトマン２１事業  

○ 平成２２～令和７年度事業費 １７７，６５２千円（基金活用額 ５４，０８０千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費 ６２，６９５千円（基金活用額 １４，４９０千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ８０，３１４千円（基金活用額 １９，７３０千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 １９，８６０千円（基金活用額 １９，８６０千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １４，７８３千円（全額企業版ふるさと納税寄附金を活用）］ 

○ 工業系学科を有する学校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践的な指導や最新工作機

械の導入等を通じて、企業で即戦力となる人材を育成。 

 

 ① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２２年度 工業高校等９校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１４０プログラムを実施したほか、工業系高校２校で工作機械を導入 

平成２３年度 工業高校等１３校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１１２プログラムを実施したほか、工業系高校２校で工作機械を導入 

平成２４年度 工業高校等１４校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１６３プログラムを実施したほか、工業系高校２校で工作機械を導入 

平成２５年度 工業高校等１４校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１９３プログラムを実施したほか、工業系高校２校で工作機械等を導入 

平成２６年度 工業高校等１４校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１７６プログラムを実施したほか、工業系高校１校で工作機械等を導入 

平成２７年度 工業高校等１４校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１７２プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

平成２８年度 工業高校等１４校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３３プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

平成２９年度 工業高校等１３校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３１プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

旋盤作業講習 PLC プログラム講習会 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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年度 実績等 

平成３０年度 工業高校等１３校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３３プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

令和元年度 工業高校等１３校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３３プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

令和２年度 工業高校等１３校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
７０プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

令和３年度 工業高校等１３校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
７９プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

令和４年度 工業高校等１２校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１２９プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

令和５年度 工業高校等１３校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３３プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

令和６年度 工業高校等１３校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３１プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

令和７年度 工業高校等１２校において、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１４０プログラムを実施したほか、溶接技術講習会を実施 

第１期通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など４１５プログラムを実施 

第２期通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など８０５プログラムを実施 

第３期通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など５４４プログラムを実施 

第４期通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など４０４プログラムを実施 

通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など２，１６８プログラムを実施 

 

② 事業の成果 

・ 本事業の実施により、高校生のものづくりに関する意識の醸成、専門知識と仕事との関連性

の理解促進がはかられ、資格取得、就職への意欲向上につながったほか、各種競技大会での好

成績などの効果が現れています。 
・ 県内多数の企業の協力や、企業ＯＢ等の熟練技能者による実践的な指導により、多くの生徒

が技能検定試験に合格しており、意欲的にものづくり技能の向上、即戦力となる人材の育成に

取り組んでいます。※技能資格取得者数：２級３２８人、３級５，５６７人（平成２２～令和７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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（11）「地学地就」産業人材育成事業  ※平成２５年度～令和２年度まで：地学地就・地域産業の担い手育成推進事業  

○ 平成２９～令和７年度 事業費 ３６７，６３３千円（基金活用額 ２１８，１８８千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費  ３８，０３８千円（基金活用額  ３８，０３８千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 １８０，４３８千円（基金活用額 １８０，１４９千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 １４９，１５７千円 

（うち企業版ふるさと納税寄付金活用額 事業費 １４８，９５４千円）） 

○ 学校と地域の企業及び県の関係機関が連携協力して、地域の将来を支えるものづくり人材の 

育成と確保及び職場定着の取組を推進。 
 
 

① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２９年度 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，２３２件）、 

求人者対応（１，３０２件）、面接指導（３２１件）、企業訪問（２４６件） 

平成３０年度 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，１６８件）、 

求人者対応（１，０２３件）、面接指導（２７２件）、企業訪問（４６０件） 

令和元年度 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，１３２件）、 

求人者対応（１，１１７件）、面接指導（３２４件）、企業訪問（３４１件） 

令和２年度 就職希望者の多い指定校２４校に連携コーディネーターを１２人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（７５５件）、 

求人者対応（５２６件）、面接指導（１５１件）、企業訪問（１２９件） 

令和３年度 就職希望者の多い指定校２６校に連携コーディネーターを１１人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（３５７件）、 

求人者対応（３５７件）、企業訪問（４８６件） 

令和４年度 就職希望者の多い指定校２２校に連携コーディネーターを１１人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，０１０件）、 

求人者対応（１，０１０件）、企業訪問（４４９件） 

令和５年度 就職希望者の多い指定校２２校に連携コーディネーターを１３人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１,５６３件）、 

求人者対応（１，２２６件）、企業訪問（７３５件） 

令和６年度 就職希望者の多い指定校２２校に連携コーディネーターを１３人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，７３１件）、 

求人者対応（１，５０７件）、企業訪問（７５９件） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 

【写真】 

「みやぎクラフトマン２１事業」実践風景 
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年度 実績等 

令和７年度 就職希望者の多い指定校１６校に連携コーディネーターを１１人配置。 

「地学地就」コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，３７１件）、

求人者対応（１，３７０件）、企業訪問（６６５件） 

第２期通算 連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，２３２件）、 

求人者対応（１，３０２件）、面接指導（３２１件）、企業訪問（２４６件） 

第３期通算 連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（４，４２２件）、 

求人者対応（４，０３３件）、面接指導（７４７件）、企業訪問（１，８６５件） 

第４期通算 連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（４，６６５件）、 

求人者対応（４，１０３件）、企業訪問（２，１５９件） 

通算 連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１０，３１９件）、 

求人者対応（９，４３８件）、面接指導（１，０６８）、企業訪問（４，２７０件） 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 ② 事業の成果 

・ 圏域版プラットフォーム会議コアメンバーとして、地域産業界と高校との連絡調整を行い、 

  卒業生の就職先を定期訪問し職場定着を図るとともに、企業訪問で得た情報を生徒・保護者

に還元し、就職先の理解促進・認知度向上につながっています。 

・ 離職した卒業生を県や関係機関の人材確保事業につなぎ、再就職を促しました。 

 

その他の人材育成促進に関する事業 

 

 

 

 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

中小企業等の経営者や担当者向けにデジタル
技術利活用等に関するセミナーを開催する

令和6～7年度
34,178
（1,516）

中小企業等の経営者や担当者向けにデジタル化
推進セミナーを全6回（参加者延べ計277人）開催
した。

実施後アンケートにおいて、「大変満足してい
る」「満足している」の割合がいずれも8割強で
あったほか、デジタル化実態調査における進
行度が令和4年度の32.7%から令和7年度には
50%に上昇した。

自動車産業の集積促進のため、関連企業が求
める人材を育成

平成20～22年度、令和6～7
年度

122,576
（62,166）

自動車部品機能・構造研修（6回）や自動車関連
産業セミナー（2回）を開催。また、社内研修や外
部機関への派遣研修に係る研修費用に対して補
助金を交付（15件）

ものづくり人材育成基盤の整備

地域活性化の担い手として、分野や領域の壁を
越えて人や組織の「協働」を創出し、地域産業の
振興を推進できる人材の育成

令和6～7年度
6,428

（3,149）

石巻地域の専門高校４校で連携し、産学官が協
働しながら、地域活性化アイデア等に取り組んで
いる。中間発表として、石巻市内のスーパーを会
場に中間発表会を行った。

生徒委員会を11回実施し、学校間の連携を意
識し、商品開発のアイデアも２つ程出された。
高校生が考える地域課題や地域の活性化アイ
デアの発表会を実施した。

1-4 人材育成促進

専門教育次世代人材育成プロジェクト事
業

産業デジタル化支援事業

自動車関連産業人材育成事業
（みやぎカーインテリジェント人材育成セ
ンター事業を除く）

就職支援担当者連絡会議 企業訪問（就職指導研修会） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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平成３０～令和７年度事業費 １，０２９百万円（基金活用額 ８０９百万円） 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ３８０百万円（基金活用額 ３８０百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ６４９百万円（基金活用額 ４２９百万円）］ 

【参考】第４期（令和５～７年度）企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ２６，６５８千円 

専門的な知識や経験を有する人材等の県内企業への環流（ＵＩＪターン）促進や企業の人材確

保に向けた環境整備等を支援しました。 

 

（１）ものづくりカレッジプロジェクト推進事業 

○ 令和６～７年度事業費 ２９，５７８千円（基金活用額 ２９，５７８千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ２９，５７８千円（基金活用額 ２９，５７８千円）］ 

○ みやぎ工業会を中心とする産業界、理工系学部を有する東北学院大学、東北工業大学、石巻専

修大学、東北文化学園大学と、宮城県で「ものづくりカレッジ」を設置し、産学官が一体となっ

て中小ものづくり企業の魅力等を学生に伝えることで、大卒人材の県内就職や県内定着につなげ

ることを目指す。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和６年度 産学官が一体となって、講演会や企業説明会などの取組や、事業のキックオフとなる

開学式を実施し、延べ７５社のものづくり企業及び延べ１，１６５人の学生が参加し

た。 

令和７年度 講演会等の取組を実施・広報したほか、企業・大学がインターンシップ等に前向きに

取り組む環境づくりに向けた準備を進め、延べ１８８社のものづくり企業及び延べ 

２，０８６人の学生が参加した。 

 

 ② 事業の成果 

・ ものづくり人材の確保等に向けて、県内の中小ものづくり企業の特色や魅力を学生に伝える

取組を実施し、県内中小ものづくり企業の認知度向上に貢献しました。また、県内中小ものづ

くり企業へ、人材確保におけるインターンシップの有効性の理解を促し、インターンシップ受

け入れ企業の拡大に資する取組を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-５  人材確保支援 

大学で開催した企業説明会 企業向けのインターンシップ導入セミナー 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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※令和元年度より紹介手数料のみ助成 

（２）宮城ＵＩＪターン助成金事業 ※平成 28～29 年度：地域産業振興促進 

○ 平成２８～令和７年度事業費 ２３６，５７１千円（基金活用額 ２３６，５７１千円） 

［第２期（平成２８～２９年度）   事業費  ５１，７８６千円（基金活用額   ５１，７８６千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 １１６，２４１千円（基金活用額 １１６，２４１千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費  ６８，５４４千円（基金活用額   ６８，５４４千円）］ 

○ 首都圏など県外に居住するプロフェッショナル人材を新たに雇用、またはお試し就業を実施し

た県内中小企業に対して助成金を支給することにより、県内企業の人材確保を図るとともに、

本県へのＵＩＪターンを促進。 

  

 
 

① 事業の実績 

・ 首都圏など県外に居住するプロフェッショナル人材を新たに雇用、またはお試し就業を実施

した県内中小企業に対し、その経費の一部を助成しました。 

 

年度 助成件数 助成金額 

平成２８年度 ２１件 ２３，２３６千円 

平成２９年度 ２５件 ２８，５５０千円 

平成３０年度 ２６件 ３９，３２１千円 

令和元年度 １５件 １９，５５７千円 

令和２年度 １６件 １７，０４０千円 

令和３年度 １８件 ２９，５５６千円 

令和４年度 ８件 １０，７６７千円 

令和５年度 ２２件 ３２，２０５千円 

令和６年度 １７件 １９，５９３千円 

令和７年度 １０件 １６，７４６千円 

第２期通算 ４６件 ５１，７８６千円 

第３期通算 ８３件 １１６，２４１千円 

第４期通算 ４９件 ６８，５４４千円 

通算 １７８件 ２３６，５７１千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ お試し就業：中小企業等と県外に居住するプロフェッショナル人材双方が、県内移住を伴う正式雇用の採否を判 

断するために有期の雇用契約又は出向契約に基づいて、受入企業で就業すること。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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② 事業の成果 

・ 県内中小企業においては、当該補助金を活用し、県外からプロフェッショナル人材１７３人 

（平成２８～令和７年度）を新たに雇い入れることにより、新規事業の立ち上げ、経営改善を行う 

ことができました。 

 

【主な事例(令和７年度)】 

 業種 職務 成果 

Ｗ社 
情報通信

業 
部長相当 

当該プロフェッショナル人材は、株式の新規上場に向け

た体制等の整備の経験がある。また、IR や株主総会等の株

主対応の経験がある。さらには他社で取締役として、内部

管理体制の継続的な充実のほか、女性活躍推進や健康経営、

DX 推進等のサステナビリティの取組を行うなど、経営管理

部門での幅広い経験がある。 

採用後は、幹部社員として、受け入れ企業の株式の新規

公開に向けて知識と経験を活かし、また、当該企業の管理

部の要職として、バックオフィス部門の体制整備を担う中

核となっている。 

Ｏ社 製造業 課長相当 

当該プロフェッショナル人材は、これまでに製造業の現

場での主任から課長までの経験がある。具体的には、工場

の運営に関して、生産計画作成、スタッフ管理（安全衛生計

画・教育計画の作成含む）、原材料の購買、製造工程の改善

だけでなく、新規ラインの立ち上げ・既存ラインの立ち下

げの経験も有している。 

 採用後は、受け入れ企業の工場の生産工程の無駄の把握・

削減を推進し、業務効率向上のための見直しを行うなど、

マネジメントを担う管理職として勤務している。 

 

 

（３）男性育休取得奨励金 

○ 令和７年度事業費 ２０，４００千円（基金活用額 ２０，４００千円） 

［第４期（令和７年度）事業費 ２０，４００千円（基金活用額 ２０，４００千円）］ 

○ 県内に本社又は本店を置く中小企業等に勤務する男性従業員が育児休業を一定期間以上取得

した場合に、企業に対して奨励金を交付。 

○ 男性育休の一層の推進を図り、誰もが仕事と家庭を両立しやすい職場環境整備につなげていく。 

育児休業取得期間 支給額 

２８日以上６か月未満 ２０万円 

６か月以上 ５０万円 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和７年度 ・２８日以上６か月未満（２００千円）：７２社 

・６か月以上（５００千円）：１２社       計８４社 ２０，４００千円 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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② 事業の成果 

・ 奨励金による社内効果について交付企業にアンケート調査を実施したところ、多くの企業か

ら、「本奨励金がきっかけで育休取得につながった」「今後につながる先例となった」などの肯

定的な評価を得ました。 

・ また、企業訪問によるヒアリングを実施し、下記の効果を確認しました。 

仙台市：建設業 ・本奨励金のおかげで、より長期の育休取得（当初の予定より長い２８日）につな

がった。また、社内規定を整備し従業員に周知を図った。 

仙台市：設備工事業 ・本奨励金がきっかけで、育休等に関する社内規定の遅れに気づき改善を 

図った。さらに、今後の人材確保・定着のため、休暇制度の充実などに 

向けた検討を開始した。 

大崎市：介護事業所 ・事業所内で第一号の男性育休取得者となった（奨励金は代替職員の経費に充

当）。また、男性育休に関する社内規定の整備に向けた検討を開始した。 

 

 

（４）外国人材活躍推進事業 

○ 令和７年度事業費 ９７，７４１千円（基金活用額 ４８，９７３千円） 

［第４期（令和７年度）事業費 ９７，７４１千円（基金活用額 ４８，９７３千円）］ 

○ 外国人材の採用を希望する県内企業と外国人材とのマッチング支援に加え、県内企業の外国人

材採用・定着に向けたコンサルティング支援や外国人材のキャリアアップ支援等により、県内

企業の外国人材活用を総合的に支援。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和７年度 【外国人材採用・定着支援事業】 

・外国人材バンク登録数 ３，７１０名(令和７年度追加 ５７３名） 

・受入企業バンク登録数 ６７５社（令和７年度追加 ７３社） 

・マッチング数： １１３人 

・企業相談窓口の運相談件数 ２８３件） 

(ｱ)外国人材向けセミナーの実施（７回：参加者 ６５名） 

(ｲ)企業向けセミナーの実施（６回：参加企業 ８４社） 

(ｳ)県内就労者と企業の交流会（２回：参加企業 １２社） 

(ｴ)台湾人材向け宮城県ツアー（１回：参加企業数 １５社） 

(ｵ)留学生向け企業訪問ツアー（３回：参加留学生 ７名(累計)） 

【外国人材受入企業へのコンサルティング事業】 

・支援企業数 ４社 

【がんばる外国人キャリアアップ補助金】 

・交付件数：県内企業 ２社 

【県内企業における外国人材向け日本語講座】 

・受講者数 計 １４９名 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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「令和７年度インドネシア人材みやぎジョブフェア」当日の状況 

② 事業の成果 

・ セミナー等を通して企業における外国人材の適切な活用を推進し、県内企業の人材確保に寄

与した。また、コンサルティング支援や外国人材のキャリアアップ支援等により県内定着に向

けた取組を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）外国人材現地ジョブフェア事業 

○ 令和６～７年度事業費 ９９，０５０千円（基金活用額 ７６，４７９千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ９９，０５０千円（基金活用額 ７６，４７９千円）］ 

○ 県内企業に対し、外国人材の採用ビジョンや現地人材のイメージについて理解を促進し、本事

業実施後における外国人材採用の後押しを図る。 

 

① 事業の実績 

・ 県内企業１４４社に対し、外国人材雇用に関する知識向上を目的としたセミナーを開催したの

ち、インドネシア人材とオンラインを使用した大規模なビジネスマッチングを開催し、県内企

業への雇用機会を創出しました。 

 

年度 実績等 

令和６年度 インドネシアでのジョブフェア参加企業数：４６社 

令和７年度 宮城県内でのジョブフェア参加企業・団体数：１４４社 

 

 ② 事業の成果 

・ 計２９５人のインドネシア人が参加企業に就職（調整中を含む）し、県内企業の人材確保に貢

献しました。 

 

  

 

 

 

 

 

（企業交流会の様子） （合同企業説明会の様子） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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（６）副・兼（富っ県）みやぎマッチング促進プロジェクト 

○ 令和５～７年度事業費 １１３，３２８千円（基金活用額 ５６，８１１千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 １１３，３２８千円（基金活用額 ５６，８１１千円）］ 

 ○ 県内企業に対して、副業・兼業人材を活用するメリットや活用に当たっての留意事項等を周知する

セミナーを開催し、普及啓発を図るとともに、受託事業者が保有するポータルサイトにも本プロジ

ェクトの求人情報を掲載し、県内外の副業・兼業人材の求人閲覧・応募を実現。 

○ また、求人と求職をマッチングするためのＷＥＢサイト「ダブルワークみやぎ」を運営するととも

に、サイト掲載時における企業の魅力ある募集内容の作成支援や契約手続き等のサポートを実施。 

 

① 事業の実績 

  年度 実績等 

令和５年度 セミナー開催回数３回、登録企業数７９社、マッチング数５９件 

令和６年度 セミナー開催回数４３回、登録企業数１０４社、マッチング数５１件 

令和７年度 セミナー参加社数１４９社、掲載案件数９３件、マッチング件数７２件 

 

② 事業の成果 

・ 県内企業に対し、副業兼業人材の活用を促すセミナーを実施した他、副業・兼業マッチング

サイト「ダブルワークみやぎ」の運営を行い、７２件のマッチングに繋がりました。 

 

【主な事例(令和７年度)】 

 業種 募集内容 成果 

Ｃ社 製造業 人材育成・経営改善 

業務フローの分析、経営戦略及び計画の策定等の

経験をもつ副業人材Ｕ氏による伴走支援の結果、

社員のモチベーションアップ、ひいては令和 7 年

度下期の売上上昇につながった。 

Ｔ社 製造業 販売支援 

製造業で幅広い顧客層への提案営業の経験をも

つ副業人材Ｆ氏による販売支援活動の結果、実地

での販売活動のみならず、他の社員の商品理解の

向上や販売ノウハウの獲得につながった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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（７）みやぎで就活応援プロジェクト 

○ 令和６～７年度事業費 ３９，８９０千円（基金活用額 １５，０５６千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ３９，８９０千円（基金活用額 １５，０５６千円］ 

（うち企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 １２，４１７千円） 

○ 進学や就職を機にした首都圏への転出等により、県内の生産年齢人口が減少している中で、県

外大学生による県内企業への UIJ ターン就職を促進するため、県外大学生が県内での就職活動

及びキャリア形成活動を行った際の交通費と宿泊費を助成。 

〇 学生に向けた県内企業の採用情報や、県・市町村などの各種支援制度の情報発信力強化を図る

ため、県内就職情報に関するポータルサイトを作成・運営。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和６年度 県外学生向け旅費・宿泊費補助：４０２件 

令和７年度 県内の就職情報等を一元的に発信するポータルサイト「みやぎむすび」を新た

に開設した。登録企業数：５３０社 

 

② 事業の成果 

・ 県が設置するみやぎジョブカフェ東京サテライトを学生が利用する際や、首都圏の大学のキ

ャリア支援センターあて事業の周知を行い、４４１件の助成に繋がりました。そのうち、卒業年

次である学生は５４名で、うち１４名が県内の企業に就職しました。 

・ 複数のサイトを一体的に運営することで、若者から中高年層まであらゆる世代の求職者に使

いやすくなり、企業の情報発信力の向上に貢献しました。 

 

その他の人材確保支援に関する事業  

 
 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

立地企業と合同で高校を訪問するなどし、立地
企業の雇用確保に向けた支援を実施

令和2～7年度
11,140

（11,140）

立地企業と合同による高校等への訪問を延べ
419回を行い、立地企業の雇用確保に向けた支
援を行った。

支援した延べ65社において、350名の内定者を
確保できた。

県外の学生に対して就職活動及びキャリア形成
活動のため来県した際の交通費・宿泊費を支援

平成30～令和5年度、令和7
年度

76,158
（61,916）

県外に住む県外大学生等が、県内で就職活動を
行うにあたりかかった交通費及び宿泊費の一部
について、8年間で延べ1,576件助成

利用に併せ行った、UIJターン就職支援拠点の
支援により、8年間で532人がUIJターン就職
し、県内企業の人手不足対策に貢献

半導体関連企業への訪問を通じ、プロフェッショ
ナル人材の採用を支援

令和6～7年度
56,890

（29,062）

県内企業に、延べ1,387件の訪問を行い、全体で
延べ807件の人材マッチング成約を行った中で、
半導体県連企業には延べ102件の人材マッチン
グとなった。

県内企業との対話を通じて、経営課題や求人
ニーズを明確化し、経営課題に資する人材を
採用することで企業の持続性維持に貢献

自動車産業における人材確保を図るため、モビ
リティイベント等を開催する市町村への補助金
交付や県庁舎での車両展示等を実施

令和7年度
474

（474）

モビリティイベント等を開催する市町村に対して
補助金を交付（1件）。また、県庁舎1階ロビーに
おける車両展示イベント（1回）を実施

クルマの魅力を広く発信し、若年層をはじめと
する県民のクルマに対する関心を高めること
で、自動車産業における人材確保へ貢献

外国人エンジニア就労促進事業により、県内中
小企業における外国人エンジニアの雇用を促進

令和7年度
238
（0）

県内中小企業における外国人エンジニアの雇用
を促進するため、国家戦略特区外国人エンジニ
ア就労促進事業を開始した。

在留資格認定審査に係る時間を短縮できる制
度を開始することで、外国人エンジニアの受入
れ環境の整備を行った。

ターゲット国との覚書に基づいて、県内企業の
人材需要の開拓、制度理解の促進、支援団体と
マッチングを図るイベント等を開催することで、
外国人材の採用を支援する

令和7年度
50,266

（25,133）
※R8年度へ事業を繰越 ※R8年度へ事業を繰越

立地企業雇用確保支援対策事業

1-5 人材確保支援 

学生UIJターン支援事業

プロフェッショナル人材戦略拠点（半導
体）運営事業

Enjoy　Mobillty!!!!　クルマの魅力発信事
業

外国人材現地ジョブフォーラム事業

中小企業経営支援事業

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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平成２０～令和７年度事業費 ８，４４０百万円（基金活用額 ６，７６３百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費    ９０８百万円（基金活用額   ６００百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 １，９６６百万円（基金活用額 １，８１２百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 １，３９８百万円（基金活用額 １，３１５百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ４，１６８百万円（基金活用額 ３，０３６百万円）］ 

【参考】第４期（令和５～７年度）企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ３，２５０千円 

「富県宮城の実現」に向けて主体的に取り組む事業への支援とともに、地域経済を支える商業 

の振興や農林水産業の競争力強化を図り、新たな課題等に対しても機動的に事業を展開しまし

た。 

 

（１）地域ポイント等導入支援事業 

○ 令和６～７年度事業費 ２，６８４，７２０千円（基金活用額 １，６３２，４３１千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ２，６８４，７２０千円（基金活用額 １，６３２，４３１千円）］ 

○ デジタルポイントの活用により、自然災害避難支援アプリの普及と域内消費の拡大を推進。 

 

① 事業の実績 

・ 自然災害避難支援アプリ「みやぎ防災」の利用登録者にデジタルポイント「みやぎポイント」

を付与するキャンペーンを実施しました。 

・ 新規利用店舗の拡大を図るとともに、地域イベントと連携したポイント配布（第３５回齋理

幻夜、第７０回全国こけし祭り）、民間事業者とのポイント交換事業（東北電力、日専連ライ

フサービス）等の連携施策を実施しました。     

     

年度 実績等 

令和６年度 「みやぎ防災」の登録者数：621,451 人（令和７年２月末時点） 

ポイント発行数（利用数）：1,854,825,500（1,798,805,076）ポイント 

ポイント利用店舗数：1,272 店舗 

相談会開催回数：46 回 コールセンター架電数：7,353 件 

令和７年度 「みやぎ防災」の登録者数：1,108,186 人（令和８年３月末時点） 

ポイント発行数（利用数）：1,406,214,000（875,787,619）ポイント 

ポイント利用店舗数：3,555 店舗 

 

 ② 事業の成果 

・ およそ９億円相当のデジタルポイントが県内で消費されることで、地域内の消費が喚起され

るとともに、店舗のデジタル化が進みました。 

・ 付与されたポイントが県内全域３，５００店舗以上で利用される体制が整備され、域内消費の拡

大・地域経済の活性化に寄与することが期待されます。 

・ およそ１１０万人の県民が「みやぎ防災」アプリを導入し、防災情報の受信者が大幅に増加し

１-６  地域産業振興促進 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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たことで、災害時の情報伝達力の向上につながるほか、今後の避難所運営が円滑化され、県内

の防災力向上が期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

（２）ものづくり海外販路開拓支援事業 

○ 令和６～７年度事業費 ３７，９８３千円（基金活用額 ２１，７００千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ３７，９８３千円（基金活用額 ２１，７００千円）］ 

○ 海外で開催される展示会への出展支援やテストマーケティングの実施などにより、県内ものづ

くり企業の海外販路開拓を支援 

 

① 事業の実績 

・ ものづくり企業の海外販路開拓を支援するため、欧州で開催された国際医療機器展及び台湾

で開催された半導体国際展示会への県内企業の出展を支援したほか、香港において県産工芸

品のテストマーケティングを実施しました。    

年度 実績等 

令和６年度 企業の展示会出展支援：２社 

県産工芸品テストマーケティングの実施：２４社 

令和７年度 企業の展示会出展支援：５社 

県産工芸品テストマーケティングの実施：１０社 

 

 ② 事業の成果 

・ 本県において高度電子機械産業の活性化に向けて重点市場の一つに位置付け、高い成長が期

待されている「医療・健康機器」「半導体」分野における国際展示会への出展支援を通じて２件

の商談が成立しました。 

・ 香港で実施した県産工芸品のテストマーケティングを通じて、５社２８商品が販売されました。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 

「みやぎポイント」キャンペーンポスター  利用店舗ステッカー 
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（３）みやぎ IT 商品販売・導入促進事業 

○ 平成２３～令和７年度事業費 １８４，４４５千円（基金活用額 １８４，４４５千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費 ２６，６５８千円（基金活用額 ２６，６５８千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ６７，８４４千円（基金活用額 ６７，８４４千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ５７，２９９千円（基金活用額 ５７，２９９千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ３２，６４４千円（基金活用額 ３２，６４４千円）］ 

○ 情報関連産業の振興と地域産業のＩＴ化を推進するために、地域産業が求めるＩＴ商品の開発

を支援するとともに、優れたＩＴ商品を認定し、その商品の販売・導入を支援。 
 

①  事業の実績 

イ みやぎ認定ＩＴ商品 

・ 県内ＩＴ企業が開発した優れたソフトウェア商品を「みやぎ認定ＩＴ商品」として認定し、

専門家派遣による販売促進計画策定などにより販路拡大等を支援しました。 

ロ ＩＴ商品開発支援（平成３０年度まではＩＴ商品開発スタートアップ支援） 

・ ＩＴ導入を図ろうとする事業者への試用提供や市場での販促活動で得られる「顧客の声」

を反映させた、実用的なＩＴ商品の開発及び改良費用の一部を補助し支援しました。 

 

年度 みやぎ認定ＩＴ商品（認定数） ＩＴ商品開発支援（採択数） 

平成２３年度 ２社 ２商品 
－ 

平成２４年度 ６社 ７商品 

平成２５年度 ５社 ６商品 ２社 ２商品 

平成２６年度 ２社 ２商品 ５社 ５商品 

平成２７年度 ３社 ３商品 ５社 ５商品 

平成２８年度 ２社 ２商品 ２社 ２商品 

平成２９年度 １社 １商品 ２社 ２商品 

平成３０年度 １社 １商品 １社 １商品 

令和元年度 ３社 ３商品 ６社 ６商品 

令和２年度 ２社 ２商品 ７社 ７商品 

令和３年度 １社 １商品 ８社 ８商品 

令和４年度 １社 １商品 １社 １商品 

令和５年度 １社 １商品 １社 １商品 

令和６年度 ２社 ２商品 ５社 ５商品 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 

国際展示会出展・テストマーケティングの様子 
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令和７年度 ３社 ３商品 ３社 ３商品 

年度 みやぎ認定ＩＴ商品（認定数） ＩＴ商品開発支援（採択数） 

第１期通算 ８社  ９商品 － 

第２期通算 １３社 １４商品 １６社 １６商品 

第３期通算 ８社  ８商品 ２３社 ２３商品 

第４期通算 ６社  ６商品 ９社   ９商品 

通算 ３５社 ３７商品 ４８社 ４８商品 

 

令和２～７年度みやぎ認定ＩＴ商品一覧 

年度 商品の名称 商品の概要 事業者名 

令和２年度 AI・IoT インフラメン

テナンス プラットフォ

ーム「JUDGE!」 

AI が世界中のVISIONとなり

安全な社会を実現する 
株式会社SRA東北 

令和２年度 サブスクリプション型

ホームページ構築シス

テム – ivalue（アイバ

リュー） 

コミコミ定額でみんなにナイ

スなホームページを 
ivalue株式会社 

令和３年度 GamcisSMART+ お客様管理に重点を置いた

「顧客管理システム」 
オータス株式会社 

令和４年度 ARキャラナビシステム AR化したキャラクターがナビ

ゲートする情報案内システム 
サイバーノーツ合同会社 

令和５年度 オガトレHIT 音楽にあわせてストレッチを

楽しめる新感覚AR音楽ゲーム

アプリ 

株式会社OGATORE 

令和６年度 METARIS AIによるメータ読取と判定 オータス株式会社 

CrewWorks 統合ビジネスコミュニケーシ

ョンツール 

テクノ・マインド株式会

社 

令和７年度 Wired Beans EC スター

ターパック for OSP 

Salesforce B2C Commerceの

高機能をそのままに、共同利

用型で低価格・短期間を実現 

株式会社ワイヤードビー

ンズ 

SNS型コミュニティサイ

ト構築サービスivalu 

PORTAL 

新しい集客とブランディング

を実現するコミュニティサイ

ト構築サービス 

インクレイブ株式会社 

AI アバター接客システ

ム「AICO」 

２４時間３６５日、現場を支える

AIアバター 

株式会社ファーストロー

ンチ 

 

② 事業の成果 

 ・ 優れたＩＴ商品として認知度が高まり、売上げが好調な商品もあるほか、地域産業が求めるＩ 

Ｔ商品が新たに商品化され、地域産業への導入を促進するなど、地域産業のＩＴ化に寄与してい

ます。  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（４）先進的デジタル産業振興支援事業 ※令和３～５年度：ＡＩ・ＩｏＴ産業創出・活用促進支援事業  

○ 令和３～７年度事業費 １２２，４６４千円（基金活用額 １２２，４６４千円） 

［第３期（令和３～４年度）事業費 ７６，５９８千円（基金活用額 ７６，５９８千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ４５，８６６千円（基金活用額 ４５，８６６千円）］ 

○ 県内ＩＴ企業とユーザー企業の交流を促進することで、県内ＩＴ企業のビジネスチャンスを拡

大。 

○ ＡＩ・ＩｏＴを用いた新ビジネスの創出・実証支援を行うことで、県内ＩＴ企業の新規領域へ

の参入を促進。 

 

① 事業の実績 

イ 産業情報通信関連技術データベースの運用 

・ ＩＣＴに関連した施策情報の周知と企業間交流促進を目的としたポータルサイトを運用し、

掲載情報の充実を図り、ポータルサイトの利活用の促進を図りました。 

ロ 異業種連携促進支援事業 

・ 県内ユーザー企業とＩＴ企業等の企業間交流を促進するため、ＤＸセミナーやワークショッ

プを開催しました。 

 

年度 実績等 

令和３年度 バックオフィス業務効率化セミナー（２２社参加） 

ＡＩ・ＩｏＴ等先進的デジタル技術関連セミナー（５９社、４団体参加） 

令和４年度 製造業基幹システム勉強会（４社参加） 

令和５年度 ＤＸへ進む経営者のための経営力アップセミナー（２２名参加） 

ローカルＤＸスクール（全６回、４４名参加） 

女性とともに学ぶＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ×ＤＸ勉強会（全３回、３０名参加） 

みやぎＤＸアイデアソン〜みやぎの地場企業を支えるＤＸを考える～ 

（１４名参加） 

令和６年度 異業種ＤＸ勉強会（全３回、１９名参加） 

女性とともに学ぶＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ×ＤＸ勉強会（全２回、２０名参加） 

ＤＸスタディツアー（８名参加） 

地域企業 DX のためのアイデアワーク（１１名参加） 

令和７年度 地域企業とＩＴ事業者のためのＤＸ思考ワークショップ（全３回、２７名参加） 

課題解決スタディツアー（８名参加） 

地域企業とＩＴ事業者のためのＤＸセミナー＆地域企業DXリバースピッチ（２

３名参加） 

 

  ハ 先進的デジタル技術実証事業 旧：先進的ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネス創出実証事業 

・ ＡＩ・ＩｏＴ等の先進的なデジタル技術活用による県内産業の振興を目的として、デジタ

ル技術を活用したビジネスモデルの企画、システムの開発・実証を支援しました。 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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年度 採択数 

令和元年度 ２件（水産分野、自動車分野） 

令和２年度 ３件（物流分野、食品分野、製造分野） 

令和３年度 ３件（獣害対策分野、ガス事業分野、倉庫分野） 

令和４年度 １件（金型製造分野） 

令和５年度 ３件（製造業分野、介護分野、建設分野） 

令和６年度 １件（陸運分野） 

令和７年度 ２件 （建設分野、防災分野） 

  ※令和２年度までは「みやぎＩＴ市場獲得支援・形成促進事業」として実施 

 

② 事業の成果 

・ 企業間交流の場の創出などにより、県内ＩＴ企業とユーザー企業の交流を促進することで、地

域産業のデジタル化・ＤＸの推進や県内ＩＴ企業のビジネスチャンス拡大に寄与しています。 

・ 先進的デジタル技術を活用したビジネスモデルの実証を支援するとともに、その結果を県内企

業に共有することで普及促進を図り、県内における新たなビジネスの創出に寄与しています。 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

（５）商店街 NEXT リーダー創出事業 

○ 令和元～７年度事業費 ４３，０５９千円（基金活用額 ４３，０５９千円） 

［第３期（令和元～４年度） 事業費 １９，１４８千円（基金活用額 １９，１４８千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ２３，９１１千円（基金活用額 ２３，９１１千円）］ 

○ 商店街活動の新たな担い手やリーダーの創出を図ることを目的に、先進事例を学ぶためのセミ

ナーを実施するとともに、商店街の若手・女性商業者による実践的な取組等を支援。 

 

① 事業の実績 

イ セミナーの開催 

・ 県内の若手・女性商業者等を対象に、商店街活性化に係る先進事例を学ぶため、基礎講座

を全４回（うち１回は実地研修）、スキルアップ講座を全４回（うち１回は実地研修）、マネ

先進的デジタル技術活用による作業効率化の取組事例 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 

試作した治具を設置し 
橋梁を撮影 

3D モデル生成のための前処理（360°動画から

静止画を自動抽出・トリミング）システム開発 
撮影安定のための 360°カメラ用ジンバ

ルと 3D モデル寸法調製用の治具を試作 
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ジメント講座を全４回それぞれ開催しました。 

   ロ 若手・女性商業者による取組の支援 

   ・ 商店街団体や任意の若手・女性商業者グループを対象に、商店街活性化に向けた実践的な

取組に必要な経費を補助しました。 

ハ ネットワークミーティングの開催 

  ・ セミナー参加者や補助事業者のほか商店街関係者を参集し、補助事業者による活動報告と

交流会を開催しました。また、地域版ネットワークミーティングとして、栗原市内の商店街

関係者や、観光事業者等を参集し、活動報告と交流会に加え、BLUE FARM 株式会社の早坂

氏から地域ブランディングの手法等について基調講演をいただきました。 

 

年度 セミナーの開催 若手・女性商業者による

取組の支援（補助） 

ネットワークミーティング

の開催 

令和元年度 修了者 ７人 補助事業者 ８者 参加者５５人 

令和２年度 修了者 ７人 補助事業者１０者 （開催見送り） 

令和３年度 修了者 ５人 補助事業者 ６者 参加者４２人 

令和４年度 修了者２２人 補助事業者 ８者 参加者３５人 

令和５年度 修了者２４人 補助事業者１０者 参加者４９人 

令和６年度 修了者２５人 補助事業者１０者 参加者５４人 

令和７年度 修了者２８人 補助事業者１２者 参加者７２人 

  地域版：２８人 

  全体版：４４人 

通算 １１８人 ６４者 ３０７人 

※令和２年度については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により開催見送り  

 

② 事業の成果 

・ セミナーにより商店街の次代のリーダーとなり得る人材を育成したほか、実践的な取組への

支援を通じて、若手・女性商業者における商店街活動のノウハウの蓄積に寄与しました。 

・ 全体版ネットワークミーティングに加え、地域版ネットワークミーティングを開催すること

で、各地域での取組事例を広く波及させたほか、地域内の連携の促進ができました。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 

実地研修（山形県新庄市）の様子 セミナー（共通講座）の様子 地域版ネットワークミーティングの様子 
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（６）商工団体と連携した訪日外国人向けビジネスチャンス創出事業 

○ 令和７年度事業費 １６，０３４千円（基金活用額 ８，０１７千円） 

［第４期（令和７年度）事業費 １６，０３４千円（基金活用額 ８，０１７千円）］ 

○ 今後増加が見込まれる外国人居住者やインバウンドを対象に商品開発や販路開拓、集客の強化、

地域事業者の機会創出に取り組む商工団体に対して助成を実施。 

 

① 事業の実績 

・ 商工会（１団体）及び商工会議所（１団体）において当該補助金を活用し、訪日外国人の受

入体制強化に向け、各地域の課題に応じた事業を実施しました。 

・ 事業を通じ、中小企業・小規模事業者（８事業者）が訪日外国人に対応した受入体制整備を

行いました。 

年度 事業を活用した

商工団体数 

受入体制整備を行った

中小企業・小規模事業

者数 

実施事業 

令和７年度 ２団体 ８事業者 ・インバウンド需要を地域経済に波及

させるためのプラットフォーム構築準

備 

・外国人向け特産品開発に向けた地域

資源活用の検討 

通算 ２団体 ８事業者  

 

② 事業の成果 

・ 県内の２地域において、訪日外国人をターゲットとした商機創出の取組を実施することがで

きました。いずれの取組も、商工団体が地域事業者の橋渡し役として主導しつつ、地域の事業

者が主体的に関わる形で進められています。個社ではなく地域の商工団体を支援対象とする

ことで、個社単位の「点」ではなく、地域の事業者全体での「面」としての受入体制整備を拡

充するという、本事業の目的が的確に達成されています。 

・ 各商工会が実施した事業内容について、県内商工団体を対象とした事業報告会を開催するこ

とで、訪日外国人受入体制整備の必要性や課題に関する理解が県内で広く共有され、地域間の

連携意識が高まるとともに、受入体制整備のさらなる拡大に向けた機運醸成を図ることがで

きました。 
  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（７）観光地周遊促進事業 

○ 令和５～７年度事業費 ６３，６４５千円（基金活用額 ６３，６４５千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ６３，６４５千円（基金活用額 ６３，６４５千円）］ 

○ 県内観光地３か所において、ＡＩカメラ等を活用した混雑状況の分析、デジタルマップを活用

した観光エリアの情報発信、観光客の属性や行動データの分析を行い、県内観光地間の周遊促

進に向けた取組を推進。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和５年度 デジタルマップの運用（閲覧数延べ 52,206 回）、モデル地域における渋滞等解消時間

の縮減（延べ 137 時間）、観光消費額の増加（モデル地域合計 73,119 千円） 

令和６年度 

 

デジタルマップの運用（閲覧数延べ 14,623 回）、モデル地域における渋滞等解消時間

の縮減（延べ 196 時間）、観光消費額の増加（モデル地域合計 109,805 千円） 

令和７年度 

 

デジタルマップの運用（閲覧数延べ 5,225 回）、モデル地域における渋滞等解消時間の

縮減（延べ 209 時間）、観光消費額の増加（モデル地域合計 47,402 千円） 

 

② 事業の成果 

・ 栗駒山、鳴子峡、松島の３地区において、紅葉時期等の観光シーズンに合わせ、駐車場や観光 

施設にセンサーやＡＩカメラを設置して混雑状況を把握し、デジタルマップ「ミヤギタビマッ

プ」による情報発信を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタルマップのイメージ 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（８）DX 関連スタートアップ支援事業 

○ 令和６～７年度事業費 ４７，６４４千円（基金活用額 ４５，６４４千円） 

［第４期（令和６～７年度）事業費 ４７，６４４千円（基金活用額 ４５，６４４千円）］ 

（うち企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ２，０００千円） 

〇 DX 関連スタートアップ創出に係るイベントの開催及び、Miyagi Pitch Contest2024、2025 の

登壇者に対するフォローアップ支援を実施。 

 

① 事業の実績 

  ・ 業界著名人や投資家等に向けて起業家から革新的なビジネスモデルを提案するコンテストを開

催しました。さらに、投資家や先輩起業家による講演及び相互交流を図るため、コンテストのプ

レイベントも合わせて開催しました。 

・ また、企業等に挑む若者の裾野拡大のため事業創出体験プログラムを開催しました。 

 

年度 実績等 

令和６年度 ・「Miyagi Pitch Contest2025」へのエントリー数：59 者 

 一次、二次審査を経て１０者登壇 

・「Miyagi Pitch Contest2025」プレイベント参加者数：来場者３９名、オンライン配信

によるライブ視聴２６名 

・「Make a Move! in MIYAGI スタートアップチャレンジ Boot Camp」への学生参加者数：

３２人 

・「Miyagi Pitch Contest2024」の優勝者に対するフォローアップ支援の実施 

令和７年度 ・「Miyagi Pitch Contest2026」へのエントリー数：８６者 

 一次、二次審査を経て１０者登壇 

・Miyagi Pitch Contest 交流イベント「MPC のわ。」参加者数：２０名 

・大学生向け事業創出体験プログラム「DACCHA !」への学生参加者数：１９人 

・「Miyagi Pitch Contest2025」の優勝者に対するフォローアップ支援の実施 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 

実証事業のイメージ 
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「Miyagi Pitch Contest2026」登壇者概要及び審査結果（主なもの） 

登壇者 概要 結果 

NanoFrontier 

株式会社 

東北大学発の独自のナノ粒子生成技術と AI

デジタルツインシミュレーションを融合した

研究開発自動化プラットフォームを提供して

います。クラウド上の AIが最適な材料処方を

仮想空間で提案することで、汎用性の高いナ

ノ粒子生成のための試作回数を大幅に削減

し、研究開発期間の半減とコスト削減を実現

します。これにより、専門人材が不足する企

業でも高度な材料研究を内製化でき、地域産

業の DX と持続可能なものづくりを推進しま

す。 

 

 

 

 

 

第１位 

KAERU 株式会社 

高齢者や障がい者支援施設向けのキャッシュ
レス金銭管理支援サービスを提供していま
す。金銭管理が困難な人向けのプリペイドカ
ードと支援者向け画面を組み合わせること
で、福祉現場の現金管理業務をキャッシュレ
ス化し、紛失・盗難リスクを防止。職員の業
務を約 80%削減し、認知症高齢者や知的障が
い者等の自立支援に貢献する地域モデルの構
築を目指しています。 

 

 

 

第２位 

株式会社 

ミューシグナル 

クラウドファンディングで１億円を達成した、

世界で唯一のポータブル DJ マシン 「FJ1」。

その革新的なプロダクトが、ここ宮城県仙台

市から誕生しました。2023 年のプロジェクト

始動から約２年、徹底した開発と改良を重ね、

2025 年に量産化を実現。そして 2026 年、FJ1

はいよいよ、世界のステージへ挑みます。 

 

 

 

 

第３位 

※Miyagi Pitch Contest登壇順に記載 

  

② 事業の成果 

・ ピッチコンテストの開催により、登壇者にとってベンチャーキャピタルからの資金調達や事

業会社からの商談・協業に向けた動きにつながるなど、多くのビジネスチャンスが生まれるイ

ベントとなりました。資金調達や商談等に関する交渉が 24件生まれました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Miyagi Pitch Contest2026 集合写真 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（９）アグリビジネス経営体確保支援事業 

○ 平成２０～令和７年度事業費 １，３１４，２８１千円（基金活用額 １，３１４，２８１千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費 ２１２，３５０千円（基金活用額 ２１２，３５０千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ３６８，８９２千円（基金活用額 ３６８，８９２千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ５０７，０３２千円（基金活用額 ５０７，０３２千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ２２６，００７千円（基金活用額 ２２６，００７千円）］ 

○ 「競争力ある農林水産業への転換」を早期に実現させるため、高い企業マインドを有するアグ

リビジネス経営に取り組む人材や企業の育成、施設整備の支援。 

 

 ① 事業の実績 

・ （公財）みやぎ産業振興機構に設置した「アグリビジネス支援室」を中心に、アグリビジネ

ス経営体の育成を支援しました。 

年度 実績等 

平成２０年度 アグリビジネス経営者養成講座開催、アグリビジネスステージアップ支援 

平成２１年度 アグリビジネス経営者養成講座開催、アグリビジネスステージアップ支援、経営

体支援コアチームによる集中支援 

平成２３年度 甚大な震災被害の中でアグリビジネスに取り組む経営体の事業正常化と新しい事

業展開を支援 

平成２４年度 アグリビジネスに取り組む経営体や、競争力のあるアグリビジネス経営体の育成

支援、施設整備の助成（４件（園２／ｱｸﾞﾘ２））を実施 

平成２５年度 震災後設立した法人や被災した法人の「早期の経営安定化」を図るため、講座の

開催（３コース、５９人受講）や専門家派遣（１２社、５７回）、施設整備の助成（６件

（園２／ｱｸﾞﾘ４））を実施 

平成２６年度 各種講座（３コース、６２人受講）による人材育成支援や、専門家派遣（１５社、６３

回）による経営課題の解決を支援、施設整備への助成（４件（園２／ｱｸﾞﾘ２））を実

施 

平成２７年度 各種講座（３コース、８４人受講）による人材育成支援や、専門家派遣（１８社、８４

回）による経営課題の解決を支援、施設整備への助成（１件（ｱｸﾞﾘ１））を実施 

平成２８年度 各種講座（３コース、８１人受講）による人材育成支援や、専門家派遣（１８社、７５

回）による経営課題の解決を支援、施設整備への助成（２件（園２））を実施 

平成２９年度 各種講座（３コース、５５人受講）による人材育成支援や、専門家派遣（１９社、７２

回）による経営課題の解決を支援、施設整備への助成（１件（ｱｸﾞﾘ１））を実施 

平成３０年度 各種講座（３コース、６０人受講）による人材育成支援や、専門家派遣（１６社、７７

回）による経営課題の解決を支援、施設整備への助成（１件（ｱｸﾞﾘ１））を実施 

令和元年度 各種講座（３コース、６３人受講）による人材育成支援や、専門家派遣（２０社、９０

回）による経営課題の解決を支援、施設整備への助成（２件（園１／ｱｸﾞﾘ１））を実

施 

令和２年度 次世代トップリーダーを対象とした講座（８人受講）や組織力向上のための社員

研修支援（６社）、専門家派遣（１４経営体、８０回）による経営課題の解決を支援、

施設整備への助成（２件（園２））を実施 

令和３年度 次世代トップリーダーを対象とした講座（７人受講）や組織力向上のための社員

研修支援（５社）、専門家派遣（１７経営体、８２回）による経営課題の解決を支援、

施設整備への助成（２件（園１／ﾌｰﾄﾞ１））を実施 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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年度 実績等 

令和４年度 次世代トップリーダーを対象とした講座（７人受講）や生産性向上や自主的な改

善 

活動が継続できる組織づくり支援（２社、各社１０人）、専門家派遣（１８経営体、 

９０回）による経営課題の解決を支援、施設整備への助成（４件（園３／ﾌｰﾄﾞ１））を

実施 

令和５年度 次世代トップリーダーを対象とした講座（６人受講）や農産物販売力向上のため

のＥＣサイト運用講座（４社、３回）、専門家派遣（２１経営体、７４回）による経

営課題の解決を支援した他、施設整備への補助（３件（園１／ﾌｰﾄﾞ 2））を実施 

令和６年度 次世代トップリーダーを対象とした講座（５人受講）や農産物販売力向上のため

のＥＣ戦略構築講座（４社、３回）、専門家派遣（１６経営体、７０回）による経営

課題の解決を支援した他、施設整備への補助（２件（園１／ﾌｰﾄﾞ１）を実施 

令和７年度 次世代トップリーダーを対象とした講座（７人受講）や販売力向上のための販売

戦略講座（５社６名受講）等各種講座の開催及び専門家派遣（１９経営体、７７回）に

よる経営課題の解決を支援した他、施設整備への補助(１件（ﾌｰﾄﾞ１））を実施 

※施設整備について、（ ）内に内訳を記載。 

（園：大規模園芸経営体育成事業、ｱｸﾞﾘ：アグリビジネス基盤整備事業、ﾌｰﾄﾞ：フードバリュ

ーチェーン構築基盤整備事業） 

        

② 事業の成果 

・ （公財）みやぎ産業振興機構アグリビジネス支援室で事業計画のブラッシュアップや経営課

題の解決を支援するために専門家を派遣し、アドバイスを行い、経営改善を促進しました。加

えて、各種ビジネス講座を開催し、企業的経営感覚を持った農業経営者の育成や知識習得を支

援しました。  

・ 令和７年度は、いちごを生産する農業法人（１法人）に対して、イチゴの選果場兼出荷場の整

備、生産物の品質向上と均質化を可能とする自動ラップ包装機能付きライン設備の整備に係

る経費を助成し、アグリビジネス経営体の確保及び育成を図りました。 

・ 令和７年度末の年間１億円以上の売上を達成したアグリビジネス経営体数及び売上額合計

は、令和６年度末と比較して増加し、経営体数が１９２経営体、売上額の合計は約７２９億円とな

っています。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構が実施したアグリビジネス 

次世代トップリーダー養成講座 

イチゴの高設栽培ベンチや環境制御装置

等の整備を支援 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（10）陸上養殖経営体育成事業 

○ 令和５～７年度事業費 ２５１，３２２千円（基金活用額 ２５１，３２２千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ２５１，３２２千円（基金活用額 ２５１，３２２千円）］ 

○ 水産物を安定供給する体制を構築するため、漁業者等が閉鎖循環式陸上養殖システム等を導入

するために必要な費用の一部を補助するとともに、陸上養殖を普及させるためセミナーの開催

や専門家派遣を実施 

 

①  事業の実績 

年度 実績等 

令和５年度 ・陸上養殖導入支援として、１者に補助金を交付した。 

・水産青年フォーラム（宮城県漁業協同組合主催）において、閉鎖循環式陸上養殖に

関する情報提供を行った(１５６名参加)。 

・宮城県陸上養殖推進セミナーを開催した(５５名参加)。 

令和６年度 ・陸上養殖導入支援として、１者に補助金を交付した。 

・海面養殖・陸上養殖に関する勉強会を開催した（８５名参加）。 

令和７年度 ・陸上養殖導入支援として、３者に補助金を交付決定した。（令和８年度へ繰越） 

・宮城県陸上養殖推進セミナーを開催した(４７名参加)。 

・陸上養殖システム導入支援補助金の活用事業者１者に対し、専門家を派遣した。 

 

②  事業の成果 

・ 陸上養殖導入支援により、事業者の初期費用に係る負担軽減を図り、県内の陸上養殖普及を

推進した。 

・ 漁業協同組合職員、流通加工団体関係者、自治体職員等を対象としたセミナーや勉強会の開

催により、陸上養殖の普及のための機運醸成を図った。 

・ 陸上養殖導入支援により新たに陸上養殖システムを導入した事業者に対し、専門家派遣によ

り課題解決を支援した。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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「海面養殖・陸上養殖に関する勉強会」 開催状況       「宮城県陸上養殖推進セミナー」 開催状況 

 

 

（11）航空路線誘致促進事業 

○ 令和５～７年度事業費 １６２，５００千円（基金活用額 １６２，５００千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 １６２，５００千円（基金活用額 １６２，５００千円）］ 

○ 仙台空港に新規就航する航空会社や既存路線の増便、機材の大型化等を実施した航空会社を対

象に、仙台空港国際化利用促進協議会を通じて助成金を交付し、新規航空需要の創出を促進。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

令和５年度 助成実績 件数：３件（新規就航１、増便２） 

       金額：計２９,５００千円 

令和６年度 助成実績 件数：７件（新規就航４、増便１、大型化２） 

       金額：計７８，０００千円 

令和７年度 助成実績 件数：４件（新規就航２、新規路線開設１、大型化１） 

       金額：計５５，０００千円 

 

 ② 事業の成果 

・ 需要が不安定な就航初期に係る費用を助成してリスクを低減することにより、航空会社の新

規就航等を後押しし、仙台空港利用者の拡大に寄与しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 新規就航セレモニー（仙台空港） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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その他の地域産業集積促進に関する事業 

 

 

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

地方振興事務所からの企画提案により、地域産
業の持続的な発展に資する取組を実施

令和5～7年度
19,959

（19,959）

企業合同説明会、親子工場見学会の実施や観
光人材の育成など地域産業の振興に寄与する事
業を各地方振興事務所において実施

地元企業の周知や交流人口の増加等地域産
業の持続的な発展に貢献

積極的な事業展開を行う伝統的工芸品製造業
者に対する産学官連携等による需要開拓支援
等

平成29～令和7年度
40,747

（37,458）

新商品開発や需要開拓等の事業への補助を実
施するほか、展示会等への出展を支援

新商品開発等の促進や販路拡大に貢献

県内の優れた工業製品を発掘し、「みやぎ優れ
ＭＯＮＯ」として認定するとともに、認定製品の市
場開拓や販路拡大等を支援

平成28～令和7年度
85,000

（85,000）

県内で生産された優れた工業製品の中から「み
やぎ優れMONO」として認定

ホームページやパンフレット等による情報発信
や展示会への出展により認定製品の販路拡
大、知名度向上に貢献

未利用地等を活用した再エネ電力と県内の需要
家とのマッチング支援等

令和6～7年度
5,229

（5,229）

　県内の再エネ需要家、発電事業者のマッチング
参加意欲の把握、事業実施スキーム見直しのう
え、県有未利用地１か所を対象に公募し、１者と
事業実施に関する協定を締結した。

県内の再エネ需要家（企業）の再エネ調達支
援と地域共生型再エネ事業の実現に貢献

沿岸被災地をフィールドとした電動モビリティの
活用実証事業に関し、実施主体（女川町、南三
陸町）の実施費用を支援

令和元～7年度
26,853

（26,853）

環境負荷の少ない電動モビリティを活用した実証
事業に対して補助金を交付したほか、関係機関と
の調整など側面支援を実施

地域における新ビジネスの創出や地域課題の
解決、低炭素なまちづくりに貢献

UDタクシー車両を新たに導入する事業者等に対
し、導入費用を支援

令和2～7年度
166,600

（166,600）

ユニバーサルデザインタクシーを導入するタク
シー事業者等に対して補助金を交付（177件346
台）し、ユニバーサルデザインタクシーの普及及
び利活用を促進

地域における取引拡大や地域課題の解決、低
炭素なまちづくりに貢献

商店街組合やまちづくり会社が商店街の課題を
解決するために必要なソフト・ハード事業及びビ
ジョン形成を支援

令和元～7年度
37,863

（37,863）

12地域の商店街将来ビジョンの作成と10地域の
課題解決事業に補助を実施

時代に適合した商店街の構築に貢献

商店街組織や商業者等が実施する、従来の商
業機能を強化・補完するための新たな販売手法
の取組に対して費用を支援

平成30～令和7年度
12,412

（12,412）

7市町の地域買いもの機能強化事業に補助を実
施

商業空白地域の新たな販売手法に取り組むこ
とにより、買い物弱者対策に貢献

将来的な宮城県へのリピーターを獲得するた
め、県外学校に対して震災学習を含めた教育旅
行のモニターツアーを実施

平成26～令和7年度
63,879

（57,221）

国内教育旅行関係者を対象としたモニターツアー
を実施し、延べ146名が参加

国内教育旅行モニターツアーに参加した学校
のうち、24校が本県で教育旅行を実施

教育旅行やインセンティブツアーの誘致に取り
組むとともに、現地デスクの設置等により現地で
の情報発信機能を強化

平成28～令和7年度
189,383

（189,383）

台湾・中国・香港・韓国・欧米市場向けに、SNSを
活用した情報発信を実施したほか、学校長等教
育旅行関係者や旅行会社の招請事業を実施し
た。

各市場のSNSを一元管理し、効果的に発信す
ることで本県の認知度向上、訪日外国人観光
客の拡大につなげたほか、招請した学校が教
育旅行で本県を訪れた。

本県の農林水産物の輸出に取り組む事業者の
スタートアップから海外ビジネス展開の段階に応
じて細やかな個別支援を実施するとともに、輸出
に当たって課題となる物流面などの課題解決に
向けたバリューチェーンのモデル構築により、更
なる輸出拡大を図る

令和3～7年度
42,881

（23,159）

国際ビジネス推進コーディネーターを設置し、県
内企業の海外販路開拓を支援するとともに、商
談等の海外ビジネスマッチング支援を実施

県内企業の海外販路開拓、利益拡大に貢献

半導体関連の国際展示会への出展支援等を通
じ、県内企業の半導体分野への参入促進・取引
機会創出を支援

令和7年度
9,078

（4,539）
※R8年度へ事業を繰越 ※R8年度へ事業を繰越

海外企業や研究機関等を招へいし、投資環境の
視察や県内企業とのビジネスマッチングなどを
実施することにより、海外からの投資を促進

令和6～7年度
9,106

（9,106）

海外企業を招へいし、ナノテラス等の県内投資環
境PR及び県内企業とのビジネスマッチングを実
施

海外からの投資及び海外企業と県内企業との
連携・協業を促進

水素エネルギーに関する産業創出に向けた学
術機関と連携した研究セミナーの開催

平成29～令和7年度
4,602

（4,602）
水素・燃料電池関連産業セミナー（20回）を開催

事業者等を対象に、関連産業への参入検討に
必要な技術情報等を提供

　大規模施設園芸の立地を優遇する制度を導入
するとともに、農業参入フェア等を通して、県の
施設園芸の取組事例を広く紹介し、県内外の農
業法人等の誘致を図る

令和5～7年度
4,116

（2,916）

農業参入フェアにおける出展（6回）、農業参入に
かかる企業訪問及び相談対応（82社）、PR動画
作成（1本）、リーフレット作成（5種）、ターポリン作
成（1種）、クリアファイル作成（1種）を実施

農業参入フェア等を通して宮城県で施設園芸
に取り組む利点を効果的にPRし、企業誘致に
活用するPR動画やリーフレット等を整備したほ
か、それらを活用した企業相談や企業訪問を
実施

畜産の労働生産性向上と食品産業との連携強
化を図るため、生産者のデジタル技術導入を支
援するとともに、県内独自銘柄畜産物やその加
工品の販売イベント開催を支援

令和4～7年度
48,573

（36,992）

生産者のICT･IoT等技術導入を支援（17件）する
とともに、販売会の開催（25回）や出展支援（30
件）を実施

県内畜産業における労働生産性の向上と消費
拡大に貢献

仙台空港民営化を契機とした航空旅客及び貨物
量拡大に向けた実証事業等を実施

平成26～令和7年度
180,163

（180,163）

LCC等と連携した利用促進事業や国内貨物量の
拡大に向けた実証事業等を通じ、現状と課題の
調査・分析を実施。

LCCやRJと連携した利用促進事業（実施事業
数15件）や国内貨物量の拡大に向けた実証事
業等（貨物輸送等に係る分析12件）を通じ、現
状と課題の調査・分析を実施。

1-6 地域産業振興促進 

みやぎの伝統的工芸品産業振興事業

みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業

地域支援事業

次世代型商店街形成支援事業

買い物機能強化支援事業

再エネ電力調達マッチング支援事業

次世代自動車技術実証推進事業

ユニバーサルデザインタクシー普及促進
事業

外国人観光客誘致促進事業

県産食品海外ビジネスマッチングサポー
ト事業

教育旅行誘致促進事業

みやぎ大規模施設園芸立地奨励金

多様で特色のある県畜産物の生産消費
促進事業

対宮城県直接投資促進事業

水素エネルギー産業創出事業

半導体関連産業海外販路開拓支援事業

仙台空港６００万人・５万トン実現推進事
業

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 



 
79 

 
平成２０～令和７年度事業費 ６，０１３百万円（基金活用額 ２，８８８百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費  ３，４６２百万円（基金活用額   ９２０百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費     ４５０百万円（基金活用額   ３５２百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費  １，３４１百万円（基金活用額 １，３１３百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費    ７５９百万円（基金活用額   ３０３百万円）］ 

「災害対策パッケージ」については、近い将来に発生が確実視される宮城県沖地震などの大規模

な自然災害に備え、災害に対応する産業活動基盤の強化や防災体制の整備など、県民や企業の被

害最小化のための施策を展開しました。 

 

 

 

平成２０～令和７年度事業費 ４，６１２百万円（基金活用額 １，７７１百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費 ２，９２８百万円（基金活用額   ５３７百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費    １０１百万円（基金活用額    １０１百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 １，０４７百万円（基金活用額 １，０４７百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費    ５３６百万円（基金活用額     ８７百万円）］ 

多くの県民が利用する施設の耐震化を推進するなど、災害時における県民生活の安全と経済活

動の確保を図りました。 

 

（１）防災・減災森林インフラ整備事業 

○ 令和５～７年度事業費 ４９９，５１３千円（基金活用額 ４９，９９９千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ４９９，５１３千円（基金活用額 ４９，９９９千円）］ 

○ 頻発化・激甚化する自然災害に備え、指定避難所や避難路など重要施設を保全する治山施設の

機能強化等を図るための対策を実施。 

 

① 事業の実績 

    年度 実績等 

令和５年度 既存治山施設の維持補修・機能強化工事（２２施設） 

令和６年度 既存治山施設の維持補修・機能強化工事（２４施設） 

令和７年度 既存治山施設の維持補修・機能強化工事（３２施設） 

 

 ② 事業の成果 

・ 治山施設の機能が確保されたことにより、指定避難所や避難路など重要施設の安全性を確保

することができ、地域防災力の向上に貢献しました。 

２-１  災害に対応する産業活動基盤の強化 

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-１ 災害に対応する産業活動基盤の強化」 
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（２）特定建築物等震災対策事業 

○ 平成２０～２３・２５～令和２年度・令和５～７年度事業費 １２５，２０３千円 

（基金活用額 １２５，２０３千円）     

［第１期（平成２０～２３年度）  事業費   １７，５２７千円（基金活用額   １７，５２７千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費  １０１，４１２千円（基金活用額 １０１，４１２千円）］ 

［第３期（平成３０～令和２年度）事業費     ５，４６４千円（基金活用額   ５，４６４千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費        ８００千円（基金活用額     ８００千円）］ 

○ 指定避難所等の耐震化を促進するため、市町村が実施する耐震診断に要する費用の一部を補助

するほか、耐震診断が義務化された大規模な特定建築物耐震改修工事を促進するため、市町村

が所有者に対して耐震診断、耐震補強設計、耐震改修工事費用を補助する場合に、市町村負担分

の一部を補助。 

 
① 事業の実績 

 ・ 指定避難所８９施設の耐震診断経費及び大規模特定建築物８施設の耐震診断、４施設の補強設

計、１０施設の改修工事助成経費を補助しました。 

 

年度 実績等 

平成２０年度 指定避難所耐震診断（１０件） 

平成２１年度 指定避難所耐震診断（１３件） 

平成２２年度 指定避難所耐震診断（１８件） 

平成２５年度 指定避難所耐震診断（ ５件） 

平成２６年度 指定避難所耐震診断（ ９件）、大規模特定建築物耐震診断（ ３件） 

平成２７年度 指定避難所耐震診断（ ８件）、大規模特定建築物耐震診断（ ５件） 

大規模特定建築物補強設計（ ３件）、大規模特定建築物耐震改修工事（ ３件） 

平成２８年度 指定避難所耐震診断（ ５件）、大規模特定建築物耐震改修工事（ ３件） 

平成２９年度 指定避難所耐震診断（１５件）、大規模特定建築物耐震改修工事（ ３件） 

栗原市栗駒文字沼前地内（蟹沢） 栗原市栗駒文字荒砥沢地内（石株沢） 

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-１ 災害に対応する産業活動基盤の強化」 
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年度 実績等 

平成３０年度 指定避難所耐震診断（５件）、大規模特定建築物補強設計（１件） 

大規模特定建築物耐震改修工事（１件） 

令和５年度 指定避難所耐震診断（１件） 

令和６年度 （実績なし） 

令和７年度 （実績なし） 

第１期通算 指定避難所耐震診断（４１件） 

第２期通算 
指定避難所耐震診断（４２件）、大規模特定建築物耐震診断（８件） 

大規模特定建築物補強設計（ ３件）、大規模特定建築物耐震改修工事（９件） 

第３期通算 
指定避難所耐震診断（５件）、大規模特定建築物補強設計（１件） 

大規模特定建築物耐震改修工事（１件） 

第４期通算 指定避難所耐震診断（１件） 

通算 指定避難所耐震診断（８９件）、大規模特定建築物耐震診断（８件） 

大規模特定建築物補強設計（４件）、大規模特定建築物耐震改修工事（１０件） 
 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

② 事業の成果 

・ 令和７年度末時点で、県内の指定避難所は、耐震化率が９８.７２％となり、耐震診断助成事業 

開始前の平成１９年度末時点の６９％から大幅な改善が図られています。 

・ また、市町村と防災協定を締結し、市町村地域防災計画の避難所に位置づけられたホテルな

ど民間大規模建築物の耐震化を促進することで、安全な民間施設を防災拠点に活用すること

ができ、地域防災力の向上につながっています。 

  

改修工事の状況 耐震改修完了(鳴子ホテル) 

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-１ 災害に対応する産業活動基盤の強化」 
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（３）ブロック塀等除却助成事業 

○ 令和２～７年度事業費 ２７，９１０千円（基金活用額 ２７，９１０千円） 

［第３期（令和２～４年度）事業費  １６，９７３千円（基金活用額 １６，９７３千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）事業費  １０，９３７千円（基金活用額 １０，９３７千円）］ 

○ 通学路等に面したブロック塀等の倒壊による事故を未然に防止し、学童をはじめとする通行人

の安全を確保するために、倒壊等のおそれのある危険なブロック塀等の所有者に対して市町村

が除却工事に対する助成事業を行う場合に、市町村負担分の一部を助成。 

 

① 事業の実績 

・ 令和２年度から令和７年度で延べ２９市町８５８件の助成を実施し、危険ブロック塀の安全確保 

を推進している。 

年度 実績等 

令和２年度 １４市町１２６件 

令和３年度 ２４市町１８５件 

令和４年度 ２４市町２２１件 

令和５年度 ２４市町 ９４件 

令和６年度 ２５市町 ９６件 

令和７年度 ２９市町１３６件 

通算 延べ２９市町８５８件 

 

② 事業の成果 

・ スクールゾーン内における危険なブロック塀等の安全性確保に向け、所有者に対する改善 

指導、フォローアップを継続して行いました。その結果、平成３０年の県等の調査で「除却が 

必要」と判定されたブロック塀のうち、令和元年度から令和７年度で２４５箇所が改善されまし 

た。（注１） 

・ ひび割れや傾きがあるブロック塀を改善することで、倒壊や落下被害を防ぎ、児童等の歩行

者の安全を確保することができました。（注 2） 

 

   

 

 

 

 

（注１）仙台市を除く改善件数（スクールゾーン外も含むなど、調査対象や範囲が県と異なるため） 

（注 2）宮城県建築宅地課 HPより抜粋  

なお、改善後の写真については個人の住居であるため、掲載をしておりません。 

 

 

 

Ⅳ「２ 災害対策パッケージ」 「２-１ 災害に対応する産業活動基盤の強化」 
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その他の災害に対応する産業活動基盤の強化に関する事業 

 

 

 

 

 

平成２０～令和７年度事業費 １，４０１百万円（基金活用額 １，１１７百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費 ５３４百万円（基金活用額 ３８３百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ３４９百万円（基金活用額 ２５０百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ２９４百万円（基金活用額 ２６５百万円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ２２４百万円（基金活用額 ２１８百万円）］ 

【参考】第４期（令和５～７年度）企業版ふるさと納税寄附金活用額 事業費 ５，３５０千円 

防災体制の充実に向け、東日本大震災などの大規模な災害の教訓を生かし、地域の防災対策の

中心となる人材の養成等を実施しました。 

 

（１）被災した企業経営者等による中小企業向け防災研修事業 

○ 令和５～７年度事業費 ４，７５９千円（基金活用額 ４，７５９千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ４，７５９千円（基金活用額 ４，７５９千円）］ 

○ 次なる災害を見据えた防災・減災を進めるため、企業経営者等の災害時の経験や得られた教訓

などを紹介し、県内企業の防災意識向上を推進。 

 

① 事業の実績 

・ 東北大学災害科学国際研究所との共同研究として研修プログラムを作成した。また、セミナー

形式研修を１回実施しました。 

年度 実績等 

令和５年度 プログラム策定。モニター研修１回実施。 

令和６年度 プログラム策定。セミナー形式研修１回実施。 

令和７年度 プログラム策定。セミナー形式研修１回実施。 

 

 ② 事業の成果 

・ 研修実施の際に講師となる企業を選定し、聞き取りの上講義可能な内容を取りまとめました。 

・ セミナー形式研修において、毎年継続して行っていることもあり、今年度は参加者が過去最高を

記録しました。 

・ 研修終了後に、中小企業支援室と事業管理課で行っている BCP の PR を併せて行いました。 

・ 受講者にアンケートを実施し、「今回の研修で企業防災や BCP に関する学びや気づきについて」

大いに得られたという回答を多数いただき、県内の防災意識向上を図りました。 

・ アンケート結果を次年度以降に実施する研修の参考としました。 

2-1 災害に対応する産業活動基盤の強化 事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

市町村が行う小中学校施設の防災対策事業の
うち、国庫補助の対象とならない小規模な非構
造部材の耐震対策工事を支援

平成30～令和7年度
55,283

（55,283）

市町村立小中学校施設の非構造部材の耐震対
策工事に要する経費の一部を補助(11市町のべ
52校)を実施

市町村立小中学校の耐震対策を支援小規模防災機能強化補助事業

２-２  防災体制の整備 

Ⅳ「２ 災害対策パッケージ」 「２-２ 防災体制の整備」 
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（２）地域防災リーダー育成等推進事業 ※平成２０～令和２年度：防災指導員養成事業 

○ 平成２０～令和７年度事業費 １９３，４６５千円（基金活用額 １８３，８４８千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）   事業費 １９，５４４千円（基金活用額 １９，５４４千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）   事業費 ６０，２７９千円（基金活用額 ５６，９０９千円）］ 

［第３期（平成３０～令和４年度）事業費 ５９，２２０千円（基金活用額 ５９，２２０千円）］ 

［第４期（令和５～７年度）     事業費 ５４，４２３千円（基金活用額 ４８，１７５千円）］ 

（うち企業版ふるさと納税寄付金活用額 事業費 ５，３５０千円） 

○ 地震・津波、洪水及び土砂災害等についての基礎的事項や事前の防災対策などの知識を持つ地

域防災リーダーや避難誘導方法などの知識を持つ企業防災リーダーを計画的に育成し、減災に

役立つ具体的な行動の波及を図り、地域と企業の震災対策を推進することで、県全体の防災力

の向上を目指す。 

 

①  事業の実績 

  ・ 地域防災リーダー等育成研修を実施し、地域・企業の防災知識の習得を図るとともに、講習

受講者を対象に、平成２４年度から地域防災コース、平成２６年度から企業防災コースのフォロ

ーアップ講習を実施し、スキルアップを図りました。 

 

年度 実績等 

平成２０年度 地域防災リーダー養成研修（９回、５３１人受講） 

平成２１年度 養成講習 地域防災コース（１６回、７６６人受講）、企業防災コース（４回、１４２人受講） 

平成２２年度 養成講習 地域防災コース（１７回、７７５人受講）、企業防災コース（５回、１６０人受講） 

平成２４年度 養成講習 地域防災コース（１８回、６０７人受講）、企業防災コース（５回、１４１人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（５回、２２６人受講） 

平成２５年度 養成講習 地域防災コース（１８回、６０８人受講）、企業防災コース（５回、１４２人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（５回、１４７人受講） 

平成２６年度 養成講習 地域防災コース（１８回、７６１人受講）、企業防災コース（４回、８８人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（８回、２２７人受講）、企業防災コース（２回、５２人受講） 

平成２７年度 養成講習 地域防災コース（１９回、７１２人受講）、企業防災コース（３回、５９人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（９回、２２５人受講）、企業防災コース（１回、１７人受講） 

セミナー形式研修の様子 

Ⅳ「２ 災害対策パッケージ」 「２-２ 防災体制の整備」 
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年度 実績等 

平成２８年度 養成講習 地域防災コース（１８回、６２２人受講）、企業防災コース（４回、１０２人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（８回、１９５人受講）、企業防災コース（１回、２７人受講） 

平成２９年度 養成講習 地域防災コース（２１回、７６７人受講）、企業防災コース（２回、３５人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（８回、１８８人受講）、企業防災コース（１回、４０人受講） 

平成３０年度 養成講習 地域防災コース（１５回、６５７人受講）、企業防災コース（１回、３０人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（１７回、５１７人受講）、企業防災コース（１回、２１人受講）  

令和元年度 養成講習 地域防災コース（１４回、５８０人受講）、企業防災コース（１回、２０人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（１４回、４８６人受講）、企業防災コース（１回、７人受講） 

令和２年度 養成講習 地域防災コース（１０回、４１７人受講）、企業防災コース（１回、４３人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（１１回、２６８人受講）、企業防災コース（１回、２７人受講）  

令和３年度 養成講習 地域防災コース（１３回、４６９人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（１１回、２６４人受講） 

※企業防災コースは新型コロナウイルス感染症のため、開催中止  

令和４年度 養成講習 地域防災コース（１８回、５８６人受講）、企業防災コース（１回、３６人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（１１回、３１６人受講）、企業防災コース（１回、３４人受講）  

令和５年度 養成講習 地域防災コース（１３回、４５６人受講）、企業防災コース（１回、２０人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（８回、２００人受講）、企業防災コース（１回、２９人受講） 

令和６年度 養成講習 地域防災コース（１６回、５４４人受講）、企業防災コース（１回、４１人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（１３回、３８５人受講）、企業防災コース（１回、２３人受講） 

令和７年度 養成講習 地域防災コース（１７回、５３４人受講）、企業防災コース（１回、２９人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（１３回、３１０人受講）、企業防災コース（１回、１８人

受講） 

第１期通算 養成講習 地域防災コース等（２，６７９人受講）、企業防災コース（４４３人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（２２６人受講） 

第２期通算 養成講習 地域防災コース（３，４７０人受講）、企業防災コース（４２６人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（９８２人受講）、企業防災コース（１３６人受講） 

第３期通算 養成講習 地域防災コース（２，７０９人受講）、企業防災コース（１２９人受講）、 

フォローアップ講習 地域防災コース（１，８５１人受講）、企業防災コース（８９人受講） 

第４期通算 養成講習 地域防災コース（１，５３４人受講）、企業防災コース（９０人受講）、 

フォローアップ講習 地域防災コース（８９５人受講）、企業防災コース（７０人受講） 

通算 養成講習 地域防災コース等（１０，３９２人受講）、企業防災コース（１，０８８人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（３，９５４人受講）、企業防災コース（２９５人受講） 
 

 

 

 ・ 東日本大震災時の防災リーダーの活動実態を調査し、活動実態を取りまとめました。 

  実施年度：平成２７年度 

調査対象：東日本大震災前に宮城県防災指導員養成講習（地域防災コース）を修了した者 

（調査対象数：１，９７６人、有効回答人数：１，２３０人、回答率:６２．２％） 

 

 

※ 通算において、平成２０年度地域防災リーダー養成研修の受講者数は、養成講習地域防災コース等に含んでいる。 

※ 受講者の人数は、教員（防災主任、安全担当主幹教諭等）を含めて集計している。 

Ⅳ「２ 災害対策パッケージ」 「２-２ 防災体制の整備」 
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 ② 事業の成果 

  ・ 養成した防災リーダーは、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災時において、自主防災

組織での活動の中などで、安否確認や情報収集・伝達等について先導的な役割を果たしまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域建設産業災害対応力強化支援事業 

○ 令和５～７年度事業費 ６８，３９４千円（基金活用額 ６８，３９４千円） 

［第４期（令和５～７年度）事業費 ６８，３９４千円（基金活用額 ６８，３９４千円）］ 

○ 大規模な災害の発生に備え、県の防災力の更なる強化を図るために、県内の建設企業等が取り

組む防災体制の構築や対応力の強化等に必要な費用の一部を補助するもの。 

 

① 事業の実績 

年度 補助件数 金額 主な事業内容 

令和５年度 ２５件 １７,０２３千円 レーザースキャナーの購入、測量用ドローンの購入等 

令和６年度 ２９件 ２１,５１７千円 トータルステーション、発電機の購入、BCP 策定等 

令和７年度 ４７件 ２９,８５４千円 ドローン、発電機の購入、ドローン講習、BCP 策定等 

 

 ② 事業の成果 

・ 防災体制の構築や災害対応力の強化が図られました。 

・ BCP（事業継続計画）を策定済み又は策定することを誓約した企業を補助事業者の要件とし

ていることから、令和７年度に交付した４７者のうち未策定だった２１者について、BCP の策

定促進が着実に図られました。 

 

 

 

 

 

 

 

養成講習の様子 
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その他の防災体制の整備に関する事業 

 
 

 

 

 

 

2-2 防災体制の整備 事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

私立学校の防災対策を支援するため学校施設
整備の非構造部材の耐震化などを支援

平成25～令和7年度
99,548

（92,045）

私立学校施設の非構造部材に係る耐震化等に
要する経費の一部を補助

私立学校の防災対策を支援

 災害発生時等における中小企業等の事業継続
及び地域住民との連携推進を目的として、中小
企業等がBCP・事業継続力強化計画を実践する
ための設備等の導入を支援

令和6～7年度
27,734

（27,734）

非常食、簡易トイレ、ソーラーパネル等の備蓄品
の購入(11件)、非常用発電機、ヘリポート、蓄電
池等設備の導入(3件)を支援

災害発生時等における中小企業等の事業継
続及び地域住民との連携推進に貢献

大規模災害時における経済的な被害の最小化
につなげるため、水災・地震補償を付帯した保
険に新規加入する者を支援

令和3～7年度
59,456

（59,413）

新たに水災・地震保険に加入した世帯に対し補
助(6,588件)を実施

県民の自助の取組に対する意識の向上及び
地域防災力の向上に貢献

災害対応時に必要な揮発油等石油製品の備蓄
及び管理

平成27～令和7年度
16,798

（16,798)

災害対応型中核給油所(R7末時点 34か所)及び
小口燃料配送拠点(R7末時点 5か所)での揮発油
等石油製品の備蓄及び管理を行うための経費の
一部を支援

災害時の緊急車両等へ給油する燃料を確保

自主防災組織等における将来の地域防災活動
の担い手となる、「みやぎ防災ジュニアリーダー
（高校生）」を養成

令和3～7年度
1,195

（1,195）
みやぎ防災ジュニアリーダー養成研修会を実施

将来の地域防災活動の担い手として、県内高
校生538名を「みやぎ防災ジュニアリーダー」に
認定し、申請者全員が宮城県防災指導員に認
定された

私立学校施設設備災害対策支援事業

中小企業等BCP・事業継続力強化計画
実践支援事業

水災補償付き火災保険等加入支援事業

災害用石油製品備蓄事業

みやぎ防災ジュニアリーダー養成事業

Ⅳ「２ 災害対策パッケージ」 「２-２ 防災体制の整備」 
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（単位：千円）

うち基金活用額

6,204,004 5,975,708

(405,017) (287,530)

3,667,691 3,621,069

(70,043) (70,043)

1 みやぎ企業立地奨励金事業
経済商工観光部

産業立地推進課 3,041,200 3,041,200
　県内に製造業に係る工場等を新設又は増設した自動車関連産業・高度電子機械産業・食品関連産業の企業等

20件に対し、企業立地奨励金を交付した。

2 名古屋産業立地センター運営事業
経済商工観光部

産業立地推進課 11,540 11,518
　自動車関連企業を中心とした企業訪問（404件）を実施し、企業誘致や地場企業との取引拡大につながる情報

収集を行った。

3 工場立地基盤整備事業貸付金
経済商工観光部

産業立地推進課 468,500 428,500
　工業団地開発に積極的に取り組む市町村に対し、工業用地造成事業に係る事業費を無利子で貸し付け（2

件）、新たな工業用地の造成を促進した。

4 企業誘致活動強化事業

経済商工観光部

産業立地推進課

半導体産業振興室
39,994 39,994

　半導体関連産業等の誘致に向けて、市場調査や外部専門家の活用等の誘致活動の強化を図ったほか、半導

体生産拠点の立地が進む先進地域における現状や課題について調査を実施した。また、半導体産業分野におけ

る学生向け業界研究オープンセミナーの開催（延べ328人参加、企業6社参画）、みやぎ県民公式アプリを活用し

たインセンティブ付与による半導体オンデマンド講座の受講促進（延べ320人に進呈）等の取組を展開した。

30,265 30,265

(70,043) (70,043)

6
テック系スタートアップ企業立地促進奨

励金

経済商工観光部

産業立地推進課 17,803 17,803
　初期投資が大きな負担となっているスタートアップの研究開発拠点や工場等の新設に係る費用に大して補助金

を交付（1件）するとともに、指定申請（1件）の受付を行い、スタートアップの成長支援や地元定着を図った。

7 情報通信関連企業立地促進奨励事業
企画部

産業デジタル推進課 49,588 49,588
　情報通信関連企業の集積のため、12件に対し奨励金を交付した。また、本県の立地環境を首都圏等に情報発信

し、更なる企業集積を図るため、全国の情報通信関連企業が集まる展示会へ出展した。

8 企業立地型交通安全施設整備事業
警察本部

交通規制課 8,800 2,200
　大崎市三本木において、交通信号機1基を整備し、企業立地等による交通量の増加等に対応した物流の円滑化

を図った。

9 産学官連携素材技術活用支援事業
経済商工観光部

新産業振興課 8,108 8,108
　産学連携を通じた県内事業者の技術開発力・競争力向上を図ることにより県の産業発展に貢献することを目的

して、セミナー及びポスター発表会　（2回開催）、 情報収集及び課題解決支援（産学共同での技術開発・課題解

決活動8件）を行った。

10 富県宮城技術支援拠点整備拡充事業
経済商工観光部

新産業振興課 97,229 97,229
　地域の中小企業が独自に保有することが困難な誘導結合プラズマ発光分光分析装置ほか3機種を産業技術総

合センターに設置することにより、技術支援機能の強化を図った。

11
高度電子機械産業集積促進事業

（人材育成センターを除く）

経済商工観光部

新産業振興課 55,291 50,329
　展示会への出展支援（5回）や川下企業への技術プレゼンテーショ ンの実施、今後成長が見込まれる「半導体・

エネルギー」「医療・健康機器」「航空宇宙」の各分野の特性に合わせたセミナー等（16回）を開催し、県内企業の

取引拡大や新分野進出を図った。

12
高度電子機械産業集積促進事業

（ビジネスマッチング強化促進事業）

経済商工観光部

新産業振興課 14,891 14,891

　「半導体・エネルギー」、「医療・健康機器」、「航空宇宙」のみやぎ高度電子機械産業振興協議会の重点３分野

及び高度電子機械産業の振興を図るため、みやぎ産業振興機構に、首都圏の大手川下企業のニーズ調査等をす

るBM推進員、県内企業の技術シーズの把握等をするBM専門員を配置し、個別商談会の開催（9件）、個別あっ

せん（60件）を通じて商談機会を創出し、県内企業の取引創出・拡大を図った（商談成立10件）。

1-2

技術高度化

支援

13 ものづくり基盤技術高度化支援事業
経済商工観光部

新産業振興課 10,088 10,038
　県内中小企業等が技術開発等を進める上で有効な国補助事業（戦略的基盤技術高度化・連携支援事業及び成

長型中小企業等研究開発支援事業）を活用するためには、事業管理機関が必須であるが、県内の支援体制が十

分ではないため、（公財）みやぎ産業振興機構の専門員を配置（4人）し、体制強化を図った。

14
ものづくり中小企業”生産性向上実現”

DX戦略推進事業

経済商工観光部

新産業振興課 45,346 45,346

　講演会・展示会（1回、114人参加）やワークショ ップ（2回、44人参加）を開催し、ものづくり中小企業のDX、デジ

タル化の機運を醸成した。また、AI・IoT等の先進技術の導入経費を支援（4件）するとともに、産業技術総合セン

ターによるAI・IoTのデモ見学から実証までの一連の内製化を支援する身の丈DXラボ（162社・301人参加）、AI・

IoT体験会（7回、94人参加）、技術相談（285件）、伴走支援（13件）等を通じて、AI・IoT等の活用による生産性向

上等の取組を加速化した。

15 新規参入・新産業創出等支援事業
経済商工観光部

新産業振興課 54,831 54,831
　高度電子機械産業分野等での新事業、新産業創出などを促進するための産学官連携による技術高度化等に必

要な技術製品開発（地域イノベーショ ン創出型：4件、グループ開発型：3件）、川下企業への参入を目指した試作

開発（成長分野参入支援型：4件）の費用を助成し、新事業の実用化・商品化に取り組んだ。

16 放射光施設利用促進事業
経済商工観光部

新産業振興課 34,520 34,520

　令和6年4月に稼働したナノテラスの利用促進を図るため、放射光利用に関する講演会（八戸・秋田）の開催やナ

ノテラスを利用した放射光利用実地研修事業（1件）を実施するとともに、研究機関等が集積するリサーチコンプ

レックス形成に向け、県外企業等を対象としたセミナーを開催した。また、放射光利用の裾野の拡大などを目的

に、高校の授業の一環でのナノテラス利用を実現した（測定実施延べ10校）。

Ⅴ 令和７年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

対象パッケージ ／ 事業
担当部局

課室

決算額

（繰越額）
事業実績等

産業振興パッケージ 合計 A
①～⑥ （82事業計）

小計 ② （13事業計） 409,620 381,897

小計 ① （8事業計）

1-1

企業集積

促進

5 産業用地整備設計等事業補助金
経済商工観光部

産業立地推進課

　工業団地開発に積極的に取り組む市町村に対し、工業用地造成事業のための設計等事業に係る事業費に対す

る補助金の交付を行い（5件）、新たな工業用地の造成を促進した。

　また、安定的な工業用水の供給体制を確保するため、県企業局が行う調査等事業に対して補助金を交付した。
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うち基金活用額

17 地域企業競争力強化支援事業
経済商工観光部

新産業振興課 10,784 10,784
　産業技術総合センターが主体となり、企業等との連携協力のもと、自動車関連・医療機器関連・高度電子機械産

業等の分野に関連する3つの研究課題等を実施し、地域企業に技術移転を図るなど、地域企業の競争力強化を

支援した。

18
自動車関連産業におけるカーボン

ニュートラル推進支援事業

経済商工観光部

自動車産業振興室 30,595 30,595
　県内自動車関連企業のカーボンニュートラル化支援のためのセミナー（2回）の開催やエネルギー診断及び脱炭

素化促進計画策定支援（7社）を実施したほか、脱炭素化促進計画に従って導入する設備の整備費用について、

補助金（3件）を交付した。

19 自動車関連産業参入支援事業
経済商工観光部

自動車産業振興室 8,091 8,091
　県内企業の取引機会の更なる創出のため、（公財）みやぎ産業振興機構に対して、自動車関連企業向け展示

商談会（オンライン、訪問）等の実施費用を補助した（県単独商談会3回、県内出展企業31社）。

20 自動車関連技術支援事業
経済商工観光部

自動車産業振興室 26,018 3,307

　県内企業の自動車産業における新規参入・取引拡大に向け、関係機関と連携し、アドバイザーによる生産現場

改善支援（6社）や新たな技術開発に取り組む企業とのプレ共同研究（7社）を実施したほか、トヨタ生産方式を

テーマとした集合研修（5回）やセミナー（1回）を開催した。また、展示商談会出展者への助言や開発部品の実用

化・量産化に向けた個別支援を実施した（個別プロジェクト支援・技術検討12件）。さらに、トヨタ自動車東日本

（株）と連携し、ＡＩ画像処理技術を用いた生産工程改善及びAI活用人材の育成を支援した（3社）。

21 自動車産業ものづくりDX普及促進事業
経済商工観光部

自動車産業振興室 13,828 13,828

　県内企業におけるデジタル設計技術の普及を図るため、最新電動車を導入し、走行データ（電流・電圧、基板温

度等）の取得や電磁場特性の評価、装備品の機能確認等、一部部品の構造や機能等に係るデータ収集を実施し

たほか、県内企業が当該車両部品を活用し、機能・性能の解析を行った。また、デジタル技術による設計・開発に

係るセミナーの開催（1回）や、企業が取り組む設計・開発への伴走支援を行った（26件）。

22 ものづくり産業起業家等育成支援事業
経済商工観光部

新産業振興課 3,432 3,432 　県内の中小企業者13社に対して、民間賃貸オフィス等に係る賃料を補助した。

23 富県宮城資金等円滑化支援事業
経済商工観光部

商工金融課 3,544 3,544
　富県宮城資金の新規融資実績（7件）と“伊達な旅”整備促進資金の新規融資実績（1件）に係る信用保証料軽

減について、減収分を一部補助した。

24 ステージアップ支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 15,000 15,000
　自社の課題解決や目標達成を目指すステージアップ支援事業認定企業3社に対し、設備導入や販路開拓に要

する経費の一部を補助した。

25 スタートアップ加速化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 61,163 61,163 　県内で創業等する事業者43者（新規21件、継続22件）に対してスタートアップ資金を補助した。

26 みやぎ創業推進支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 11,088 11,088
　創業情報提供(30回)、創業イベントの開催(3回31人参加)、本県での創業に関する相談や個別の創業計画に

係る相談への対応(68件)、市町村創業支援ネットワーク会議（2回）を実施した。なお、本事業により県内で創業し

た事業者は6者である。

27 新事業創出支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 9,669 9,669 　地域資源等を活用して新商品等の開発を行う10社に補助を行った。

1-3
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小規模事業者
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28 生産現場改善強化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 42,272 42,272
　県内のものづくり産業の生産現場における生産性改善を支援するため、専門家派遣(19社)を実施するとともに、

生産性向上のための設備導入等支援(10社)、現場改善セミナーの開催(2回）を実施した。

29 取引拡大チャレンジ支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 19,623 19,623
　みやぎ広域取引商談会(参加企業数325社)及び二県合同商談会（参加企業数141社）、個別商談会（5回）を開

催した。また、商談会への参加や受注後のアフターフォローのための費用を補助（92件）し、そのうち6件につい

て、専門家による販売促進のための動画作成費用を補助した。

30 事業承継支援体制強化事業
経済商工観光部

中小企業支援室 14,922 14,922
　事業承継専門員2人を配置し、支援機関の訪問等を通じ、事業者の事業承継を支援し、事業承継診断を2,962

件実施した。

31 水産加工業企業力強化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 24,446 24,446
 　県内の水産加工業者の経営課題の解決を図るため、専門家派遣(19社108回）を実施するとともに、新たな経

営戦略の導入に取り組む事業者に一貫した伴走支援（3社）を実施した。また、生産性改善活動支援（3社）によ

り、 生産効率の向上や人材育成を実施した。

32 中小企業等デジタル化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 182,765 182,765
　生産性向上等を目的とした中小企業等のデジタル化の取組についてアドバイザー派遣（445回）及び導入経費

の補助（92件）を実施した。

33 中小企業共同化チャレンジ事業
経済商工観光部

中小企業支援室 9,000 9,000
　複数事業者で構成されるグループ（2者、5者）での、新事業展開や業務共同処理に係る取組を支援し、補助を

実施した。

34
小規模事業者伴走型支援体制強化事

業

経済商工観光部

中小企業支援室 10,345 10,345
　小規模事業者の持続的経営や経営革新の促進を図るため、商工会・商工会議所においてセミナーの開催（21

回）や個別指導（127件）を実施し、経営計画等の策定（65件）を支援した。これらの支援により、販路開拓や生産

性向上の取組を支援する小規模事業者持続化補助金の獲得に寄与した（9件）。

対象パッケージ ／ 事業
担当部局

課室

決算額

（繰越額）
事業実績等

小計 ③ （15事業計） 536,656 536,656
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35 中小企業等再起支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室 105,627 105,627
　物価高騰に伴う買い控えや燃料費・仕入価格の上昇、令和7年米国の関税措置の影響により厳しい状況に置

かれている中小企業等が、早期の再起を図るために行う販路開拓、生産性向上等に係る新たな取組に要した経

費を補助した（314件）。

36 食品製造業経営力強化サポート事業
農政部

食産業振興課 23,759 23,759
　専門家派遣事業として14者に対し5人の専門家を延べ60回派遣し、108時間の指導を実施した。また、専門家

派遣事業のうち8者に対しては専門家からのアドバイスに基づき実践する経営改善活動の一部を補助した。さら

に、県内食品製造事業者を対象としたフードビジネス塾を開催し全7回の連続した講座に10者が参加した。

172,690 121,327

(62,344) (31,172)

37 高度産業人材育成センター運営事業

経済商工観光部

新産業振興課

自動車産業振興室
5,257 70

　「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」（5講座（一部オンデマンド実施）、修了生62人）において研修

を実施し、高度産業人材の養成を行った。また、「みやぎ高度電子機械人材育成センター研修」（全5日間）では、

県内理工系大学･高専の学生を対象とした実践的な研修を開催した。（受講者17人、うち修了者17人）

38 半導体人材育成・産学連携推進事業
経済商工観光部

半導体産業振興室 23,527 23,527

　東北大学「半導体人材育成プラットフォーム」の開発支援を実施し、当該プラットフォーム上で、基礎講座・応用

講座が公開された。その他、県の半導体産業をPRする冊子の作成、県立高校の学生を対象とした半導体製造装

置企業の見学会（全3校、参加者108人）の開催、小中学生向けイベント（全10回、参加者237人）、首都圏のUIJ

ターン就職を志望する学生向けイベント（参加者38人、参加企業4社）など、県内外幅広く、半導体に関する理解

を深めるための取組を実施した。

59,233 29,616

(60,000) (30,000)
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人材育成

促進

40 外国人材受入体制モデル構築事業
経済商工観光部

国際政策課 25,000 25,000
　「大崎市立おおさき日本語学校」の設置者である大崎市に対し、「外国人材受入体制モデル構築補助金」を交

付し、外国人材受入体制構築のモデルとなる地域における取組の推進を図った。

41 デジタル人材採用・育成支援事業
企画部

産業デジタル推進課 39,563 39,563
　学生等の県内ＩＴ企業等への就業を促進し、県内IT企業の認知度向上のために行う事業(3件)に対して経費の一

部を支援するとともに、県内IT企業へ採用された未経験者等、中堅層、高度IT技術者向け育成研修を実施した

（89社233名）。

42 産業デジタル化支援事業
企画部

産業デジタル推進課 16,580 1,156 　中小企業等の経営者や担当者向けに、デジタル化推進セミナーを全6回（参加者計277人）開催した。

43 産業人材養成教員研修事業
教育庁

教職員課 1,257 1,257
　最先端の技術・技能を有する専門学校及び企業14団体に、延べ19人の工業等を担当する教諭を派遣するとと

もに、企業から招聘型の研修には4人の教諭が参加し、産業分野での最新技術を習得することで、教職員の指導

力の向上を図った。

2,274 1,137

(2,344) (1,172)

212,007 136,942

(132,059) (66,029)

45
ものづくりカレッジプロジェクト推進事

業

経済商工観光部

富県宮城推進室 20,930 20,930
　産業界と理工系学部を有する県内私立大学が連携し、大学1～3年生を主な対象とする講演会等の取組につい

て実施・広報したほか、企業・大学がインターンシップ等に前向きに取り組む環境づくりに向けた準備を進め、延

べ2,086人の学生が参加した。

46 立地企業雇用確保支援対策事業
経済商工観光部

産業立地推進課 509 509 　立地企業と合同による高校等への訪問(計62回)を行い、立地企業の雇用確保に向けた支援を行った。

47 宮城ＵＩＪターン助成金事業
経済商工観光部

雇用対策課 16,746 16,746 　UIJターンによりプロフェ ッショ ナル人材を受け入れた県内中小企業等に対し10件の助成金を支給した。
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人材確保

支援

48 副業・兼業人材活用支援事業
経済商工観光部

雇用対策課 36,879 18,454
　副業兼業人材の活用を促すための県内企業向けセミナーを開催し149社が出席した。また、副業・兼業マッチン

グサイトの運営により、72件のマッチングに繋がった。

49 男性育休取得奨励金
経済商工観光部

雇用対策課 20,400 20,400
　男性育休「28日以上6か月未満」取得による申請（200千円）が72社、「6か月以上」取得による申請（500千円）

が12社の計84社、20,400千円の交付実績となった。

22,568 11,284

(29,828) (14,914)

51
Enjoy Mobility!!!!　クルマの魅力発信事

業

経済商工観光部

自動車産業振興室 474 474
　クルマの魅力を広く発信し、若年層をはじめとする県民のクルマに対する関心を高めることで、自動車産業にお

ける人材確保を図るため、モビリティイベント等を開催する市町村に対して補助金を交付した（1件）ほか、県庁舎

1階ロビーにおいて、シエンタやジャパンタクシーなどの県内生産車種を展示するイベントを開催した（1回）。

小計 ⑤ （10事業計）

50
プロフェ ッショ ナル人材戦略拠点（半

導体）運営事業

経済商工観光部

雇用対策課

　県内の半導体関連企業へプロフェッショ ナル人材戦略マネージャー等を派遣し、半導体関連において57件の

人材マッチングに繋がった。

対象パッケージ ／ 事業
担当部局

課室

決算額

（繰越額）
事業実績等

44
専門教育次世代人材育成プロジェクト

事業

教育庁

高校教育課

　石巻地域の専門高校4校（石巻商業、水産、石巻工業、石巻北）で学校間の学びを融合した新たな視点から地

域の課題解決プロジェクトに取り組んだ。パートナーシップ協議会を編成し、地域を学びをフィールドとした学習展

開について意見交換を行った。具体的には、生徒委員会（11回）、運営委員会（3回）を開催し、商品開発のアイ

デアをまとめたほか、企業訪問の実施し、プロジェクトの成果を中間成果発表会を実施し、発表した。

小計 ④ （8事業計）

39 現地人材サポート体制構築事業
経済商工観光部

国際政策課

　台湾、ベトナム、インドネシアの3か国に相談窓口を設置し、外国人材の企業等への就職又は留学希望者等の

公立日本語学校への留学に関する相談や問い合わせ等に対応した。また、外国人材及び教育機関等を対象とし

たセミナーやフェ アなどを開催したほか、特設ホームページの開設及びSNSによる情報発信等を行い、県内企業

等とのマッチング支援及び留学希望者等の母集団形成及び留学生募集等の支援を図った。
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45,776 22,991

(51,965) (25,982)

53 外国人材現地ジョ ブフェ ア事業
経済商工観光部

国際政策課 47,726 25,155
　覚書に基づき開催した「みやぎジョ ブフェ アinインドネシア2025」は236団体、463名の参加があり、計587の求人

があった。また、「みやぎのカンボジアジョ ブフェア2025」を開催し、企業向けのセミナーや県民を対象としたイベ

ントに約40団体、約50名が参加した。

0 0

(50,266) (25,133)

1,205,341 1,177,817

(140,571) (120,286)

55 地域支援事業
経済商工観光部

富県宮城推進室 6,629 6,629
　各地方振興事務所、地域事務所において、企業紹介ガイドブック作成（4圏域266社掲載）、親子工場見学会の

実施（2圏域19社456人参加）、管内企業に対する社員研修・DX推進支援など、地元企業の周知や地域産業の持

続的な発展に繋げた。

56 地域ポイント等導入支援事業
経済商工観光部

富県宮城推進室 814,820 814,820
　デジタルポイント「みやぎポイント」を活用したキャンペーンを展開して自然災害避難支援アプリの登録者をおよ

そ110万名まで拡大するとともに、9億円相当のポイント発行により域内消費を喚起した。

57 みやぎの伝統的工芸品産業振興事業
経済商工観光部

新産業振興課 8,649 7,037

　国及び県指定の伝統的工芸品の需要開拓事業等への支援として、計13件の補助を行った。また、（一財）伝統

的工芸品産業振興協議会等が主催する展示販売会等への出展や、県の主催・共催による展示販売会の開催等

により、販路拡大を支援したほか、伝統的工芸品を生産する新たな担い手確保を目的としたインターンシップを開

催し、担い手2名が誕生した。

58 みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業
経済商工観光部

新産業振興課 8,500 8,500
　県内で生産された優れた工業製品の中から、技術、品質、安全安心など10項目の基準をクリアした8製品を第18

回「みやぎ優れMONO」として認定し、各種の特典や支援を実施した。

59 次世代自動車技術実証推進事業
経済商工観光部

自動車産業振興室 10,871 10,871
　沿岸被災地における地域課題の解決や低炭素なまちづくり、先進的な自動車技術の地域社会への応用検証を

行うため、県、沿岸5市町、トヨタ自動車東日本（株）の7者で締結した協定に基づき、AIを活用したデマンド交通に

係る実証事業や研究・調査等（2町）に対して補助金を交付したほか、関係機関との調整など側面支援を行った。

60
ユニバーサルデザインタクシー普及促

進事業

経済商工観光部

自動車産業振興室 44,800 44,800
　誰もが利用しやすいユニバーサルデザインタクシーの普及及び利活用を促進し、県内自動車関連企業の生産活

動の活性化や、県内企業の取引拡大・新規参入による県内の自動車関連産業の振興を図るため、ユニバーサル

デザインタクシーを導入するタクシー事業者等に対して補助金を交付（33件、83台）した。

61 次世代型商店街形成支援事業
経済商工観光部

商工金融課 5,995 5,995
　時代に適合した商店街を構築するため、商店街の将来ビジョ ン形成（3団体）を支援するとともに、ビジョ ンに基

づき課題を解決するための事業（3団体）を支援し、商店街の活性化に取り組んだ。

62 商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業
経済商工観光部

商工金融課 9,077 9,077
　商店街活動を持続していくため、セミナーの開催（修了者28人）、トライアル事業の助成（12団体）、交流会の開

催により、若手や女性リーダーを育成し、商店街活性化に向けた機運を高めた。

63 買い物機能強化支援事業
経済商工観光部

商工金融課 1,392 1,392
　買い物弱者対策のため、無店舗地区への新規出店（1事業者）を支援し、地域の買い物機能強化に取り組ん

だ。

734 367

(15,300) (7,650)

65 観光地周遊促進事業
経済商工観光部

観光戦略課 19,992 19,992
 　県内３地区において、紅葉時期等の観光シーズンに合わせ、駐車場や観光施設にセンサーやAIカメラを設置し

て混雑状況を把握し、デジタルマップによる情報発信を実施した（デジタルマップ閲覧数:計5,225回）。

66 教育旅行誘致促進事業
経済商工観光部

観光戦略課 27,853 21,196

　修学旅行等の教育旅行の誘致を促進するため、関係機関と協力・連携し、北海道、首都圏及び関西圏におい

て、旅行会社や学校教員を対象とした説明会等を実施したほか、学校教職員等を対象としたモニターツアーを開

催した。

　また、訪日教育旅行の誘致を促進するため、教育関係者を対象としたモニターツアーを開催したほか、台湾現地

説明会を実施した。

67 外国人観光客誘致促進事業
経済商工観光部

観光戦略課 21,708 21,708
　台湾、大連に設置しているサポートデスクにおいて、現地での情報発信を行ったほか、県公式SNSで県内観光

情報発信の強化を図った（フォロワー数は約31万人）。

1-6

地域産業

振興促進
8,907 4,867

(7,417) (3,709)

21,100 12,407

(8,776) (4,388)

0 0

(9,078) (4,539)

69 ものづくり海外販路開拓支援事業
経済商工観光部

国際ビジネス推進室

　海外で開催される国際展示会（2回・5社）への出展を支援したほか、香港において県産工芸品のテストマーケ

ティングを実施し（参加事業者は10社）、海外での販路開拓を支援した。

70
半導体関連産業海外販路開拓支援事

業

経済商工観光部

国際ビジネス推進室
　R8年度へ事業を繰越した。

68
県産食品海外ビジネスマッチングサ

ポート事業

経済商工観光部

国際ビジネス推進室

　コーディネーターによる個別相談対応を327件、海外ビジネスマッチング支援を71件実施した。輸出した企業数は

107社（うち初めて20社）。

小計 ⑥ （28事業計）

64
商工団体と連携した訪日外国人向け

ビジネスチャンス創出事業

経済商工観光部

商工金融課

　商工会（１団体）及び商工会議所（１団体）において当該補助金を活用し、訪日外国人の受入体制強化に向け、

各地域の課題に応じた事業を実施した。

決算額

（繰越額）
事業実績等

52 外国人材活躍推進事業
経済商工観光部

国際政策課

　外国人材採用・定着支援事業を実施し、企業と人材間で113件のマッチングがあった。また、外国人材向けセミ

ナーや企業向けセミナーのほか、県内就労者と企業の交流会、台湾人材向け宮城県ツアー、留学生向け企業訪

問ツアーを実施した。また、外国人材受入企業４社へコンサルティングを実施し、県内企業２社にキャリアアップ補

助金を交付した。県内企業における外国人材向け日本語講座に計149名が参加した。

54 外国人材現地ジョ ブフォーラム事業
経済商工観光部

国際政策課
　R8年度へ事業を繰越した。

対象パッケージ ／ 事業
担当部局

課室
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うち基金活用額

71 対宮城県直接投資促進事業
経済商工観光部

国際ビジネス推進室 1,788 1,788
　海外企業を招へいし、現地視察などによる県内投資環境のPRを行うとともに、県内企業や大学研究者とのビジ

ネスマッチング（20件）を実施した。

72 みやぎＩＴ商品販売・導入促進事業
企画部

産業デジタル推進課 9,594 9,594
　IT商品の開発・改良をおこなう事業に対して、商品の開発及び改良費用の一部を補助した（3件）。

　優れたIT商品を認定し（3社3商品）、県ホームページへの掲載やロゴマークの付与等を通じたPR支援をおこなっ

た。また、過年度に認定した商品について販売促進活動費用の一部を補助した（1社1商品）。

73 先進的デジタル産業振興支援事業
企画部

産業デジタル推進課 15,423 15,423
　AI/IoT技術等の先進的デジタル技術を活用した実証事業に対して、費用の一部を補助した（2件）。また、産学

情報技術データベースの運用及び、交流イベント等の開催（セミナー等4件、現場見学型のスタディツアーを1件、

延べ58人参加）により、異業種間交流を促進した。

74 DX関連スタートアップ支援事業
企画部

産業デジタル推進課 24,024 23,024
　ピッチコンテストを開催し、革新的なスタートアップ10者が登壇。資金調達や商談等に関する交渉が24件生まれ

た。

　起業等に挑む若者の裾野拡大のため事業創出体験プログラムを開催し、19名の大学生等が参加した。

75 再エネ電力調達マッチング支援事業
環境生活部

環境政策課 5,096 5,096
　県有未利用地1か所を対象に貸付公募を実施したところ、2者から応募があり、そのうち1者と事業実施に関する

協定を締結した。現在、当該事業者において、令和9年度中の発電開始に向けて事業計画書を作成している。ま

た、今後予定している小水力発電2か所における売電手法を検討した。

76 水素エネルギー産業創出事業
環境生活部

次世代エネルギー室 562 562

　水素エネルギーに関する将来の産業創出に向けて、大学・研究機関、先進的取組を行う自治体・大手企業など

から講師を招き、カーボンニュートラルポートの取組と連携した水素エネルギー産業創出セミナーを1回開催し、港

湾エリアを中心とする県内事業者等（11団体）を対象に、港湾を起点とした水素の利活用等に関する情報を提供

した。

77 アグリビジネス経営体確保育成事業
農政部

農業振興課 48,468 48,468
　次世代トップリーダーを対象とした講座（7人受講）や販売力向上のための販売戦略講座（5社6名受講）等各種講

座の開催及び専門家派遣（19経営体、77回）による経営課題の解決を支援した他、施設整備への補助（1件）を

実施した。

78 みやぎ大規模施設園芸立地奨励金
農政部

園芸推進課 1,531 331
　農業参入フェア（2回、東京・大阪会場）に出展し、参入を検討する企業（16社）の相談 に応じたほか、来庁や

web会議により35件の参入相談、うち26社について企業訪問を行い、本県への参入を促した。また、ＰＲ用クリア

ファイルを作成し、農業参入フェア及び企業訪問で活用した。

79
多様で特色のある県畜産物の生産消

費促進事業

農政部

畜産課 17,966 14,012
　県内6事業者のICT機器導入を支援し、労働生産性の向上が図られた。 県内の特色ある畜産物（鶏卵、豚肉）

の販促資材作成と販売会やフェアの開催（7回）のほか、各販売会等への出展支援（6事業者）を行った。

105 105

(100,000) (100,000)

81
仙台空港600万人・5万トン実現推進

事業

土木部

空港臨空地域課 14,755 14,755

　仙台空港の旅客数拡大への寄与が期待されるLCCやRJと連携し、就航地先紹介等による利用促進に係る取

組みや、航空機を利用したことがない若年層に対する航空機旅行の魅力発信のための取組みを通じて、新たな航

空需要の創出を図った。（実施事業数：2件）また、航空貨物取扱量増加に向け就航地先の空港隣接地で開催さ

れる物産展等への輸送実証（2件）を行い、核となる商材の掘り起こしと輸送に係る課題の調査・分析を実施し

た。

82 航空路線誘致促進事業
土木部

空港臨空地域課 55,000 55,000
　仙台空港に新規就航する航空会社や既存路線の増便、機材の大型化を実施した航空会社等に対して、仙台空

港国際化利用促進協議会を通じて助成金を交付し、新規航空需要の創出を促進した（助成金実績：4件）。

248,674 115,998
(102,343) (10,243)

155,266 28,852

(102,343) (10,243)

140,532 14,118

(102,343) (10,243)

84 ブロック塀等除却助成事業
土木部

建築宅地課 5,055 5,055
　通学路等の危険なブロック塀等の除却工事に対する助成事業を行う市町村に対して、市町村負担分の一部を

助成（29市町136件）し、危険なブロック塀等の改善を図った。判定が「除却が必要」な危険なブロック塀等の件

数は、令和6年度の34件から減少し、31件となった。

86 私立学校施設設備災害対策支援事業
総務部

私学・公益法人課 11,385 11,385
　私立学校設置者が行う学校施設設備の非構造部材の耐震化など、災害対策事業に要する経費の一部を補助

し、私立学校（高等学校１校）の防災対策を支援した。

87
中小企業等BCP・事業継続力強化計

画実践支援事業

経済商工観光部

中小企業支援室 16,606 16,606
　災害発生時等における中小企業等の事業継続及び地域住民との連携推進を図るため、中小企業等がBCP・事

業継続力強化計画を実践するための備蓄品(7件)及び設備(2件)の導入を支援した。

88
被災した企業経営者等による中小企

業向け防災研修事業

復興・危機管理部

復興支援・伝承課 253 253
　東北大学災害科学国際研究所との共同研究として研修プログラムを作成し、講師となる企業を選定するとともに

講義可能な内容を取りまとめた。また、セミナー形式研修（１回）において、受講者へアンケートを実施し、次年度以

降に実施する研修の参考とした。

2-2

防災体制

の整備

2-1

災害に対応する

産業活動基盤の

強化

　市町村が実施する小中学校施設の防災対策事業（非構造部材の耐震対策工事）に要する経費の一部を補助

し、耐震化の促進を図った。

(3市町8校）

小計 ⑧ （8事業計） 93,409 87,146

85 小規模防災機能強化補助事業
教育庁

施設整備課 9,679 9,679

災害対策パッケージ 合計 B
⑦・⑧ （11事業計）

小計 ⑦ （3事業計）

83 防災・減災森林インフラ整備事業
水産林政部

森林整備課

　頻発化・激甚化する自然災害に備え、指定避難所や避難路など重要施設の安全性を確保するため、老朽化した

既存治山施設（32施設）の機能強化等対策を実施した。

80 陸上養殖経営体育成事業
水産林政部

水産業基盤整備課

　漁業者や水産加工業者等に対して、陸上養殖の普及を図るため、陸上養殖に関するセミナーを開催した（1回）。

加えて、閉鎖循環式陸上養殖のモデルとなりうる事業者に対して、本システムの導入に係る費用の支援を行った

（3者に対し交付決定。事業はR8へ繰越）。陸上養殖システム導入支援補助金活用事業者（1者）に対し、専門家

派遣による技術支援を行った。

対象パッケージ ／ 事業
担当部局

課室

決算額

（繰越額）
事業実績等
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うち基金活用額

89
水災補償付き火災保険等加入支援事

業

復興・危機管理部

復興支援・伝承課 16,081 16,065
　新たに水災保険・地震保険等に加入した方々が負担する経費の一部を補助（1,157件）し、災害からの円滑な生

活再建に向けた自助の取組の促進を図った。

90 地域防災リーダー育成等推進事業
復興・危機管理部

防災推進課 17,525 11,278
　防災指導員養成講習（地域防災コース、企業防災コース）を18回開催し、563人の防災指導員を養成した。また、

フォローアップ講習（地域防災コース、企業防災コース）を14回開催し、328人が修了するなどし、地域・企業におけ

る防災知識の習得を図った。

91 災害用石油製品備蓄事業
復興・危機管理部

防災推進課 1,443 1,443
　東日本大震災における燃料不足の教訓を踏まえ宮城県石油商業組合・宮城県石油商業協同組合と締結した協

定に基づき、揮発油等の石油製品を災害対応型中核給油所35か所及び小口燃料配送拠点5か所で適正な備蓄及

び管理を行うための経費の一部を支援した。

92
地域建設産業災害対応力強化支援事

業

土木部

事業管理課 29,854 29,854

　県内の建設業者42者及び建設関連業者5者の計47者に29,854千円の補助金を交付し、防災体制の構築や災

害対応力の強化を図った。また、本事業では、BCP（事業継続計画）を策定済み又は策定することを誓約した企

業を補助要件としていることから、交付決定した者のうち未策定の21者について、BCPの策定促進が着実に図ら

れた。

93 みやぎ防災ジュニアリーダー養成事業
教育庁

保健体育安全課 261 261
　将来の地域防災活動の担い手を育成するため、県内の高校生を対象とした研修会を開催し、研修修了者117人

を「みやぎ防災ジュニアリーダー」に認定した。また、全員が「宮城県防災指導員」に認定された。

6,452,679 6,091,706

(507,360) (297,773)
※ 事業ごとに千円未満を四捨五入しているため、合計額とは合致しない場合がある

※ カッコ内の金額は、令和７年度から８年度への繰越額

事業実績等対象パッケージ ／ 事業

総合計 A＋B （93事業）

担当部局

課室

決算額

（繰越額）



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県経済商工観光部 

富県宮城推進室 

 

〒980-8570 

 仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

 宮城県庁１４階 

TEL022-211-2792  FAX022-211-2719 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/fukensui/ 

E-mail fukensui@pref.miyagi.lg.jp 


